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第１  はじめに 1 

近年、ＡＩは飛躍的な進展を遂げており、社会経済活動のあらゆる領域に

おいて実装が進められている。取り分け、生成ＡＩは、文章、画像、プログ

ラム等の高度な生成能力と柔軟な応答能力を備えることから、情報整理・判

断補助等の作業への実装が急速に進展しつつあり、行政や司法などの国家作

用においても利活用の可能性が指摘されている。 

こうした中、ＡＩの安全安心な活用が促進されるよう、我が国におけるＡ

Ｉガバナンスの統一的な指針として「ＡＩ事業者ガイドライン（第 1.2 版）」
2（令和８年３月３１日 総務省・経済産業省。以下「ＡＩ事業者ガイドラ

イン」という。）が定められ、政府・自治体等の公的機関を含む事業者によ

るＡＩ開発、提供、利用に当たって必要な取組についての基本的な考え方が

示されている。 

さらに、ＡＩにおけるイノベーションを促進しつつリスクに対応するため、

「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律」（令和７年法

律第５３号。以下「ＡＩ法」という。）が制定されるとともに、ＡＩ法に基

づき、「人工知能基本計画」 3（第Ⅱ期、令和８年７月１４日閣議決定）及び

「人工知能関連技術の研究開発及び活用の適正性確保に関する指針」 4（令

和７年１２月１９日人工知能戦略本部決定。以下「ＡＩ指針」という。）が

策定されるなど、ＡＩの利活用に向けた取組が進められている。そして、政

府においては、政府の様々な業務への生成ＡＩの利活用促進とリスク管理を

表裏一体で進めるため、「行政の進化と革新のための生成ＡＩの調達・利活

用に係るガイドライン」 5（第 2.0 版、同年５月２７日デジタル社会推進会

議幹事会決定（令和８年６月１２日改定）。以下「政府ガイドライン」とい

う。）が整備された。政府ガイドラインでは、政府におけるＡＩガバナンス

 
1 本取りまとめにおける用語は、本取りまとめにおいて別段の定めがある場合を除く

ほか、政府ガイドライン表１（別添３－１）の例による。また、本取りまとめにおい

て使用した専門用語の説明は、一覧表（別添３－２）としてまとめて掲載している。

なお、「ＡＩ」と「生成ＡＩ」の各用語につき、本取りまとめでは、現在急速に技術

が発展している生成ＡＩを念頭に置きつつ、ＡＩ技術における更なるブレークスルー

も見据えた検討も含んでいることから、以下「ＡＩ」の用語をこのような位置付けの

ものとして使用することとし、特に必要があるときに限って、「生成ＡＩ」の用語を

用いることとした。 
2 経済産業省ウェブサイト「ＡＩ事業者ガイドライン」 
3 内閣府ウェブサイト「人工知能基本計画」 
4 内閣府ウェブサイト「人工知能関連技術の研究開発及び活用の適正性確保に関する

指針」 
5 デジタル庁ウェブサイト「行政の進化と革新のための生成ＡＩの調達・利活用に係

るガイドライン」 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/20260331_report.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_guideline/ai_guideline.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_guideline/ai_guideline.html
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/information/field_ref_resources/decb64eb-f26e-41cb-8d37-f3dd173108b8/59054b35/20260612_resources_standard_guidelines_guideline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/information/field_ref_resources/decb64eb-f26e-41cb-8d37-f3dd173108b8/59054b35/20260612_resources_standard_guidelines_guideline_01.pdf
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やベストプラクティスの共有体制、生成ＡＩの調達・利活用において留意す

べきリスク等についての考え方、政府が利活用する生成ＡＩ全体の機能性や

品質及び費用対効果の向上等が示されている。 

ここで民事司法分野に目を向ければ、民事訴訟手続等の一層の迅速化及び

効率化等を図り、民事裁判を国民がより利用しやすいものとする観点から民

事裁判手続のデジタル化を図るための法整備が進められ、令和８年５月２１

日には民事訴訟手続における電子申立て等を可能とする改正民事訴訟法等が

施行された。その結果、裁判所・当事者間において主張書面や証拠が電磁的

記録として送信・保管されるようになることから、これまでの紙の文書を前

提とした裁判所の内外の実務・業務の在り方について抜本的な見直しを迫ら

れるとともに、これらのデータの効果的な利活用が課題となりつつある。そ

して、データの効果的な利活用の最も有力な手法として、ＡＩを利活用した

書面要約、リーガルリサーチ、文書作成補助、事務作業の効率化などが現実

的な選択肢として浮上してきている。さらに、近時のデジタル化の進展によ

り、民事裁判情報について、その内容を個別に分析するにとどまらず、全体

を通じた傾向分析や、より精緻な統計分析、機械学習の素材とすることによ

る高品質な法的サービスの提供等、新たな活用をすることが技術上可能にな

ってきたところ、民事訴訟手続のデジタル化により判決書等が電磁的記録と

して作成されるようになったことも踏まえて、民事裁判情報の活用の促進に

関する法律（令和７年法律第４９号）が制定され、いわゆる民事裁判情報デ

ータベースが同法の公布の日である同年５月３０日から２年以内の政令で定

める日までに始動することとなっている。そして、このような民事裁判情報

は、迅速かつ適切な裁判外紛争解決（ＡＤＲ）の実現やＡＩ開発を含めた

様々なイノベーションの基盤として活用されることが期待されている 6。 

このように裁判所の内外の実務・業務においてＡＩの利活用の可能性を検

討する前提となる基盤が整いつつある一方で、現時点では、裁判所において

は、情報セキュリティ上の観点から訴訟記録等の要機密情報等をＡＩシステ

ムに入力することが許されていないことから、訴訟記録を利用する形態での

ＡＩの利活用はできない状況にある。また、弁護士・司法書士においては、

ＡＩの利活用を禁じる法令、日本弁護士連合会（日弁連）や日本司法書士会

連合会（日司連）等における規律等はないものの、情報セキュリティ、個人

情報保護及び守秘義務等の観点から慎重な検討が求められるところもある。  

以上のような状況を踏まえると、今後、この分野におけるＡＩの利活用を

 
6 石田佳世子・加藤邦太「「民事裁判情報の活用の促進に関する法律」の概要」ジュ

リスト１６２２号３７頁以下参照 
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進めるに際しては、ＡＩ利活用による価値・便益を明確にした上で、一般的

なＡＩ利活用に伴う課題への対応のほか、司法の中立性・公平性や裁判官の

職権行使・司法権の独立の確保等といった司法固有の要請を踏まえ、技術

的・法的・倫理的観点から多角的かつ慎重な検討を要すると考えられる。加

えて、ＡＩの普及によって、国民が司法へのアクセスの入口においてＡＩを

利活用する場面も将来的に想定され、法律相談や紛争予防の段階におけるＡ

Ｉの利活用の社会的広がりも、民事司法分野に影響を及ぼし得る状況にある。  

こうした司法を取り巻く情勢を踏まえ、民事司法分野におけるＡＩの利活

用とこれに伴う諸課題について検討する必要性が高まってきたことから、技

術的側面と法的・実務的側面を架橋しつつ、まずは幅広い観点から議論を開

始するとともに、ＡＩの技術的進展が急速であることを考慮して、網羅的に

十分な議論を行うことよりも、一定の期間内において論点を整理した上で議

論の取りまとめを行って、その結果を公表することを目指して、令和７年１

１月、学識経験者６名及び関係省庁等の参画を得て本研究会が設置されるこ

ととなった（別添１：委員名簿、別添２：本研究会の開催状況）。 

第２  本研究会における検討の進め方及び検討の対象  

１  検討の前提 

(1) ＡＩ利活用に伴うリスク 

ＡＩは、経済成長や国民生活の発展に寄与するものであることから、その

社会実装を進めイノベーションを促進していくことが重要である一方、ＡＩ

の利活用には様々なリスクがあるとされ、例えば、以下に記載した代表的な

技術的リスクのほか、次の「表４．ＡＩによるリスク例の体系的な分類案」

に挙げられるような各種リスクが指摘されている。 

〔代表的な技術的リスク〕 

① バイアスのある出力、一貫性のない出力等 

ＡＩモデル学習時のデータに、特定の属性が過剰に含まれている場合や、

ラベル付与者の主観的なバイアスが含まれている等の場合、出力に偏りが生

じることがある。ＡＩが同じ基準やポリシーで運用されているにもかかわら

ず、モデルの確率的性質に起因して、場面によって異なる判断を下すことが

ある。 

② ハルシネーション等による誤った出力 

生成ＡＩは、事実と異なる情報をもっともらしく回答する可能性がある。 

③ ブラックボックス化、判断に関する説明の不足 

ＡＩの判断のブラックボックス化により、説明責任を果たせなくなる。 
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【ＡＩ事業者ガイドライン（第 1.2 版）別添（付属資料）より抜粋】 

(2) ＡＩ指針 

ＡＩ指針は、信頼できるＡＩの実現に向けて、事業者、国民等の全ての主

体におけるＡＩの研究開発・活用の適正な実施に係る自主的かつ能動的な取

組を促すために、国際的な規範の趣旨に即して策定されたものである。そし

て、ＡＩ指針においては、適正性確保に関する基本的な考え方として、上記

の各リスクがＡＩの技術進歩とともに変化したり、未知のリスクが発生した

りする可能性があり、リスクに対する社会的な受容水準も変化し得るもので

あるとした上で、適正性についての一義的な定義や絶対的な水準を定めるも

のではなく、各主体が研究開発、活用するＡＩの特性、用途、目的や、自身

の立場、社会的役割等を踏まえて自主的に取組を進めるという考え方の下、

「人間中心のＡＩ社会原則」（平成３１年３月２９日統合イノベーション戦

略推進会議決定）に掲げられた理念を踏まえ、考慮すべき主な要素として、

以下のものを挙げている。 

● 人間中心 

☆ 人間の尊厳や基本的人権を尊重すること。また、法令を遵守すること。  
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☆ 誰もがＡＩの恩恵を享受できるよう、多様性、包摂性を尊重し、多様な

人々の幸福の追求による包摂的な成長を目指すこと。 

☆ ＡＩを活用する範囲や条件については、人間自らが最終的な判断を行う

こと。 

● 公平性 

☆ ＡＩの活用によって、社会に不当な偏見や差別を生じさせたり、助長し

たりしないこと。 

● 安全性 

☆ ＡＩの活用によって、生命、身体、財産等に危害を及ぼさないようにす

ること。 

● 透明性 

☆ ＡＩに対する信頼性が向上するよう、必要かつ技術的に可能な範囲での

情報の開示、事後的な検証可能性の確保等により、透明性を適切に確保する

こと。 

● アカウンタビリティ 

☆ ＡＩがもたらす社会的影響を踏まえ、責任の所在の明確化、責任を果た

すための仕組みの構築等により、技術的、制度的、社会的観点からアカウン

タビリティを合理的な範囲で果たすこと。 

● セキュリティ 

☆ 不正な操作によるＡＩの意図しない動作や停止をはじめとするＡＩのセ

キュリティ上のリスクを低減させるよう、ＡＩのセキュリティを適切に確保

すること。 

● プライバシー・個人情報 

☆ 取り扱うデータの重要性等に応じてプライバシーを尊重し、適切に保護

すること。また、個人情報保護法等関連法令を遵守すること。 

● 公正競争 

☆ 特定の者にＡＩに関する資源が集中した場合においても、その有利な立

場を利用した不当なデータの収集を含む不公正な取引が行われないようにす

るなど、公正な競争の促進に貢献すること。 

● ＡＩリテラシー 

☆ ＡＩがもたらすリスクの社会的受容可能な水準は変わり得ることを認識

し、便益の最大化とリスクの抑制を図れるよう、知識・能力を身に付けると

ともに、倫理観を保持すること。 

● イノベーション 

☆ 環境負荷の低減を含む持続可能性を確保しつつ、イノベーションの促進
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に貢献するよう努めること。 

☆ 社会課題の解決に資するＡＩの技術開発に取り組むこと。 

☆ ＡＩの活用を阻害する要因の改善を図ること。 

その上で、ＡＩ指針は、適正性を確保するために取り組むべき基本方針と

して、以下のものを挙げている。 

① リスクベースでのアプローチ 

ＡＩがもたらすリスクを特定・評価し、ＡＩを利用する分野や目的を踏ま

えた影響度合いに応じて、適切な対策を講じる。 

② ステークホルダーの積極的な関与 

ＡＩがもたらす便益、リスク等により影響を受ける主体（以下「ステーク

ホルダー」という。）がＡＩガバナンスに積極的に関与し、他のステークホ

ルダーと協働して課題解決に取り組む。 

③ 一気通貫でのＡＩガバナンスの構築 

ＡＩがもたらすリスクをステークホルダーにとって受容可能な水準で管理

しつつ、便益を最大化するため、研究開発から社会実装までが近接するＡＩ

の各段階を一体的に捉えたＡＩガバナンスを構築する。 

④ アジャイルな対応 

ＡＩの技術進歩の速さや、予見可能性、説明可能性が十分でないことを踏

まえ、変動し得るリスクに対してＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイ

クルを回しながら、柔軟・迅速（以下「アジャイル」という。）に対応し、

ＡＩガバナンスの成熟度を高めていく。 

(3) ＡＩガバナンス 

ＡＩの便益を享受しリスクを抑制するためには、ＡＩに関するリスクをス

テークホルダーにとって受容可能な水準で管理しつつ、そこからもたらされ

る便益を最大化するための、ＡＩガバナンスの構築が重要であるとされる。

ＡＩ指針は、前記(2)のとおり、適正性を確保するために取り組むべき基本

方針において、アジャイルな対応を挙げるとともに、国及び地方公共団体が

特に取り組むべき事項として、国内外におけるＡＩガバナンスを巡る動向を

注視し、ＡＩガバナンスの在り方を継続的に検討し、対応することを挙げて

いる。また、政府ガイドラインも、各府省庁において、ＡＩ統括責任者（Ｃ

ＡＩＯ）の設置等ＡＩシステム統括監理の体制整備を行うなど、ＡＩガバナ

ンスの強化に取り組むことを求めている。さらに、ＡＩ事業者ガイドライン

は、ＡＩガバナンスの構築において留意する観点として次の「表６．行動目
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標一覧」記載の行動目標を挙げている。 

【ＡＩ事業者ガイドライン（第 1.2 版）別添（付属資料）より抜粋】 

(4) 国際機関及び諸外国における検討状況 

国際機関及び諸外国においても、司法におけるＡＩの利活用についての検

討が進められており、国際機関及び欧米を中心とした例は、別添４「諸外国

の検討状況と実例（まとめ）」のとおりである。 

２  本研究会における検討の進め方 

本研究会では、民事司法分野においては、法的紛争の発生から解決までの

フローとして、一般に、検討、相談、交渉、ＡＤＲ、民事訴訟の各フェーズ

があると言われることがあることを踏まえ、主として紛争解決手段として民

事訴訟による公権的解決が選択される事案を念頭に置き、ＡＩの利活用可能

性とこれに伴う諸課題を検討することとした。そして、まずは民事訴訟にお

ける中核となるアクターである裁判所について検討を深めつつ、その検討を

通じて主なアクターである訴訟代理人となる弁護士・司法書士の業務におけ

るＡＩの利活用可能性等について検討を深めることとした。なお、弁護士・

司法書士の業務には、もちろん訴訟代理人としての活動以外のものが含まれ

るものの、本研究会の検討対象となる業務は、上記のとおり主として紛争解

決手段として民事訴訟による公権的解決が選択される事案を念頭に置くこと

とした趣旨に照らし、専ら法令の規定に基づく訴訟代理人としての活動及び

訴訟提起前の訴訟代理人となるべき者としての活動を想定するものとした。 
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その上で、民事司法分野におけるＡＩの利活用とこれに伴う諸課題を検討

するに際しては、前記１(2)のとおり、ＡＩ指針において全ての主体におけ

るＡＩの研究開発・活用を対象として適正性確保に関する基本的な考え方が

示されていることを踏まえ、指針として示された適正性確保のために必要と

なる主な要素や基本方針、更には前記１(3)で述べたＡＩガバナンスの構築

の必要性を念頭に置きつつも、司法の中立性・公平性や裁判官の職権行使・

司法権の独立の確保等といった司法固有の要請を踏まえた検討を行うことと

した。 

３  本研究会における検討の対象 

前記２の検討の進め方を踏まえ、本研究会における検討の対象は、以下の

とおりとした。 

(1) 想定ユースケース 

前記第１のとおり、主張書面や証拠等のデータの効果的な利活用の最も有

力な手法として、ＡＩを利活用した書面要約、リーガルリサーチ、文書作成

補助、事務作業の効率化などが現実的な選択肢として浮上してきていること

から、本研究会においても、まず、今後数年程度の間において、現在の民事

訴訟実務における当面の課題解消に向けて、裁判所及び弁護士・司法書士の

業務においてＡＩを利活用することで一定の効果が見込まれると一応想定で

きる場面をユースケースとして取り上げることとした（以下、これらの場面

を「想定ユースケース」と総称する。）。そして、ＡＩ指針に示された適正性

確保のための基本方針を踏まえ、想定ユースケースにおけるＡＩ利活用によ

って実現される価値・便益について考察した上で、ＡＩ利活用に伴うリス

ク・課題等を洗い出した上で必要な対策について検討を進めつつ 7、実効的

なＡＩガバナンスを構築する上で、民事訴訟における中核アクターである裁

判所に加えて、主要アクターである訴訟代理人となる弁護士・司法書士にお

いて、どのように関与し、協働していくことが期待されるのかについても併

せて検討することとした 8。 

(2) 想定基本機能 

本研究会における議論の過程では、前記第１のとおり、今後、民事裁判手

続のデジタル化に伴い、裁判所の内外の実務・業務の在り方について抜本的

な見直しを迫られることや、ＡＩが急速かつ著しく進展していくことも見据

え、想定ユースケースの検討に加えて、将来的な展望も視野に入れたＡＩ利

 
7 ＡＩ指針における適正性確保のための基本方針①リスクベースでのアプローチ 
8 ＡＩ指針における適正性確保のための基本方針②ステークホルダーの積極的な関与、

③一気通貫でのＡＩガバナンスの構築 
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活用の在り方について検討することにも意義があるのではないかとの指摘も

あった。 

そこで、本研究会においては、検討の前提として、訴訟に関与する法律実

務家が、民事訴訟を利用した法的紛争の解決までの流れの中で、役割や職責

こそ異なるものの、共通して法的分析能力及び事実認定能力を活用して職務

を遂行している実情について、以下のとおりの説明が行われた 9。 

まず、当事者の求める法律効果（権利の発生、障害、消滅、阻止）を発生

させる法律要件に該当する具体的事実（要件事実）が認められなければ、当

事者の求める法律効果は認められない。そこで、①当該法律効果を発生させ

る法規範の選択（法律構成）をすること、②その法律要件に該当する具体的

事実（要件事実）を把握することが求められる。そのために必要な能力が法

的分析能力である。そして、訴訟提起に向けた準備活動の段階では、依頼者

の依頼を受けて訴訟代理人となる弁護士・司法書士は、法律相談等において、

依頼者が語る生の社会的事実から、依頼者に有利な法律効果が発生するよう

法規範の選択（法律構成）をするが、その前提として要件事実を吟味する必

要がある。また、弁護士・司法書士は、依頼者の立場に立った当事者法曹と

しての視点が重要であるが、それとともに中立的立場からの客観的判断を前

提とした視点も重要であることから、事実関係を正確に把握しつつ、事実認

定の手法を念頭に置いて、民事訴訟となった場合における立証可能性を検討

して、判決や和解の内容を予想することになる。もっとも、把握可能な事実

や証拠、それに応じた適切な法律構成は流動的であって、弁護士・司法書士

は循環的な作業と思考により常に予測を深化させる必要がある。このように、

弁護士・司法書士は、単に事実や証拠をつなぎあわせて法律文書を作成して

いるのではなく、事実関係や法令・判例・学説等の調査を行い、法律構成の

検討や証拠収集をするというスパイラル的なシミュレーションを繰り返し、

勝訴見込み、回収可能性、迅速性、紛争解決の手段などを踏まえ、依頼者の

依頼目的に最も適合的であるかどうかの見地から事件処理の基本方針を策定

し、これに沿って戦略・戦術的な事務処理を行っている。 

訴訟における審理の段階では、裁判官は、訴訟物たる権利又は法律関係の

存否を判断するため、要件事実の考え方を用いて当事者の主張を分析・整理

するとともに、最終的に、争いのある主要事実（要件事実と同義）について

事実認定をし、その理由を説明する判決書を作成することになることから、

審理の段階に応じて、その時々の証拠関係に基づいて、事実認定についての

 
9 令和６年３月「民事系科目における法的分析能力（主張分析能力）及び事実認定能

力について」司法研修所民事裁判教官室・司法研修所民事弁護教官室参照  

https://www.courts.go.jp/saikosai/vc-files/saikosai/shihoukensyujyo/102minjikei-houtekibunnseki-R603.pdf
https://www.courts.go.jp/saikosai/vc-files/saikosai/shihoukensyujyo/102minjikei-houtekibunnseki-R603.pdf
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暫定的な心証を形成することになる。また、当事者による訴訟物又は法律構

成の変更の可能性を念頭に置いて、求釈明をしたり法的観点を指摘したりす

るための前提として、事案に適切な法規範や法律構成を検討することもある。

そして、争点整理の過程において、当事者は、依頼者に有利な法律効果を発

生させるために必要な主要事実を主張し、その立証に努める。裁判官は、当

事者との間で、争いのある主要事実及び重要な間接事実についての認識を一

致させるため、釈明を求め、あるいは心証を開示する。当事者は、裁判官の

行う求釈明や心証開示を踏まえて、更に主張立証を尽くす。この過程を通じ、

裁判官は、当事者との間で主要な争点や何が重要な証拠であるかについて認

識を共有することにより、攻撃防御を当該争点に集中させ、必要な人証を集

中して調べた上で審理を終え、判決を言い渡すことになる。 

本研究会では、これらの説明を踏まえつつ、情報処理的視点と法的視点・

法律実務家的視点の双方から疑問点や問題意識が示されることによって相互

理解が深まり、まさに技術的側面と法的・実務的側面を架橋した双方向での

活発な議論が行われた。 

このような議論を踏まえ、本研究会では、法律実務家の法的分析能力及び

事実認定能力に着目し、民事訴訟実務においてこれらの能力がどのような場

面でどのように発揮されているのかについて分析し、将来的にそのような場

面においてＡＩが利活用されるとすれば、どのような情報をＡＩに入力し、

どのような出力を期待しているのか、といった利用形態を言語化して明らか

にすることを試みた。 

具体的には、弁護士・司法書士が「依頼者が語る生の社会的事実から、依

頼者に有利な法律効果が発生するよう法規範の選択（法律構成）をするが、

その前提として要件事実を吟味する」場面や裁判官が「訴訟物たる権利又は

法律関係の存否を判断するため、要件事実の考え方を用いて当事者の主張を

分析・整理する」とともに、「当事者による訴訟物又は法律構成の変更の可

能性を念頭に置いて、求釈明をしたり法的観点を指摘したりするための前提

として、事案に適切な法規範や法律構成を検討する」場面に対応するＡＩの

機能として 

① 法的分析機能 

当事者本人の言い分（例えば、事実関係や紛争関係者に請求したい事項）

を入力することで、その言い分どおりの事実関係が存在することを前提とし

て、当該事実関係に関する訴訟物たる権利又は法律関係について一定の見解

（例えば、請求の根拠となる訴訟物たる権利の内容）が出力される機能 

を想定するとともに、弁護士・司法書士が「事実関係を正確に把握しつつ、
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事実認定の手法を念頭に置いて、民事訴訟となった場合における立証可能性

を検討して、判決や和解の内容を予想する」場面や裁判官が「争いのある主

要事実について事実認定をし、その理由を説明する判決書を作成することに

なることから、審理の段階に応じて、その時々の証拠関係に基づいて、事実

認定についての暫定的な心証を形成する」場面に対応するＡＩの機能として 

② 事実認定機能 

（法的分析機能と一体的に利用されることを想定）一定の事実関係を明示

して入力するとともに、利用者が保有する関係資料データを入力することで、

当該事実関係の存否及びそのような事実認定となる理由（証拠関係の構造の

分析を含む。）についての一定の見解が出力される機能 

を想定し、これらの機能が実装されることを前提として、その実現可能性や

後記の想定基本機能を利用することによって得られる価値・便益、更には今

後の取組の方向性を中心とした検討を行うこととした。 

なお、法的分析機能については、その前提となるものとして、 

③ 判例文献調査機能 

利用者が把握したい法規範等に関連する一定の質問や事実関係を入力する

ことで、これに対応する裁判例や文献を検索するとともに、検索結果（裁判

例や文献）の概要や利用者が直面する課題に関連する情報を出力する機能 

が現時点において民間事業者によってリーガルリサーチサービスとして提供

されていることから、判例文献調査機能（リーガルリサーチサービス）が法

律実務家にもたらす価値及び便益と課題及び今後の見通しを検討することと

した（以下、これらの３つの機能を併せて「想定基本機能」という。）。 

もとより、現在実装されていない機能も含まれていることから、これらの

機能の利用に伴うリスク・課題等やその対応策の検討に加えて、今後も予想

されるＡＩの急速な技術的進展への対応の検討には限界があったものの、想

定基本機能の実現可能性やこれらの機能によって得られる価値・便益を検討

することを通じて、今後も人間である法律実務家が果たすべき役割が存在す

ると考えられるのか否か、更にはその理由をできる限り投影できるように努

めることとした。 

(3) その他の利活用場面 

前記(1)の想定ユースケース及び同(2)の想定基本機能の検討に加えて、将

来的にＡＩの利活用が考えられる場面（以下「その他の利活用場面」とい

う。）についても、検討することとした。もっとも、その他の利活用場面に

ついての検討は、ＡＩの技術的進展が急速であることを踏まえ、本研究会が

網羅的に十分な議論を行うことよりも、一定の期間内において論点を整理し
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た上で議論の取りまとめを行い、その結果を公表することを目指したことと

の関係上、十分な議論ができなかったところがあることについて留保を付し

ておきたい。 

(4) ＡＩを利用して作成された証拠への対応 

前記(1)から(3)までは、ＡＩの利活用が考えられる場面を想定しつつ、そ

のリスク・課題等についての検討を行うものであったが、その反面、ＡＩ利

活用に伴う社会的リスクである偽・誤情報の流通・拡散（前記１(1)参照）

が社会問題となってきており、早晩民事訴訟の場面でも同様の問題に直面す

ることは想像に難くないことから、ＡＩを利用して作成された証拠への対応

についても検討することとした。 

(5) ＡＩ時代における司法の在り方とその課題 

前記(1)から(4)までの検討に基づいて、ＡＩ時代における民事司法の在り

方とその課題として、民事司法分野におけるＡＩの利活用が司法やこれを支

える法律実務家の役割にどのような影響を与えるか、またその影響をどのよ

うに受け止めるべきか、について検討を行うとともに、今後の法律実務家等

に対する教育・研修の在り方についても検討を行った。 

第３  想定ユースケース  

１  想定ユースケースの抽出 

(1) 裁判所業務 

ア  裁判官業務での利活用 

裁判所と当事者との間で主要な争点や何が重要な証拠であるかについて認

識を共有することにより、攻撃防御を当該争点に集中させ、必要な人証を集

中して調べることで、充実した審理を迅速に行うことができ、そのためにも

争点整理は重要である。裁判手続のデジタル化に伴い、双方当事者の提出す

る主張書面や証拠資料が膨大化する可能性があるとの指摘があることも踏ま

えると、的確な争点整理を行う重要性は増していくものと考えられる。 

もっとも、近時、民事第一審訴訟事件については、争点整理期間が長期化

し、それに伴って全体の審理期間が長期化する傾向にあることから、上記の

ような認識共有の作業が必ずしも円滑に行われていないことがうかがわれる
10。こうした状況を踏まえて、実務上、裁判所・当事者間の認識共有を図る

ための様々な実践的な取組が行われてきたところであり、こうした取組自体

にＡＩを利活用して作業の効率化を図ることで、より充実した争点整理の実

現が期待できるように思われる。 

 
10 最高裁判所「裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（第１１回）」１０６頁以下

参照 

https://www.courts.go.jp/toukei_siryou/siryo/hokoku_11_hokokusyo/index.html
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この点、最高裁判所が令和８年に開催した研究会「民事訴訟におけるＡＩ

利活用可能性の検討」を踏まえた検証結果（別添５。以下「最高裁検証結果」

という。）では、同研究会の参加者において、後記のようなリスク等に留意

すべきことを前提として、①主張整理表や時系列表等のたたき台の作成、②

大量の書面の要約等、③引継ぎ時などにおける全体像の把握、④文字起こし

やその要約の場面などで、ＡＩを利活用し得ることについて前向きな評価が

あった旨が報告された。 

最高裁検証結果における利活用場面につき、充実した争点整理の実現の観

点から整理すると以下のとおり考えられ、短期的には、これらの場面での利

活用を念頭に置いた上で、適正な利活用を図る上での課題やその対応策の検

討を進めるのが適当である。 

①については、これまでの実務では、大量の主張書面や証拠等が提出され

るような複雑困難な事案では、裁判所と当事者との間で主要な争点や何が重

要な証拠であるかについて認識を共有する必要性が特に高いことから、裁判

所において主張整理表や時系列表を作成した上で当事者に確認を求め、必要

に応じて調書に添付して記録化することも実務上しばしば行われてきたとこ

ろである。もっとも、これらの大量の訴訟資料から争点等に関連する事実関

係等を抽出・整理して主張整理表等を作成する際には、相応の時間を要して

いたところ、ＡＩを利活用することによって、このような作業に要する時間

を短縮させることが可能となる。これによって、これまでの実務において、

主張整理表等を作成していた事案では、その作成が容易となるほか、主張整

理表等を作成するために要する時間に比して、その必要性が高いとまではい

えないとして、口頭議論での認識共有にとどまっていた事案などにおいては、

これらを作成して当事者と共有することによって、審理の充実・迅速化を図

ることが期待される。 

②については、これまでの実務では期日の直前に当事者から大量の訴訟資

料が提出されることも散見され、裁判所や相手方当事者において十分な検討

を行うことができず期日が事実上空転してしまうことが問題とされていたが、

このような場合に、ＡＩを利活用することによって概要を把握した後に当該

訴訟資料を読むなどして期日の空転を防ぐといったことが期待される。 

③については、裁判官の交代があった場合は、交代後の裁判官において、

早期に事案の全体像、争点、審理経過等を把握することが不可欠であるが、

事案の複雑困難性等から把握が必ずしも容易でないこともあるといった実情

にある。このような課題を解決するため、これまでの実務では、引継ぎ直後

の期日において、双方当事者から事件の概要や争点についての説明を受けた
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上で本格的な記録の検討に入るといったプラクティスも見られるところであ

り、引き続き、このようなプラクティスが有効な事案もあると考えられるも

のの、ＡＩを利活用することによって、このようなプラクティスに加えて、

あるいは、これに代えて、早期に全体像等を把握し、引継ぎ直後の審理の停

滞を可及的に防止するということが期待される。 

④については、一般に、会議録の文字起こし・要約にＡＩが利活用されて

いるところ、民事訴訟においても、当事者とのやり取りに際して、裁判官が

メモを取ることに注力することなく、手続を進行するといったことが期待さ

れる。 

イ  裁判官業務以外の場面での利活用 

前記ア以外の裁判所業務での利活用として以下のような指摘や意見があっ

た。 

(ｱ) 手続案内用チャットボットの設置 

現在の裁判所（特に簡易裁判所や家庭裁判所）の実務では、手続利用者の

便宜を図るため、裁判所書記官等が、受付窓口に訪れた手続利用者から、紛

争内容を聴取した上で、手続利用者に対し、裁判所における各種紛争解決手

続を教示し、その中から手続利用者の紛争解決の希望に合った最も適切な手

続を選択してもらって、現実の申立てに至るための訴状等の書き方を教示す

る手続案内が行われている。 

このような現状を踏まえ、司法アクセスの更なる拡充を図る観点から、裁

判所ウェブサイトに手続案内のためのチャットボット（人間と自然言語によ

る対話を行うソフトウェアと定義する。）を設けてはどうか、その結果、手

続利用者の利便性を向上させつつ、裁判所書記官等が担っている手続案内業

務の負担を軽減することにもつながるのではないか、との意見があった。 

(ｲ) 書式への入力補助 

現在の裁判所（特に定型的かつ少額事案が多い簡易裁判所や家庭裁判所）

の実務では、手続利用者の便宜を図るため、受付窓口に訪れた手続利用者に

手続案内を実施する中で申立てに必要となる書類の定型書式を交付し、その

記載方法などを教示しながら必要事項を記入してもらい、申立てを受理する

方法が採られており、そのために各種の定型書式を備え置いている。 

このような現状を踏まえ、司法アクセスの更なる拡充を図る観点から、Ａ

Ｉを利用して書式への入力補助を行うことができるような機能を実装したシ

ステムを裁判所において整備してはどうか、その結果、手続利用者の利便性

を向上させつつ、裁判所書記官等が担っている手続案内業務の負担を軽減す

ることにもつながるのではないか、例えば、ＡＩを利用して戸籍や住民票を
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読み込ませて本籍や住所のデータを抽出して申立書フォームに自動転記する

といった補助的な機能を実装することも考えられるのではないか、との意見

があった。 

(ｳ) 尋問の録音データの文字起こしや誤字脱字のチェック 

尋問の録音データの文字起こしや誤字脱字のチェックにＡＩを利活用する

ことについて異論はなかったが、ＡＩの機能を十分に活かすことのできる環

境整備（録音機材の整備等）が必要である旨の指摘があった。 

(ｴ) 裁判所書記官が行う事務作業の補助 

裁判所書記官が行う事務作業の補助を目的としてＡＩを利活用することに

ついて異論はなかったが、例えば、訴状の形式面の審査や濫訴的な大量の訴

訟提起への対応についてＡＩを活用し、裁判官及び裁判所書記官の業務効率

化や、人的資源の効果的活用を図っていくことを考えるべきではないかとの

意見があった。 

(2) 弁護士・司法書士業務 

例えば、以下のような場面でＡＩを利活用することが考えられることにつ

いて、おおむね異論はなかった。 

① 膨大なデータの集約・分析・整理・加工（時系列表作成も含む）  

② 経験則の情報調査（自然科学の基礎知識等） 

③ 証拠分析（取引情報の分析、外国語文書の邦訳、書証相互間の整合性

の検証等）と証拠説明書の作成補助 

④ 裁判例や文献の要点抽出 

⑤ 主張書面・陳述書の文章の着想獲得、素案作成、要約、整合性調査  

⑥ 争点整理表の作成・尋問テスト 

⑦ 登記事項証明書の読み取りによる権利関係の確認やリスクの判定補助  

以上の場面に加えて、弁護士・司法書士に委任することを検討している者

との間での簡易な相談、事案の振り分け、一定のスクリーニング等を行うた

めのＡＩを事務所ウェブサイト等に搭載することが、既に一部の法律事務所

等において行われているのではないか、将来的には、事件受任後においても、

依頼者との連絡、資料提出、事情聴取、定型的な問合せ対応等を、ＡＩを組

み込んだシステムを通じて行うことも想定されるのではないか、という意見

もあった。 

(3) 裁判所及び弁護士・司法書士業務共通 

法令、判例、学説等の調査の一環として、判例文献調査機能（リーガルリ

サーチサービス）の利用が想定されることについて異論はなかった。なお、
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判例文献調査機能（リーガルリサーチサービス）については、想定基本機能

として後記第４の２において検討を行うこととした。 

２  裁判官業務関係における諸論点 

(1) ＡＩ利活用に伴うリスク・課題等 

代表的なＡＩ利活用に伴う技術的リスクである①バイアスのある出力、一

貫性のない出力等、②ハルシネーション等による誤った出力、③ブラックボ

ックス化、判断に関する説明の不足（前記第２の１(1)参照）は、想定ユー

スケースにおいても同様に問題となり得るが、具体的な想定ユースケースに

応じて留意すべき程度等が異なるものと考えられる。 

この点につき、最高裁検証結果では、リスク・課題等として、①抜け漏れ

の発生、②出力の揺れ（再現性の低さ）、③期日ごとに情報が更新されてい

くことへの対応の弱さ、④法的理解の不十分さなどの出力品質に関する問題

や、①誤導・バイアスの危険、②過信のリスク（検証姿勢の弛緩）、③倫理

面のリスク、④運用上の課題（スキル格差・能力維持）などの裁判官がＡＩ

の利活用を進めるに当たっての実務上のリスク等に関する問題が指摘された

（なお、情報セキュリティのリスクについては、後記(3)参照）が、これら

のリスク・課題等は、本研究会において指摘されたところとおおむね異なる

ところはなかった。取り分け裁判官がＡＩの利活用を進めるに当たっての実

務上のリスク等に関する問題として指摘されたもののうち①から③までは、

ＡＩの利活用に伴う社会的リスクのうち法・倫理に関するリスクに含まれる

いわゆる自動化バイアス（人間の判断や意思決定において、自動化されたシ

ステムや技術への過度の信頼や依存が生じる現象）に関するものと考えられ

る。なお、特に出力品質に関する問題として指摘されたところについては、

飽くまでも最高裁判所における初歩的な検証において指摘されたものであり、

プロンプトの改善等によって対応可能な部分も含まれることに留意が必要で

あるとの指摘もあった。また、これらのリスク等は、後記(2)の対応策によ

って一応コントロール可能なものであり、これをもって想定ユースケースに

おけるＡＩの利活用を断念すべきものではないことに異論はなかった。 

(2) 考えられる対応策（法的観点・裁判実務的観点でのＡＩガバナンス） 

ア  一般的に求められる対応策 

一般的には、自動化バイアス等のリスクへの対応策として、ＡＩによる評

価、判断、推奨、又は予測等のアウトプットを人間が鵜呑みにしないために、

ＡＩの欠点を含む特性を理解できるトレーニングを受けることや、ＡＩの評

価や判断等を人間が承認する際には人間自身がＡＩの評価や判断等を承認す

る理由や根拠を独自に考えてから承認すべきことなどが求められている。 
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イ  最高裁検証結果で指摘された対応策等 

最高裁検証結果では、対応策等として、①裁判官がＡＩの出力の正確性を

確認し、必要な補正を行うことを前提として利用するものであり、出力に対

する批判的な検証が不可欠であること、②必要に応じてＡＩの出力と当事者

の主張・立証との間に齟齬がないかを確認するなど当事者との認識共有も重

要となること、③法的枠組みの整理は裁判官が行い、ＡＩにそれを前提とし

た整理作業を委ねるという棲み分けが重要であることといった指摘がされた。 

これらの対応策等のうち、裁判官がＡＩを利活用する手順・方法等に関す

るものである①及び③は、前記アでも言及したように、「ＡＩを活用する範

囲や条件については、人間自らが最終的な判断を行うこと」（いわゆるヒュ

ーマン・イン・ザ・ループ 11）を明確にするものであり、②は、裁判官がＡ

Ｉを利活用する際の透明性の確保を求めるものであると考えられることから、

以下、それぞれについて検討を進める。 

ウ  裁判官がＡＩを利活用する際の透明性の確保 

(ｱ) 裁判官が民事訴訟を審理運営する場面においてＡＩを利活用する際には

一定の透明性の確保が求められることに異論はなく、そのための方策として、

例えば、裁判所において、その利用するＡＩシステムやＡＩモデルについて

一定の説明を行うことのほか、後記エのとおり、裁判官がＡＩを利活用する

手順・方法等について一定のルール・指針を設けることとした場合には、こ

れを可能な範囲で公開することが考えられる。 

(ｲ) 以上のような一般的な方策に加えて、以下のとおり、個々の事件の審理

運営における透明性確保の在り方についても様々な意見が出された。 

（当事者の関与に積極方向の意見） 

・ 裁判官がＡＩを利活用する場合には、主張・証拠の整理の補助等として

の利活用であっても、当事者の同意を必要とすべきである。 

・ ＡＩによる要約の内容について当事者が異議を述べることができるよう

にすべきである。 

・ 期日直前に提出された大量の書面をＡＩにより要約する場面のように裁

判官が一度も目を通していない段階でＡＩの出力を確認する場合、自動化

バイアスやアンカリング効果（最初に提示された数字や情報が基準となり、

その後の判断や評価を無意識に左右してしまう傾向をいう。）の懸念があ

り、要約内容について当事者が異議を述べることができるようにすること

などの措置が必要ではないか。 

 
11 内閣府ウェブサイト「人工知能基本計画」１８頁 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html
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・ ＡＩの出力の正確性・公正性を確保する観点や透明性を確保する観点か

ら、ＡＩの出力を前提とした争点整理の結果について当事者に確認するよ

う配慮してほしい。 

（当事者の関与に消極方向の意見） 

・ 裁判官がＡＩの出力について確認をしている前提であれば、当事者の同

意や関与は必ずしも必要ないのではないか。 

・ 現在の争点整理のプラクティスでは、様々なタスクを渾然一体として処

理しながら、一定の暫定性を許容することで整理を進めている実情がある

ことから、具体的なマニュアルやガイドラインのようなルールを設けるこ

ととした上でこれに従いながら進めることとすれば、手続が硬直化し、か

えって裁判の迅速化を阻害することになりはしないか。 

・ ＡＩによる要約内容を全て開示することになれば、その要約の適否等を

めぐってかえって紛争が長期化することになるのではないか。 

（その他の意見） 

・ ＡＩの使用ごとに説明、了解を得るのではなく、審理の序盤において双

方当事者と訴訟の進行方針について協議するに当たって、ＡＩの利活用の

在り方についても協議をするということも考えられるのではないか。 

・ 裁判所がＡＩの利活用の在り方について双方当事者と協議するという運

用も考えられるものの、当事者がＡＩの使用を拒否した場合の対応等をめ

ぐって紛争が生じ、ＡＩを活用すべき場面で活用ができないというような

ことも考えられるのではないか。争点整理等の場面でＡＩを利活用してい

くといった範囲については、個々の事件というよりも、組織である裁判所

として公表していくという形が良いのではないか。 

(ｳ) 以上のとおり、本研究会における議論では、裁判官によるＡＩの利用に

際して当事者に一定の関与を求める意見があったが、そのような意見の背景

には、ＡＩの出力が裁判官の審理運営にどのように影響しているのかが明ら

かでなく、当事者の知らないところで、争点整理に関する裁判所・当事者間

の認識相違が生じてしまい、当事者への不意打ちが生じるおそれがあること

などへの懸念があるように思われる。もっとも、そのような懸念があるとし

ても、それが裁判官によるＡＩの利用に由来するものなのかどうかは必ずし

も明らかではないところであり、前記の一般的な方策に加えて、個々の事件

の審理運営において、当事者に関与の機会を設けることなどの方策も講じる

べきかどうかについては、争点整理の場面におけるＡＩの利活用を想定ユー

スケースとして抽出した目的（前記１(1)ア）や民事訴訟実務の実情を踏ま

えつつ、具体的な利用場面ごとの検討が必要であり、これを訴訟法等におい
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て一律に規律することは困難であることに異論はなかった。そして、具体的

な利用場面ごとの検討結果は次のとおりであった。 

① 主張整理表や時系列表等のたたき台の作成の場面 

これまでの民事訴訟実務においては、大量の主張書面と証拠が五月雨式に

提出されることも生じ得ることから、裁判官は、事案の分析検討や審理運営

方針の策定に当たり、手作業でこれらの情報を整理して手控え等を作成する

ことがあるが、当事者に対して、手控え等の内容、更には文献や判例調査の

結果等を明らかにすることまではしていなかったという実情にある。他方で、

前記１(1)アのとおり、主張整理表等を作成する目的は、争点及び重要な証

拠について、当事者と認識共有を図ることを促進することにある。 

以上を踏まえると、裁判官が最終的に確認した主張整理表等の成果物につ

いては、争点整理手続のいずれかの段階で当事者との間で共有して透明性を

確保していくことが望ましいという方向性が示された一方で、現在の民事訴

訟実務では、一定の暫定性を許容しつつ段階的に争点整理を行っている実情

にあり、その際に裁判官が事案の分析検討や審理運営方針の策定を目的とし

てこれらのものを作成することも考えられ、このような場合には従前の手控

え等と同様に開示を求める必要性が高くはないとも考えられることや、主張

整理表等を当事者との間で共有することでかえって争点を拡散させる可能性

がある事案もあることも踏まえた実務的な検討が必要となると考えられる。 

② 大量の書面の要約等 

そもそも期日の直前に大量の書面が提出されることがあるという訴訟実務

の当否の問題はあるものの、仮にこのような事態が生じてＡＩを使用して書

面の概要を把握したのであれば、把握した概要を当事者にも伝えて認識共有

を図っていくことが望ましいという方向性が示された一方で、このような事

案では、裁判所と双方当事者との間で十分な信頼関係を構築することができ

ていないことも少なくないことも踏まえた実務的な検討が必要となるものと

考えられる。 

③ 引継ぎ時などにおける全体像の把握 

ＡＩの利活用により主張書面や証拠関係の全体像を把握したのであれば、

把握した概要を当事者にも伝えて認識共有を図っていくことが望ましいとい

う方向性が示された一方で、それまでの裁判所と双方当事者間の信頼関係に

も配慮する必要があることも踏まえた実務的な検討が必要となるものと考え

られる。 

(ｴ) 以上の検討も踏まえ、今後、訴訟に関与する法律実務家においては、裁

判官によるＡＩの利活用によりどのようなことが懸念されるのかを明らかに
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しつつ、ＡＩの利活用による影響力の有無・程度、当事者に関与の機会を設

けることによる透明性向上への寄与の有無・程度、これによる手続的負担の

有無・程度等の観点を踏まえて、裁判官による適正なＡＩ利活用に関する裁

判実務上のプラクティスについて、引き続き検討が進められることが期待さ

れる。 

エ  裁判官がＡＩを利活用する手順・方法等 

(ｱ) 今後、想定ユースケースにおいて裁判官がＡＩを利活用するに当たって

は、ＡＩリテラシー（ＡＩがもたらすリスクの社会的受容可能な水準は変わ

り得ることを認識し、便益の最大化とリスクの抑制を図れるよう、知識・能

力を身に付けるとともに、倫理観を保持することをいう 12。）の向上を図っ

ていく必要があることについては異論がなかったところである。そして、そ

のための方策として、ＡＩ利活用に伴うリスク・課題等（前記(1)）、これ

らを踏まえた各種対応策等（前記アからウまで）について、研修等を通じて

更に周知等を進めることが重要であると考えられることに異論はなかった。 

(ｲ) 以上に加えて、ＡＩを利用する裁判官が不用意にその出力の影響を受け

てしまうことを避けるなどの観点から、裁判官がＡＩを利用することのでき

る場面を限定して、それ以外の場面での利用を禁ずる旨の規律を設けるべき

ではないかとの意見や、裁判官がＡＩを利用することを許容するのであれば、

利用の場面、方法等について全国一律の一定程度の水準が確保されるべきで

あり、ガイドラインを作成し、一定の範囲ではこれを公表するということも

必要ではないかとの意見も出された。 

他方で、想定ユースケースにおける裁判官によるＡＩの利活用について、

一定のルールを設けることとした場合には、敗訴当事者が当該ルールの違反

を上訴理由として主張し、上訴審がその判断を強いられることになり、訴訟

の遅延や裁判官の萎縮を招くのではないか、ルールで拘束することにより、

裁判官の職権行使の独立や自由心証主義を害することになる懸念があり、一

定の場面での利用を禁ずる旨の規律を設けるというよりも、それよりも緩や

かにあるべき行為規範を定めることで国民の信頼を確保することも考えられ

るのではないか、との意見も出された。 

この点、「ＡＩを活用する範囲や条件については、人間自らが最終的な判

断を行うこと」（いわゆるヒューマン・イン・ザ・ループ）の観点から、裁

判官がＡＩの出力の正確性を確認し、必要な補正を行うことを前提として利

用することが必要であり、これに反する利用が許されないことは当然である

 
12 ＡＩ指針における考慮すべき主な要素参照 
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ものの、これは従来からの裁判官倫理の問題であると考えられること、その

上で、最低限のルールを言語化しておくことが望ましいものの、前記ウ(ｴ)

のとおり、最低限のルールの基礎となる裁判官によるＡＩの適正な利活用の

在り方は、裁判実務上のプラクティスの検討に委ねられる部分が多く、現時

点において、その内実を明らかにすることには困難を伴い、仮に最低限のル

ールを言語化できたとしても、その正当化根拠や形式については、なお慎重

な検討が必要であると考えられることについておおむね異論はなかった。 

裁判所においては、以上のような観点を踏まえつつ、裁判官がＡＩを利活

用する手順・方法等の在り方について、引き続き検討が進められることが期

待される。 

(3) ＡＩシステムの整備・調達・運用・セキュリティ 

ア  ＡＩモデルの選択に当たって考慮すべき事情 

(ｱ) まず、ＡＩモデルを選択するに当たっては、裁判所における利用目的や

用途に照らして、当該ＡＩモデルが必要な性能を満たしていることが大前提

となるところ、想定ユースケースとして挙げられている争点整理の補助とい

ったものであれば、大手外国企業が開発したＡＩモデルは必要な性能を満た

していると考えられる。国内企業が開発したＡＩモデルはやや性能が劣る部

分があると指摘されることもあるが、そもそもプロンプトの設定が出力の精

度に大きな影響を与える面がある上、性能は日々進化していることも踏まえ

ると、将来の裁判所における導入時点においては十分な性能を有しているこ

とも考えられる。なお、裁判所が独自のＡＩモデルの開発に着手することは、

上記のとおり、想定ユースケースにおいては、一般的なＡＩモデルの性能で

対応できると考えられる上、事前学習 13から独自で行うことのみならず、独

自の事後学習 14をさせることも含め、裁判所において要件定義等を行う必要

があり、これらに要する費用や人材の確保等の観点を踏まえると、少なくと

も現時点においては現実的ではないことに異論はなかった。 

(ｲ) 次に、司法権が国家主権の一部であることや裁判官が外部から不当な影

響を受けずに法と良心に従って職権を行使するという裁判官の職権行使の独

立との関係を考慮する必要があるが、これらの点は、究極的には司法権の行

使に対する国民の信頼の確保に帰着するから、裁判所において利用するＡＩ

 
13 ＡＩモデルの汎化性能を形成し、パラメータを最適化することを事前学習という。 
14 事前学習済みのＡＩモデルに対して、特定の用途に適応させるために行われる追加

の学習プロセスのことを事後学習という。特定の専門知識の補完や、人間の意図・価

値観に沿った応答を制御するアライメントを含み、実務環境の変化やニーズに応じて

継続的に実施される。主な手法として、ファインチューニングや、データの追加によ

る再学習などがある。 
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モデルに対する国民の信頼が得られるか否かが重要であると考えられる。ま

た、近時のソブリンＡＩの考え方（一般的には、ＡＩの開発・学習・運用に

必要となるデータ、計算資源・インフラ、モデル、人材などを可及的に自国

内で調達・管理し、国外への依存を抑制しようとする政策・方針のことをい

う。）も考慮する必要があるのではないか、といった意見もあった。この点

に関連して、裁判所において利用するＡＩモデルが「外国製」であるか「国

産」であるかといった議論がされることも想定されなくはないが、そもそも

「外国製」といっても、外国企業が開発したことを意味するのか、ＡＩモデ

ルの学習が外国で行われたことを意味するのかなど、多義的であり、結局の

ところ、利用目的や用途との関係で当該ＡＩモデルを利用することが司法権

の行使に対する国民の信頼を揺るがせるものではないといえるかが重要であ

ると考えられる。 

この点、争点整理の補助のような想定ユースケースでは、最終的に裁判官

が出力を確認することが前提とされていることから、このような場面での利

用を念頭に置く限りは、裁判所が「外国製」ＡＩモデルを採用することは

「外国製」ＡＩモデルについて指摘されることがあるバイアスの存在といっ

た観点を考慮しても、直ちに我が国の司法権の行使に外国企業が不当な影響

を及ぼすおそれがあるとは考えにくいように思われる。 

そして、上記のとおり、裁判所において利用するＡＩモデルに対する国民

の信頼を確保することが重要であることからすると、裁判所がＡＩモデルを

選択するに当たっては、その過程について透明性を確保するとともに、利用

するＡＩモデルを継続的・定期的に評価することが必要であり、そのための

枠組みが必要であると考えられる。 

(ｳ) さらに、ＡＩモデルを選択するに当たっては、ベンダーロックイン（ソ

フトウェアの機能改修やバージョンアップ、ハードウェアのメンテナンス等、

情報システムを使い続けるために必要な作業を、それを導入した事業者以外

が実施することができないために、特定のベンダーを利用し続けなくてはな

らない状態のことをいう。）や開発企業の撤退等によるサービス提供停止と

いったリスクがあり、ＡＩの技術的進展が急速であることを踏まえると、使

用するＡＩモデルの切り替えを容易にしておくことや、場合によっては複数

のＡＩモデルを選択して使用できるようにすることを考慮する必要があると

考えられる。また、ＡＩモデルのバージョンアップが想定されることから、

これに伴う出力精度の揺らぎに対応するためのコストや他のサービスとのコ

ンフリクトも考慮する必要がある。 
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(ｴ) 裁判所においては、以上のような観点や政府が検討を進めている国内Ａ

Ｉモデルの利活用の状況を踏まえつつ、想定ユースケースにおいて利用する

ＡＩモデルの選択に向けて、引き続き検討が進められるとともに、裁判所に

おいて利用するＡＩモデルの選択に対する国民の信頼を確保するという観点

から、選択過程における透明性の確保や定期的な評価のための枠組みについ

ても、検討が進められることが期待される。 

イ  情報セキュリティ・ＡＩセキュリティ 

(ｱ) 全般 

裁判所業務において利用されるＡＩシステムに求められる情報セキュリテ

ィ・ＡＩセキュリティは、行政事務において求められる情報セキュリティ・

ＡＩセキュリティと大きく異なるところはないと考えられるから、引き続き

政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群 15に準じた情報

セキュリティ対策を講じることが重要である。 

なお、営業秘密等が問題となる事案や、被害者の情報の秘匿等が問題とな

る事案等、一定の場合には、その情報の機密性等に照らして、ＡＩの利用を

除外するという考え方もあり得るところ、この点は民事訴訟に係るシステム

全体のセキュリティの下で考えるべき問題であって、ＡＩモデルに学習させ

ない設定とするのであればＡＩを利用することに固有の問題はないのではな

いかといった意見や、民事訴訟においては必然的に要機密情報等を取り扱う

ことになるために除外すべき場面を的確に設定することが困難ではないかと

いった意見が出された。 

(ｲ) ＡＩモデルの配置場所等 

ＡＩモデルの配置場所として、オンプレミス（従来型の構築手法で、アプ

リケーションごとに個別の動作環境（データセンタ、ハードウェア、サーバ

等）を準備し、自らコントロールするものをいう。）は、閉鎖的な環境の下

でセキュリティを保ちやすいこと、既存モデルの突然のサービス終了等に左

右されず、安定的な利用が可能となることなどのメリットがある一方で、調

達・構築・維持管理のコストや導入期間の長期化、調達時点では検出困難な

リスクが運用開始後に顕在化した場合の対応等の課題があることを踏まえる

と、裁判所が管理する日本国内サーバのクラウド（事業者等によって定義さ

れたインタフェースを用いた、拡張性、柔軟性を持つ物理的又は仮想的なリ

ソースにネットワーク経由でアクセスするモデルを通じて提供され、利用者

によって自由にリソースの設定・管理等が可能なサービス。 IaaS、PaaS、

 
15 国家サイバー統括室ウェブサイト「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のため

の統一基準群」 

https://www.cyber.go.jp/policy/group/general/kijun.html
https://www.cyber.go.jp/policy/group/general/kijun.html
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SaaS などの形態がある。）上に配置する手法が情報セキュリティの水準や

国民の信頼を確保するといった観点からみても総合的に最も妥当ではないか

との意見があった。また、前記アのような事情を踏まえて、当該クラウドを

提供する企業が提供していないＡＩモデルを選択することが相当であると判

断される場合には、接続通信回線のセキュリティに十分配慮することを前提

に、当該クラウドから国内サーバにあるＡＩモデルに接続することも考えら

れるのではないかとの意見もあった。 

(ｳ) ＡＩセキュリティ、ＡＩモデルの名称の公表 

裁判所におけるＡＩ利活用でのＡＩセキュリティについては、特にプロン

プトインジェクション攻撃（ＡＩモデルに直接、またはＡＩモデルが参照す

る情報源から間接的に、敵対的な指示を入力することで、各種情報漏洩やセ

ーフガード回避、システム侵害を引き起こす攻撃をいう。）、プロンプト窃

盗攻撃（ＡＩモデルが生成した画像などの出力から、元となったプロンプト

を推測することで、プロンプトエンジニアリングのノウハウとなる入力情報

の漏洩を引き起こす攻撃をいう。）等のおそれについて留意する必要がある

ところ、一般的に求められる対策（「ＡＩのセキュリティ確保のための技術

的対策に係るガイドライン」（令和８年３月 総務省）参照）を講じること

が重要であり、裁判所独自の対策を講じる必要はないという意見があった。 

また、ＡＩモデルの名称の公表は、一般には透明性と予測可能性が高まる

ことや今後のＡＩモデルの調達における公平性の確保にもつながるメリット

がある一方、攻撃者における脆弱性の発見のおそれ等のデメリットがある旨

が指摘されたが、現在広く利用されている一般的なＡＩモデルに対する攻撃

のリスクについては、近時はそのような事例は見当たらず、大きな問題とは

ならないのではないかとの意見があった。 

以上を踏まえ、裁判所におけるＡＩの利活用に当たっては、一定の透明性

の確保が求められる一方、ＡＩモデルの名称の公表による弊害が少ないこと

に照らすと、ＡＩモデルの名称を公表することが望ましいということについ

て異論はなかった。 

(ｴ) 裁判所においては、以上のような意見も踏まえつつ、情報セキュリテ

ィ・ＡＩセキュリティの在り方について、引き続き検討が進められることが

期待される。 

ウ  ＡＩシステムの調達 

裁判所が利活用するためにＡＩシステムの調達を検討する際においては、

政府ガイドラインに準拠した検討が必要であり、かつ、それで足りるという

ことで異論はなかった。 
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裁判所においては、想定ユースケースにおいて利用するＡＩシステムの調

達に向けて、これまで検討したような裁判所におけるＡＩ利活用の特性も踏

まえつつ、政府ガイドラインに準拠した検討が進められることが期待される。  

エ  裁判所において使用するプロンプトの取扱い及びＡＩシステム監査 

大規模言語モデル（ＬＬＭ）を始めとするＡＩでは、同モデルの特定の機

能の発生を促進するような入力を行うことをプロンプティングと呼んでいる

が、裁判所において使用するプロンプトについても想定ユースケースでの使

用に適したものとするためのプロンプティングが必要であると考えられる。 

この点、裁判所において使用するプロンプトについては、当該プロンプト

を使用した出力が適正なものであることを担保し、ＡＩ利活用の透明性を確

保する手法として、プロンプトのログを記録・保存するとともに、これを公

開し、ＡＩシステムに係るシステム監査（後述）の対象とすることも考えら

れるところではある。 

もっとも、個別の事件において裁判官が使用したプロンプトを分析評価す

ることにより、当該裁判官の判断過程が推察される可能性があることから、

裁判所内外の第三者が上記プロンプトを分析評価することは、裁判官の職権

行使への影響が問題となり得ることについては異論がなく、ＡＩ利活用の透

明性を確保するという観点で裁判所において使用するプロンプトを公開する

必要はないことにも異論はなかった。 

また、裁判所が利用するＡＩシステムについても、いわゆるシステム監査

（プロジェクトの目標を達成するため、その整備又は管理を行う情報システ

ムに存するリスクとその対応状況を客観的に評価し、問題点の指摘及び改善

案の提示を行うものをいう。「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」

（令和８年６月１２日デジタル社会推進会議幹事会決定）参照）を実施する

ことが想定されるところ、例えば、意図しないような不適切な出力が生じな

いかといった観点から、個別の事件におけるＡＩシステムの使用方法等をシ

ステム監査の対象とすることが理論的には考えられる。しかしながら、上記

のとおり、裁判所内外の第三者が個別の事件において裁判官が使用したプロ

ンプトを分析評価することにより、当該担当裁判官の判断過程が推察される

可能性があり、これを避ける必要があることから、少なくとも上記プロンプ

トを直接システム監査の対象とすることは適切ではなく、その結果、裁判所

が使用するＡＩシステムに係るシステム監査において、ＡＩの学習・推論・

生成における全ての過程の適正性に係る監査証跡を保存し、これらを使用し

て監査を行う手法（特にリスト型）を採用することには困難を伴い、別途の

方策を検討する必要があることに異論はなかった。なお、裁判官の職権行使
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の独立に対する配慮の観点から、裁判所内外の第三者が個別の事件における

プロンプトを分析評価することはないという点を明確にすることも重要であ

り、上記プロンプトが何らかの形で分析評価されることを危惧し、裁判所の

ＡＩシステムにおいて不適切な挙動が発生した場合においてもインシデント

報告等が適切になされないといった事態を避ける必要があるとの指摘もあっ

た。 

他方で、裁判所内部では各裁判官が使用しているプロンプトを任意に共有

し合うことによって、ＡＩの出力の精度を上げていくことに活用できるので

はないか、このような営みは、従来から組織で共有されていたノウハウの伝

承の延長にあるものとして有益ではないかという意見があり、異論はなかっ

た。 

裁判所においては、以上のような観点を踏まえ、裁判所において使用する

プロンプトの取扱いについて、裁判官の職権行使の独立に配慮しつつ、裁判

所が使用するＡＩシステムに係るシステム監査の手法やＡＩの利活用をより

効果的なものとするための方策について、引き続き、検討が進められること

が期待される。 

(4) ＡＩガバナンス 

前記(2)のとおり、想定ユースケースにおけるＡＩ利活用に伴うリスク・

課題等への対応策として、法的観点・裁判実務的観点でのＡＩガバナンスに

ついて検討したところであるが、前記(3)アのとおり、裁判所が利用するＡ

Ｉモデルの選択過程における透明性の確保や定期的な評価のための枠組みの

必要性が指摘されたところである。 
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これまで検討してきたところを踏まえると、裁判所において効果的にＡＩ

の利活用を進めていくためには、裁判所において次のとおりのＡＩガバナン

スの構築が求められると考えられる。なお、以下の検討に当たっては、前記

第２の１(3)のとおり、ＡＩ事業者ガイドラインにおいて掲げられたＡＩガ

バナンスの構築において留意する観点としての行動目標を参考とした。 

【ＡＩ事業者ガイドライン（第 1.2 版）別添（付属資料）より抜粋】（再掲） 

まず、裁判所内において、想定ユースケースにおけるＡＩ利活用による価

値・便益が手続利用者である国民につながっていること（前記１(1)参照）

やこれに伴うリスク・課題等（前記(1)参照）を明確にした上で（以上につ

き、前記行動目標 1-1 参照）、前記(2)のような法的観点・裁判実務的観点

でのリスク・課題等への対応策及び前記(3)のようなＡＩシステムの整備・

調達・運用・セキュリティの観点での対応策を含めたＡＩ利活用の方針を策

定することが求められる（前記行動目標 2 参照）。そして、この方針を可能

な範囲で広く国民に公表することで、裁判所におけるＡＩ利活用についての

透明性を確保するとともに、国民の理解を得るように努めることで、国民の

信頼を確保していくことが重要であると考えられる。そして、最高裁判所に

おいては、裁判所の業務における生成ＡＩシステムの利用の方針を策定し、

組織全体の利用状況、リスク管理等を統括するＡＩ統括責任者を置いている

ところ、同責任者の下で、上記のとおり策定されたＡＩ利活用の方針を踏ま

え、裁判所におけるＡＩの利活用状況（情報セキュリティ・ＡＩセキュリテ

ィの状況、更には裁判所内でのＡＩリテラシーの状況も含む。）について定

期的に検証していくことが求められる（前記行動目標 3 及び 4 参照）。 
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また、上記検証については、ＡＩの技術的進展が急速であることを踏まえ、

外部環境の変化を適時に取り入れつつ、適切な第三者が関与することや可能

な範囲でこれを公表すること等により、検証結果の信頼性を高め、もって、

裁判所におけるＡＩ利活用に対する国民の信頼を維持することが求められる

（前記行動目標 5 参照）。もっとも、裁判所におけるＡＩ利活用は、裁判官

の職権行使の独立に対する配慮の観点から裁判官がＡＩを利活用する手順・

方法等を裁判官の自律的な判断に委ねることとならざるを得ない側面がある

ことから、上記検証においても、個別の事件におけるＡＩ利活用の適否につ

いての分析評価とならない手法を検討する必要がある。 

裁判所においては、以上のような観点を踏まえ、ＡＩガバナンスの構築に

ついて、引き続き、検討が進められることが期待される。 

３  裁判官業務以外の裁判所業務関係における諸論点 

(1) 手続案内用チャットボットの設置 

現在の裁判所ウェブサイトにもチャットボットが設置されているところ、

①あらかじめ設定したシナリオの分岐で裁判所ウェブサイトの手続案内コン

テンツに誘導する機能と、②利用者がフリーワードで入力した質問を理解し

てあらかじめ登録したＦＡＱから関連するものを表示する機能を有している

が、回答の出力には生成ＡＩを使用していない。これは、手続案内では、一

方当事者の言い分のみによって紛争の内容を聴取することになるところ、弁

護士が行う法律相談とは異なり、裁判所には中立性・公平性が求められるこ

とから申立手続の教示を行う範囲内でのみ許されるものとされていることや、

当該当事者の裁判を受ける権利を担保するという観点から回答の正確性が特

に求められること、手続案内において教示された手続の選択肢の中からどの

手続を選択するかは、当該利用者の判断に委ねられるべきものであることを

考慮したものであると考えられる。今後、チャットボットに登録するＦＡＱ

を更に充実させることで、チャットボットの回答の内容や精度を更に向上さ

せていくことも可能であると考えられる。 

他方で、裁判所ウェブサイトに掲載された手続案内の情報をＲＡＧ 16にお

いて活用して上記ウェブサイトの掲載情報に忠実な回答を行わせることで、

いわゆる法律相談となることを避けつつ、回答の精度を高めるといった仕組

みを検討してはどうか、行政におけるチャットボット導入・検討例を参考に

 
16 Retrieval Augmented Generation（検索拡張生成）。事前学習されたパラメトリッ

クメモリと非パラメトリックメモリ(すなわち検索ベースのメモリ )を組み合わせた言

語生成モデル。例えば、企業において、社内文書やデータベース等を検索し生成ＡＩ

の回答の精度を高めることに使われている。 
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してはどうか、という意見があった。 

以上のような意見も踏まえ、裁判所ウェブサイトに設置された手続案内用

チャットボットについては、裁判所において、手続利用者の利便性を向上さ

せつつ、裁判所書記官等が担っている手続案内業務の効率化にもつなげてい

くという観点から裁判所の中立性・公平性にも配慮した検討が続けられ、適

切に運用されることが期待される。 

(2) 書式への入力補助 

現在、裁判所においては、裁判手続のデジタル化に向けて、裁判所ウェブ

サイトから取得できる定型書式の充実を図ったり、整備中の電子提出用シス

テムに入力フォームを設けたりすることが検討されており、裁判所ウェブサ

イトに設置された手続案内用チャットボットも含めて、これらの利用促進を

図ることが考えられる。また、整備中の電子提出用システムと現在整備が進

められている公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）及び戸籍情

報連携システムとの連携を進めていくことで、手続利用者の更なる利便性の

向上を図っていくことも考えられる。その上で、裁判所においてＡＩを利用

した書式への入力補助機能を実装していくことについては、例えば、最終的

な入力事項の確認作業は避けられないと考えられるなど、手続利用者の利便

性向上にどの程度資することになるのか、費用対効果の観点からも慎重に検

討する必要があるように思われる。 

なお、手続利用者本人の言い分を踏まえて定型書式に必要事項を的確に入

力するためには、法的分析機能を有するＡＩシステムを構築する必要がある

と考えられるが、裁判所の中立性・公平性に照らして慎重な検討が必要であ

ると考えられる。 

以上も踏まえ、書式への入力補助については、裁判所において、手続利用

者の利便性を向上させつつ、裁判所書記官等が担っている手続案内業務効率

化にもつなげていくという観点からＡＩの利活用も含めて検討が続けられる

ことが期待される。 

４  弁護士・司法書士業務関係における諸論点 

(1) ＡＩ利活用に伴うリスク・課題等 

ア  全般 

例えば、ＡＩの出力に内在するバイアスが弁護士・司法書士の法的判断に

与える影響については、まずは後記(2)のとおり、出力について弁護士・司

法書士が確認・検証をする（ヒューマン・イン・ザ・ループ）ことにより対

応することが必要であると考えられるが、弁護士・司法書士業務におけるリ

スク・課題等は、裁判所業務において指摘されたリスク・課題等と大きく異
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なる点はないとのことで異論はなかった。 

また、想定ユースケースとして指摘された、弁護士・司法書士に委任する

ことを検討している者との間での簡易な相談、事案の振り分け、一定のスク

リーニング等を行うためや事件受任後の依頼者との連絡、資料提出、事情聴

取、定型的な問合せ対応等のためのＡＩの利活用については、司法アクセス

の入口として機能するものであり、依頼者の利便性向上や専門職側の業務効

率化に資する可能性がある一方で、依頼者に対する誤った法的見通しの提示

と過度な期待形成、機微情報の取扱い等のリスク・課題等が生じ得るのでは

ないか、との意見があった。 

イ  訴訟代理人の役割に与える影響 

今後、弁護士・司法書士がＡＩを利活用することにより、主張書面や陳述

書の作成場面において、主張したい内容を敷衍して分量を増やし、又は要約

して分量を減らすことが極めて容易になることが想定される。 

この点、訴訟代理人がＡＩを利活用して作成した主張書面の内容を十分吟

味しないまま裁判所に提出した結果、裁判所が訴訟代理人にその内容につい

て質問しても回答ができず、当事者本人に聞かざるを得ない場面が生じるお

それがあるのではないか、現在は原資料が紙であることが多いこともあって、

訴訟代理人において原資料を直接確認しているという現場感が訴訟代理人と

しての存在意義を支えている部分もあるように思われるが、原資料のデータ

化が進んだ場合にはこのような現場感がなくなり、訴訟代理人の存在意義の

一部が失われる可能性があるのではないかとの意見があった。また、訴訟あ

るいは法廷は、裁判官が訴訟手続に従って公開の場で対等な当事者らとの間

で議論を行うという人為的な場面であり、弁護士・司法書士は、依頼者が語

る生の社会的事実を取捨選択し、審理・判断に必要な資料を適切に提出する

ということが民事訴訟の前提となってきたが、このような前提が崩れて、法

廷において当事者双方がＡＩによる生成物を提出し合うようなことになり、

裁判官が自ら当事者本人から生の社会的事実を聞かざるを得なくなるような

事態に至ることは避ける必要があるとの意見があった。そして、前記第２の

３(2)のとおり、訴訟代理人は、事実関係や法令・判例・学説等の調査を行

い、法律構成の検討や証拠収集をするというスパイラル的なシミュレーショ

ンを繰り返し、勝訴見込み、回収可能性、迅速性、紛争解決の手段などを踏

まえ、依頼者の依頼目的に最も適合的であるかどうかの見地から事件処理の

基本方針を策定し、これに沿って戦略・戦術的な事務処理を行っているが、

このような戦略・戦術的な事務処理も、結局のところ、民事訴訟における裁

判官に対する説明・説得を目的とするものであるから、主張や証拠は、この
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目的に照らして的確に峻別・整理して提出されることが予定されているとい

える。 

したがって、弁護士・司法書士は、訴訟代理人の業務においてＡＩの利活

用を進めるに際しては、訴訟代理人として求められる役割を自覚して、ＡＩ

の利活用において求められるヒューマン・イン・ザ・ループの内実を確保し

ていくことが重要であると考えられ、この点に異論はなかった。 

なお、更に進んで、主張書面や証拠がＡＩによる生成物ばかりになり、論

文の査読にＡＩを利用する場合において問題となっているように入力したプ

ロンプトも含めて提出しなければ判断ができないといった事態が生じるおそ

れがあるのではないかといった懸念も示されたが、一定の条件が設定された

上で行われる論文の査読とは異なり、裁判所に提出される主張書面や証拠に

ついては、それらの作成過程に、訴訟代理人において、依頼者が語る生の社

会的事実から依頼者に有利な法律効果が発生するよう法規範の選択等を行う

という人間の活動が介在している以上、論文の査読とは前提が異なるのでは

ないかといった指摘もあった。 

(2) 弁護士・司法書士と依頼者等との関係 

弁護士・司法書士は、その業務の遂行に当たって、ＡＩの出力を用いる場

合、その出力に虚偽や誤り、違法、不適切な内容等が含まれる危険性がある

ことに留意して出力を確認し、その適切性について専門職としての独立した

判断を行うことが必要であり、ＡＩの利活用の進展によっても、依頼者との

関係の本質的価値である誠実義務や善管注意義務の内容や重要性が変わるこ

とはなく、原則として、出力を用いたことによる結果について弁護士・司法

書士が最終責任を負うということについては、もとより異論はなかった。 

この点、弁護士・司法書士業務は、依頼者の委任に基づき行われるもので

あり、依頼者やその他の関係者（以下「依頼者等」という。）との信頼関係

の構築が不可欠であると考えられる。そのような観点からは、例えば、ＡＩ

の利活用に消極的である依頼者等の理解をどのように得るべきか、逆に、Ａ

Ｉの結果を過信する依頼者等に対してどのように説明し、理解を得るかなど、

弁護士・司法書士がＡＩを利活用してその業務を遂行するに際しては、その

利活用の場面、範囲及び方法等につき依頼者等との関係で留意すべき点は少

なくないように考えられる。 

もっとも、弁護士・司法書士業務においてＡＩの利活用が考えられる場面

は、前記１(2)のとおり、裁判所業務以上に多種多様であり、ＡＩの技術的

進展により更に利活用の場面が広がっていくことも想定される上、弁護士・

司法書士の業務遂行の在り方についての考え方や依頼者等との関係性も千差
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万別であることを踏まえると、現時点において、弁護士・司法書士業務にお

けるＡＩの利活用に関し、弁護士・司法書士と依頼者等とのあるべき関係性

を画一的に明らかにすることは困難であり、今後、弁護士・司法書士におい

て自律的・継続的に検討を深めていくことが望ましいと考えられる。 

(3) 弁護士・司法書士の秘密保持義務等との関係 

弁護士・司法書士業務において利用するＡＩシステムによっては、入力し

た情報が当該システム上に保存され、又はＡＩモデルの学習に利用される場

合があることから、ＡＩシステムに依頼者等や第三者への秘密保持義務の対

象となる情報や個人情報・個人データなどを入力する場合には、秘密保持義

務違反や、個人情報保護法違反、プライバシーの侵害等とならないよう適切

な対応が必要となることに異論はなかった。 

(4) ＡＩ利活用の環境 

今後、弁護士・司法書士の間において、その主たる取扱分野、所在地域、

経済的基盤又は事務所の規模等に応じて、ＡＩ利活用の環境に相当程度の差

異が生じていく可能性も考えられる。この点につき、このような格差によっ

て、地方における法的サービス提供体制の格差や依頼者の経済力によるサー

ビス格差が過度に拡大することは司法アクセスの観点から望ましくないとの

意見とともに、弁護士の独立性等の見地から、ＡＩを利用しないという弁護

士の選択を否定する合理的理由はないのではないか、との意見もあった。 

日弁連及び日司連においては、ＡＩの急速な進化・発展による専門職とし

ての業務の質的変化が専門職倫理等に与える影響等は予測不能であることを

踏まえ、個々の弁護士や司法書士等に対する周知啓発に加え、必要に応じ、

しかるべき対応を検討していく予定とのことであり、このような検討が引き

続き行われることが期待される。 

(5) ＡＩガバナンス等 

弁護士・司法書士業務においてＡＩを利活用する場合には、弁護士・司法

書士は、ＡＩ利活用におけるリスクとその適切な対応策についての基本的な

知識等の習得に努めることが求められるだけでなく、その所属する事務所に

おいては、必要に応じて所属する弁護士・司法書士や事務職員に対する研修

教育の機会を設けるなど、これらの者によるＡＩの適正な利用の確保に向け

た取組が求められることに異論はなかった。 

以上に加えて、これまでの議論では、全ての弁護士・司法書士がリテラシ

ーをもって適切に利用することが担保されているとは言い難いことから、何

らかのルールが必要ではないかとの意見もあった。 

もっとも、急速な発展が見込まれる技術であるＡＩについて、利活用の方
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法をルールで縛るのが適切か、また、具体的場面に応じた検討が必要ではな

いかということについては、裁判所業務と同様の指摘が当てはまるように考

えられるから、関係機関においてＡＩ利活用に当たって注意すべき事項等を

周知するなどの取組が継続されるとともに、ルール化等については、その要

否も含めて、適切に検討していくことが期待される。 

５  想定ユースケース全体を通じた課題 

裁判所業務又は弁護士・司法書士業務においてＡＩの利活用が進むことに

より、相互に業務の在り方に影響を与え、現在の民事訴訟実務が大きく変容

していくことも想定される。 

例えば、裁判官業務における想定ユースケースでも取り上げられた裁判官

がＡＩを利活用して主張整理表等を作成することにつき、このような書面は、

本来、当事者が作成して提出すべきものであると考えられること（民事訴訟

法１６５条２項ほか参照）を踏まえると、弁護士・司法書士においてもＡＩ

の利活用が進んでくれば、このようなプラクティスの確立を指向すべきでは

ないか、といった指摘もあった。他方で、現在の民事訴訟実務においては、

当事者が主張整理表を作成し提出するプラクティスが確立しているとは言い

難いが、その主な原因は、裁判所と当事者の間で主張整理表を作成する観点

を一致させることは容易ではないことにあると考えられるから、ＡＩの利活

用によって解消するといえるか不透明ではないか、当事者もＡＩを利活用し

て訴訟資料を整理要約した書面を提出するようになると、裁判所や相手方当

事者が同様に作成した書面との相違点等につき、無用の争いが生じるのでは

ないか、との指摘もあった。 

現時点で想定できない影響も考えられるところではあるが、裁判所業務又

は弁護士・司法書士業務においてＡＩの利活用が進むことにより、相互に業

務の在り方に与える影響を考えるに際しては、まずもって、法律実務家がそ

の求められる役割を自覚的に議論し、ＡＩの利活用において求められるヒュ

ーマン・イン・ザ・ループの内実を確保していくことが重要であり、その上

で、ＡＩの利活用を契機に法律実務家がそれぞれの役割の在り方等について

も意識的に議論をすべきであることについておおむね異論はなかった。 

第４  想定基本機能  

 

用語 定義 説明 

法的分析機能 当事者本人の言い分（例え

ば、事実関係や紛争関係者に

請求したい事項）を入力する

弁護士・司法書士が「依頼

者が語る生の社会的事実か

ら、依頼者に有利な法律効
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ことで、その言い分どおりの

事実関係が存在することを前

提として、当該事実関係に関

する訴訟物たる権利又は法律

関係について一定の見解（例

えば、請求の根拠となる訴訟

物たる権利の内容）が出力さ

れる機能 

果が発生するよう法規範の

選 択 （ 法 律 構 成 ） を す る

が、その前提として要件事

実を吟味する」場面や裁判

官が「訴訟物たる権利又は

法律関係の存否を判断する

ため、要件事実の考え方を

用 い て 当 事 者 の 主 張 を 分

析・整理する」とともに、

「当事者による訴訟物又は

法律構成の変更の可能性を

念頭に置いて、求釈明をし

たり法的観点を指摘したり

するための前提として、事

案に適切な法規範や法律構

成を検討する」場面に対応

する機能 

事実認定機能 （法的分析機能と一体的に利

用されることを想定）一定の

事実関係を明示して入力する

とともに、利用者が保有する

関係資料データを入力するこ

とで、当該事実関係の存否及

びそのような事実認定となる

理由（証拠関係の構造の分析

を含む。）についての一定の

見解が出力される機能 

弁護士・司法書士が「事実

関係を正確に把握しつつ、

事実認定の手法を念頭に置

いて、民事訴訟となった場

合における立証可能性を検

討して、判決や和解の内容

を予想する」場面や裁判官

が「争いのある主要事実に

ついて事実認定をし、その

理由を説明する判決書を作

成 す る こ と に な る こ と か

ら、審理の段階に応じて、

その時々の証拠関係に基づ

いて、事実認定についての

暫定的な心証を形成する」

場面に対応する機能 

判例文献調査

機能 

利用者が把握したい法規範等

に関連する一定の質問や事実

法的分析機能の前提となる

ものとして、現時点におい
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（リーガルリ

サーチサービ

ス） 

関係を入力することで、これ

に対応する裁判例や文献を検

索するとともに、検索結果

（裁判例や文献）の概要や利

用者が直面する課題に関連す

る情報を出力する機能 

て民間事業者によってリー

ガルリサーチサービスとし

て提供されている機能 

 

１  検討の進め方等 

(1) 検討の進め方 

以下では、主として、法的分析機能及び事実認定機能の利活用の可能性、

すなわちこれらの機能が法律実務家の業務にどのような価値及び便益をもた

らすと考えられるのか、更に利活用には、どのようなリスク・課題等が生ず

ると考えられるのか、について、弁護士・司法書士業務と裁判官業務で区別

して検討を試みた。もっとも、これらの機能は、現時点において、我が国で

は既存のサービスとして提供されていることは把握できておらず、未だ社会

的に実装されるに至っていないと考えられることから、その検討の粒度は、

その実装の可能性に応じたものとならざるを得なかった。 

この点、法的分析機能は、その前提となる判例文献調査機能がリーガルリ

サーチサービスとして既に民間事業者によって提供されているほか、後記３

(5)のとおり、その実装の潜在的な可能性は高まりつつあると考えられる。

他方で、事実認定機能は、後記４(5)のとおり、その実装に向けて種々の課

題があり、法的分析機能の実装の見通しと比較しても、未だ実装を具体的に

検討する段階にないと言わざるを得ない状況にあると考えられる。 

そこで、本研究会においては、上記のような実装可能性等も踏まえ、判例

文献調査機能、法的分析機能、事実認定機能の順で検討を行った 17。 

(2) 事実認定補助場面 

なお、本研究会における事実認定機能の実装の可能性についての議論の過

程では、少なくとも事実認定に関する次のような場面において、現時点での

ＡＩでも利活用の可能性があるのではないか、との指摘があったところであ

る。 

すなわち、現時点においても、裁判官業務における想定ユースケースとし

 
17 以下の検討は、訴訟に関与する法律実務家が、民事訴訟を利用した法的紛争の解決

までの流れの中で、役割や職責こそ異なるものの、共通して法的分析能力及び事実認

定能力を活用して職務を遂行している実情が前提となっていることから、前記第２の

３(2)の記載も参考にされたい。 
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て取り上げた時系列表のたたき台の作成と同様に、法律実務家において間接

事実の根拠となる証拠を選別した上で、これらをＡＩに入力するとともに、

当該証拠の内容を要約整理するように指示するなどし、その出力を確認・評

価するなどして当該事案の分析検討に役立てることができるのではないか、

というものが一つの場面である（以下「間接事実の要約整理の場面」とい

う。）。もう一つの場面は、事実認定における推論過程の説明は、専門的な経

験則の適用が問題となる一部の事案を除けば、常識に属する経験則の適用過

程であることからすると、既に性能が相当高くなっている現状の大規模言語

モデル（ＬＬＭ）であれば、対象事実の存否について、一定の間接事実や一

定の証拠となる資料が存在し、又は存在しないことを入力した上で、事実認

定における推論過程の説明（一定の間接事実や一定の証拠となる資料が存在

し、又は存在しないことを前提として、対象事実が存在する又は存在しない

ことについての論理的な説明をいう。以下同じ。）をするよう指示すれば、

相応の出力が期待できるのではないか、というものである（以下「事実認定

推論過程の説明場面」といい、間接事実の要約整理の場面と併せて、「事実

認定補助場面」という。）。 

このように事実認定補助場面は、対象事実の存否についての見解を出力す

るものではなく、その実現可能性も含めて想定ユースケースで取り上げたＡ

Ｉの利活用場面と類似する点もあるということもできるから、事実認定機能

の検討とは区別して検討を行うこととした。 

２  判例文献調査機能（リーガルリサーチサービス） 

(1) 法律実務家にもたらす価値及び便益 

従前、法律実務家は、ある課題に直面すると、当該課題に対応する法規範

等（法令・判例・学説等）の実情を調査する必要が生じることがあるが、そ

の際には、法律実務家がその養成の過程や実務経験を通じて体得した専門的

学識とその応用能力（法的分析、構成、論述、弁論）という暗黙知を活用す

るとともに、裁判例や文献を検索し、その結果得られたこれらの原典を確認

していたものと考えられる。そして、このような裁判例や文献の検索に際し

ては、近時、判例・文献検索サービスを活用することが通例であるところ、

同検索サービスでは、キーワード検索が中心であることから、期待する結果

を得るには的確なキーワードの選択が重要であり、このような能力は法律実

務家としての経験に基づく暗黙知に依存していたと考えられる。 

これに対し、リーガルリサーチサービスは、法規範等の実情を調査するに

際して、把握したい法規範等に関連する一定の質問や事実関係を自然言語で

入力することで、これに対応する裁判例や文献を検索するとともに、検索結
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果（裁判例や文献）から入力に対応する部分を抽出した上でこれを要約する

などして、上記入力に対する回答を出力することができるというものである。

したがって、経験の浅い法律実務家であっても、リーガルリサーチサービス

を利活用することによって、従来よりも短時間のうちに的確な裁判例や文献

を検索できるようになるとともに、検索結果の概要や場合によっては利用者

が直面する課題解決に有益な情報を把握することができる可能性が高くなる

ものと考えられる。 

このようにリーガルリサーチサービスは、将来的には、効率的な裁判例や

文献の検索等により、法規範等の実情に関する調査の質を向上させることで、

法律実務家が法的判断等の中核的な事務に注力できるためのツールとなって

いくことが期待される 18。 

(2) 課題及び今後の見通し 

ア  登載裁判例や文献の範囲等 

現在提供されているリーガルリサーチサービスにおいては、各サービス提

供者により登載されている裁判例や文献の範囲や量は限定的であり、これに

伴う出力の精度には限界があると考えられる。今後、各サービス提供者にお

いて、提供できる裁判例や文献の範囲や量の拡大に向けた取組が望まれるが、

民事裁判情報データベースが始動することにより、多数の裁判例のデータが

各サービス提供者にも提供されることになる結果、ＡＩの出力の精度が向上

することが期待される。 

イ  アノテーションデータの付与 

現在提供されているリーガルリサーチサービスは、各サービス提供者が保

有する裁判例や文献のデータセットにデータセットの背景となる状況や文脈

についての情報を付与した上で（以下、この付与されたデータを「アノテー

ションデータ」という。）、これをＲＡＧにおいて活用して、ＡＩの出力とと

もに、関連する裁判例や文献を引用して提示することで、ＡＩの出力の精度

を向上させる取組がされているものと考えられる。そして、このようなアノ

テーションデータの付与は、サービス提供者の営業秘密に属するものである

ため、その全容は明らかではないところがあるが、例えば、裁判例や文献の

重要度等の判断のために必要となるアノテーションデータについては、法的

 
18 なお、当事者本人の言い分を入力することで、その言い分どおりの事実関係が存在

することを前提として、当該事実関係に関する訴訟物たる権利又は法律関係について

一定の見解が出力される機能である法的分析機能と、利用者が把握したい法規範等に

関連する一定の質問や事実関係を入力することで、利用者が直面する課題に関連する

情報も出力される機能である判例文献調査機能とは、その機能に質的な差があると整

理できるものの、このような機能の差異は、相対的な部分もある。  
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素養のある人間（弁護士等）が一定程度関与する形で行われているものと考

えられる。したがって、リーガルリサーチサービスの性能は、各サービス提

供者においてその保有する裁判例や文献のデータセットに付与されるアノテ

ーションデータの質に依存するものとも考えられるから、アノテーションデ

ータによるバイアスが課題になるとも考えられる。また、民事裁判情報デー

タベースが始動することにより、各サービス提供者に提供される多数の裁判

例データセットについては、アノテーションデータを高精度かつ効率的に付

与していくことができるか否かも課題になってくるのではないかと考えられ

る。 

なお、現状の大規模言語モデル（ＬＬＭ）は既に性能が相当高くなってい

ることから、リーガルリサーチサービスにおいて、新たなデータセットを用

いた事後学習によって機能向上を図ることは費用対効果に見合わない可能性

が高いのではないかと考えられる。したがって、今後大きなブレークスルー

があり、ＡＩモデルが全く違う仕組みになった場合はともかくとして、アノ

テーションデータを整備するなどしてＲＡＧを活用する形で機能向上を図っ

ていくという現在の動向は現実的であると考えられる。 

ウ  サービス利用者のリテラシーの向上 

リーガルリサーチサービスを利活用する際には、代表的なＡＩ利活用に伴

う技術的リスク、取り分けハルシネーション等による誤った出力が問題とな

ることから、利用者において、リーガルリサーチサービスの検索・回答の精

度を高める観点から、把握したい法規範等に関連する一定の質問や事実関係

等の入力事項を的確に選択することが必要であるとともに、出力における検

索結果の概要や場合によっては利用者が直面する課題に関連する情報の内容

については、その根拠として提示されている裁判例や文献を確認し、評価す

ることが不可欠であると考えられる。 

この点、リーガルリサーチサービスも従来の判例・文献検索サービスも、

最終的に法律実務家がその出力を確認・検証した上で活用していくことが想

定されているという点では本質的な差があるとはいえないのではないかとの

意見もあった。他方で、リーガルリサーチサービスは、従来の判例・文献検

索サービスとは異なり、的確な裁判例や文献を検索できるようになるだけで

はなく、検索結果の概要や場合によっては利用者が直面する課題に関連する

情報を把握することも可能となってきていることから、自動化バイアスも相

まって、利用者がリーガルリサーチサービスの出力に依存し、裁判例や文献

の原典を確認した上で法規範等の実情が的確なものであるかを検証するプロ

セスを省略してしまうおそれがあるとの指摘もあった。 
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エ  今後の取組の方向性 

リーガルリサーチサービスについては、今後とも、民間における研究開発

によって前記ア及びイのとおりの課題を解決しつつ、競争環境の中でそのサ

ービスの水準の向上が図られていくことが期待される。 

なお、リーガルリサーチサービスは、既に民間でサービス提供が始まって

いること、文献の著作権や使用権の問題があること、法律実務家以外の利用

も幅広く想定されること等を踏まえると、裁判所において独自にリーガルリ

サーチサービスを開発し、運用することを求めるのは現実的ではないと考え

られる。また、裁判例や文献の重要度等の判断のためには、対象となる裁判

例や文献の評価等が不可欠となるが、法律上の争訟を解決することを本務と

し、中立性・公平性を確保する必要がある裁判所においてこれに協力するこ

とについては慎重な検討が必要であると考えられる。 

３  法的分析機能 

(1) 実装の前提となるデータセット 

法的分析機能は、弁護士・司法書士が「依頼者が語る生の社会的事実から、

依頼者に有利な法律効果が発生するよう法規範の選択（法律構成）をするが、

その前提として要件事実を吟味する」場面や裁判官が「訴訟物たる権利又は

法律関係の存否を判断するため、要件事実の考え方を用いて当事者の主張を

分析・整理する」とともに、「当事者による訴訟物又は法律構成の変更の可

能性を念頭に置いて、求釈明をしたり法的観点を指摘したりするための前提

として、事案に適切な法規範や法律構成を検討する」場面に対応する機能で

あるところ、このような法的分析機能を実装するためには、ＡＩモデルの学

習又はＲＡＧの構築のいずれかが必要になると想定され、これらの対象とな

るデータセットとして、少なくとも相当数の裁判例が想定される。もっとも、

裁判例については、主文及び事実（民事訴訟法２５２条１項１号、２号、同

条２項）として法律構成や要件事実が記載されており、法的分析能力を有す

る法律実務家であれば、その記載内容から法律構成や要件事実を把握するこ

とができるものの、必ずしも法律構成や要件事実を一意に把握することがで

きるような構造・形式で記載されているわけではないことからすると、裁判

例から法律構成や要件事実を分析抽出して、アノテーションデータとして付

与することも不可欠であると想定される。なお、例えば、いわゆる不完全履

行や非典型的な不法行為といった非定型的な要件事実が問題となるような複

雑な事案の裁判例において、法律構成や要件事実を的確に分析抽出できるか

否かは現時点では不透明であるとも考えられる。 
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(2) 想定される利活用の方法 

前記(1)のとおり、法的分析機能の実装には、多数の裁判例及びこれらか

ら分析抽出された法律構成や要件事実といったデータセットが不可欠である

ことに加えて、代表的な技術的リスクであるハルシネーション等による誤っ

た出力が問題となると考えられることを踏まえると、弁護士・司法書士又は

裁判官が法的分析機能を利活用する方法としては、当該紛争の法的解決に必

要な事実関係を的確に選択してＡＩに入力し、当該事実関係に関する訴訟物

たる権利又は法律関係についての一定の見解が出力されると、利用者におい

て、その内容及び根拠となった裁判例を確認して、出力が適切なものである

か否かを評価するというものになると考えられる 19。 

(3) 弁護士・司法書士業務における利活用 

ア  利活用の可能性 

弁護士・司法書士は、法的分析機能を利活用することにより、当該事案に

おける法律構成や要件事実の吟味が迅速かつ容易になると考えられる。 

したがって、弁護士・司法書士は、法的分析機能を利活用することにより、

事実関係や法令・判例・学説等の調査を行い、法律構成の検討や証拠収集を

するというスパイラル的なシミュレーションの質を向上させ、依頼者のニー

ズにより適合的な戦略的・戦術的な事務処理につなげていくことが期待でき

るものとも考えられる。 

この点に関連して、弁護士・司法書士が法的分析機能を利活用することに

より、当該事案の勝敗予測の精度が高まることになれば、当事者が和解を選

択するのではなく、判決による解決を望む割合が増えるなど日本の訴訟文化

に影響を与える可能性があるのではないか、との意見があった一方で、例え

ば、相手方が所持している証拠が分からない以上、結果を予測することがで

きないこともあるから、和解による解決が減るとは一概にはいえないのでは

ないかといった意見もあった。 

イ  利活用に伴うリスク・課題等及びこれらへの対応策 

前記(2)のとおり、法的分析機能を利用する際には、弁護士・司法書士に

おいて、当該紛争の法的解決に必要な事実関係等の入力事項を的確に選択す

ることが必要であるとともに、出力及び根拠となった裁判例を確認して、出

 
19 なお、裁判官業務に関する想定ユースケースである争点整理場面でのＡＩの利活用

場面と法的分析機能の利活用場面の相違点を明確にしてはどうかとの問題提起があっ

たところ、前者は、飽くまでも裁判官が法的枠組みの分析を行うことを前提とした上

で、補助的にＡＩを利活用して主張整理表等のたたき台を作成するものであるのに対

し、後者は、訴訟物たる権利又は法律関係についての一定の見解が出力されるという

機能であると整理されている点に違いがあるということができる。  
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力が適切なものであるか否かを評価することが不可欠であると考えられる。 

この点につき、自動化バイアス等も相まって、弁護士・司法書士がその出

力を鵜呑みにするようなことがあれば、例えば、この案件は勝てそうにない

ので争わずに済ませようと依頼者を説得するなど、新たな法形成が必要な場

面の減少や依頼者の裁判を受ける権利の侵害につながりかねないのではない

かとの懸念も示された。これに対しては、弁護士・司法書士がＡＩ利活用に

伴うリスク・課題等を適切に把握して予防措置を講じるなどＡＩに関する知

識の陶冶を図ることが重要であり、日弁連や日司連等がＡＩを利活用する際

の行動指針等を定め、これを遵守させる等の措置を講じることが必要ではな

いか、との意見があった。 

(4) 裁判官業務における利活用 

ア  利活用の可能性 

裁判官は、弁護士・司法書士とは異なり、処分権主義や弁論主義の観点か

ら、訴訟物たる権利又は法律関係の存否を判断するため、原則として要件事

実の考え方を用いて当事者の主張を分析・整理して審理・判断することにな

る。そして、裁判官としては双方当事者が主張する法律構成や主要事実を前

提として争点整理を行う必要がある。したがって、裁判官は、弁護士・司法

書士に比べると、法的分析機能を活用する場面は大きくなく、また裁判官に

よる主張分析の質の向上に直ちにつながるものといえるかも明らかではない

と考えられる。 

なお、例えば、いわゆる不完全履行や非典型的な不法行為といった非定型

的な要件事実が問題となるような複雑な事案では、争点整理に困難を伴う場

面もあることから、仮にこういった事案においても法的分析機能を活用する

ことができるのであれば、より充実した争点整理の実現に資する可能性はあ

ると考えられるものの、前記(1)のとおり、このような複雑な事案の裁判例

において、法律構成や要件事実を的確に分析抽出できるか否かは現時点では

不透明とも考えられる。 

イ  利活用に伴うリスク・課題等及びこれらへの対応策 

まず、裁判官において、当該紛争の法的解決に必要な事実関係等の入力事

項を的確に選択することが必要であるとともに、出力及び根拠となった裁判

例を確認して、出力が適切なものであるか否かを評価することが不可欠であ

るなど想定ユースケースで指摘されたものが同様に妥当すると考えられる。 

これらに加えて、裁判官の判断過程により近い場面での利活用となること

が想定されることから、想定ユースケースにおけるＡＩの利活用に比べ、裁

判官の心証形成に対する影響力が強くなるから、より慎重な検討が必要にな
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ると考えられる。この点、ＡＩは、いかなる発展を遂げようともその本質が

既存の学習データの集積を前提とした確率的パターンマッチングであって、

ＡＩの出力がかえって裁判の法創造機能を阻害するおそれがあるのではない

か、仮に適正妥当な結論を導くよう技術上の措置を講じるなどして法創造機

能をＡＩに付与できたとしても、このような技術的措置には開発者その他の

第三者によるバイアスの混入が避けられず、裁判官の職権行使に影響を与え

るおそれがあるのではないか、といった意見があった。 

そして、このようなリスク・課題等に的確に対応するためには、例えば、

利活用場面の限定、裁判官の行為規範の策定、システム監査等によるＡＩ利

活用の適正性確保、透明性のより一層の確保といった対応策も必要ではない

かとの意見もあった。 

なお、争点整理の補助等の場面とは異なり、裁判所の判断作用との関連性

がより強い場面でのＡＩの利活用については、裁判所が使用するＡＩを分析

するために意図的に訴訟を起こすなどのゲーミングが行われるリスクが一層

高まると考えられることから、秘匿性をより高くすべきであり、何らかの対

応が必要ではないかとの意見がある一方で、フォーラムショッピング（自己

に有利な法廷地を選んで訴訟提起をすること）など既に存在している問題事

象に類似するものであって殊更に規制をする必要性は高くない、そのような

リスクがあるとしても裁判所が利活用するＡＩについての透明性を確保する

ことで対応可能ではないかとの意見があった。これらの意見も踏まえ、ゲー

ミングのリスクについても、今後検討が進められることが期待される。 

(5) 実装に向けた展望 

前記(1)のとおり、法律実務家に求められる法的分析能力に相当する法的

分析機能を実装するためには、少なくとも相当数の裁判例のデータセットが

不可欠であると考えられるが、民事裁判情報データベースが始動し、データ

セットとして利用可能な裁判例が飛躍的に増加することにより、法的分析機

能が実装される潜在的な可能性は高まりつつあると考えられる。 

もっとも、前記(1)のとおり、裁判例から分析抽出された法律構成と要件

事実をアノテーションデータとして付与することが不可欠であると想定され

るが、前記２(2)イのとおり、現在のリーガルリサーチサービスにおいて、

判例文献調査機能に必要となるアノテーションデータも、法的素養のある人

間（弁護士等）が一定程度関与する形で行われているものと想定される実情

を踏まえると、現時点において、裁判例から法律構成と要件事実を高精度か

つ効率的に分析抽出する手法が確立しているとは言い難い状況にあると想像

される。また、法的分析機能の実装には裁判例の分析が不可欠であると想定
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されるが、上記のとおり、既にリーガルリサーチサービスにおいても類似の

アノテーションデータの付与が行われていることに加え、裁判所がこれらの

アノテーションデータの付与に関与することは、裁判例の評価分析を必然的

に伴い、裁判官の職権行使への影響の観点から慎重な検討が必要となること

を踏まえると、まずは民間においてその競争環境の中で法的分析機能の実装

に向けた研究開発や機能向上を図っていくことが適切であると考えられる。 

この点に関連して、本研究会の議論の過程では、人間の思考過程は一定の

ルールや手順により説明可能であると仮定すると、法的分析能力に係る法律

実務家の思考過程についても、ＡＩモデルに機械学習させ、傾向や特徴を把

握するために新たなデータセットを用意することで法的分析機能の機能向上

を図る可能性があるのではないか、との意見があった。 

他方で、かつていわゆるエキスパートシステム 20の開発において、裁判官

の判断過程の分析が試みられたが十分な成果を挙げることができなかったと

ころ、その後の状況の変化を見ても、上記分析が可能になっているとまでは

いえないのではないかといった意見も出された。また、上記の新たなデータ

セットとしては、例えば架空の事案に法律構成や要件事実の説明が記載され

たものが想定されるが、法律実務家の思考過程は、具体的な事案において法

的分析、すなわち問題となり得る法令の規定、裁判例又は文献を想起しつつ、

当該規定の文言やその解釈、当該裁判例の射程等を分析した上で、当該事案

の解決に最適な法律構成や要件事実を検討するというものであることを踏ま

えると、事前に上記のようなデータセットを準備することは現実的といえる

のか、またこれらのデータセットのいわゆる「正解」については、様々な評

価軸があり得るところであり、一義的な結論を導けるのか、関与した法律実

務家の分析検討が信頼に値するものであることを担保することは困難ではな

いか、との意見があった。これに対しては、データセットのいわゆる「正解」

を決める必要はなく、複数の結論が出力されることを許容してもよいのでは

ないかとの意見もあった。そのほか、大量の正確なデータセットを準備する

だけではなく、ＡＩモデルの継続的な学習等に莫大な計算資源とコストを要

するとも考えられるから、社会から期待される機能の質との関係で費用対効

果を慎重に検討する必要があるとの意見があったほか、仮に裁判所内での利

用に限定したＡＩを開発・整備してこれに特化した機械学習をさせた場合に

は、機械学習する内容が固定化される結果、回答内容や言い回しといった点

まで固定化されるおそれがあり、中長期的には新たな裁判例が生まれにくく

 
20 機械学習を行わない、専門家の知識を大量にインプットすることで知識に基づく推

論を行うもの（ＡＩ事業者ガイドライン本編９頁参照）。 
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なってしまうのではないかという懸念も示された。 

以上の意見を踏まえると、法的分析機能の機能向上の可能性は、種々の課

題があると言わざるを得ないものの、上記議論も検討仮説の域を出るもので

はないから、例えば、民間や学術研究機関において、法律実務家の観点から

判決書作成等の業務過程を分解して言語化していくプロセスと、情報処理の

観点から判決書作成等の業務を自動化するために必要なデータがどこにあり、

どのように加工すればそのような業務を自動化することができるのかを言語

化していくプロセスを融合させた分析検討等の研究開発が引き続き行われて

いくことが期待される。 

４  事実認定機能 

(1) 実装の前提となるデータセット 

法律実務家は、事実認定の手法として、①書証と人証のそれぞれの特徴を

理解した上で、直接証拠に該当する類型的に信用性の高い文書（例えば、契

約書、領収書など）がある場合は、まず、その形式的証拠力及び実質的証拠

力を検討し、上記のような文書がないが、直接証拠に該当する供述証拠があ

る場合は、その供述の信用性を検討する、②動かし難い事実を中心として信

用性の高い供述証拠から確実に認定できる間接事実をも加味して事実を認定

した上で、適切な経験則を用いて、証拠の信用性の評価や要証事実の存否を

推認させる程度を検討する、この検討に当たっては、認定した各事実（間接

事実・補助事実）の時系列や双方当事者のストーリーを意識し、適切な視点

（例えば、「動機」、「資金状況」など）を設定して、事実を視点の下に整理

して検討するのが有用である、③②において整理し検討した事実のうち特に

重要な事実について、相互の関係や要証事実の存否を推認させる程度を総合

的に判断して、結論を導く、という手法を身に付ける必要がある 21。そして、

裁判官は、争いのある主要事実について事実認定をし、その理由を説明する

判決書を作成することになるところ、判決書には、重要度が高いものを中心

に証拠又は争いのない事実に基づいて認定された事実関係や争いのある主要

事実に係る事実認定における推論過程の説明のうち重要なものが記載される

ものの、全ての提出証拠の内容が記載されることはなく、また事実認定にお

ける推論過程の説明もその全てが記載されるわけでもない。 

したがって、このような法律実務家に求められる事実認定能力に相当する

事実認定機能を実装するためには、ＡＩモデルでの学習又はＲＡＧの構築の

いずれかが必要になると想定されるが、これらの対象となるデータセットと

 
21 前掲注 9 
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して、少なくとも相当数の判決書を含む訴訟記録のデータセットが必要にな

ると想定される。もっとも、上記のとおりの判決書の記載の実情からすると、

当該訴訟記録における事実認定過程を説明するアノテーションデータが別途

必要となる可能性が高いと想定される。 

(2) 想定される利活用の方法 

前記(1)のとおり、事実認定機能の実装には、少なくとも判決書を含む訴

訟記録のデータセットが不可欠であり、また代表的な技術的リスクであるハ

ルシネーション等による誤った出力が問題となると考えられることを踏まえ

ると、弁護士・司法書士又は裁判官が事実認定機能を利活用する方法として

は、一定の事実関係を明示して入力するとともに、利用者が保有する関係資

料データを入力する際にはこれらを的確に選択する必要があり、更に当該事

実関係の存否及びそのような事実認定となる理由（証拠関係の構造の分析を

含む。）についての一定の見解が出力されると、利用者において、その内容

及び根拠となった他の事件の判決書を含む訴訟記録を確認して、出力が適切

なものであるか否かを評価するというものになると考えられる。 

(3) 弁護士・司法書士業務における利活用 

ア  利活用の可能性 

弁護士・司法書士は、スパイラル的な作業や思考を通じて事実関係の正確

な把握に努めつつ、民事訴訟における立証可能性を踏まえた判決等の予想を

常に深化させる必要があるところ、事実認定機能を利活用することにより、

利用時点における事実関係の存否やその理由を迅速かつ容易に把握できるこ

とから、依頼者の立場に立ちつつも、事実認定の相場観、すなわち民事訴訟

となった場合における立証可能性を把握できることから法律相談の場面等で

活用する余地があると考えられる。 

したがって、弁護士・司法書士は、事実認定機能を利活用することにより、

事実関係や法令・判例・学説等の調査を行い、法律構成の検討や証拠収集を

するというスパイラル的なシミュレーションの質を向上させ、依頼者のニー

ズにより適合的な戦略的・戦術的な事務処理につなげていくことが期待でき

るものとも考えられる。 

イ  利活用に伴うリスク・課題等及びこれらへの対応策 

事実認定機能を利用する際も、法的分析機能と同様に、利用者において、

当該紛争の法的解決に必要な事実関係等の入力事項を的確に選択することが

必要であるとともに、出力及び根拠となった他の事件の判決書を含む訴訟記

録を確認して、出力が適切なものであるか否かを評価することが不可欠であ

ると考えられる。 
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なお、法的分析機能と同様に、新たな法形成が必要な場面の減少や依頼者

の裁判を受ける権利の侵害につながりかねないのではないかとの懸念も示さ

れた。 

(4) 裁判官業務における利活用 

ア  利活用の適否 

まず、裁判官が審理判断に際して事実認定機能の出力やその根拠となった

他の事件の判決書を含む訴訟記録を参照すること自体が適切であるといえる

かについて議論が行われた。すなわち、裁判官が事実認定機能の出力やその

根拠となった他の事件の判決書を含む訴訟記録を参照することは、事実認定

が個別具体的な事件に即した経験則に基づく証拠の評価であって、他の事案

にも応用可能な法規範の解釈適用とは異なることや当事者の主張や証拠を閲

読することとも異なることを踏まえ、その実質的な意義や訴訟法上の訴訟行

為としての位置付けについて理論的な検討が必要であるとの意見、事実認定

に用いられる一般的な経験則については、各裁判官は、これまでも職務上の

経験に加えて、裁判官同士の意見交換や各種の研究成果も考慮して、審理判

断に用いてきたものと考えられることとの差異を検討する必要があるとの意

見、裁判官は、双方当事者の主張立証を踏まえ、様々な考慮要素や経験則を

組み合わせた上で、法律実務家としての直感的なものも含め、仮説の設定や

検証を繰り返しながら最終的な判断に至っているのであるから、事実認定機

能の出力だけで適切な判断はできないとの意見が出された。 

このような議論を踏まえると、裁判官については、弁護士・司法書士と異

なり、事実認定機能を利活用することが適切であるか否か自体を慎重に検討

する必要があると考えられる。 

イ  利活用に伴うリスク・課題等及びこれらへの対応策 

仮に裁判官業務において事実認定機能を利活用することが適切でないとは

いえないとしても、裁判官が事実認定機能を利活用するためには、少なくと

も出力及び根拠となった他の事件の判決書を含む訴訟記録を確認して、出力

が適切なものであるか否かを慎重に評価することが不可欠であると考えられ、

前記アで指摘された理論的な課題を踏まえた対応策についての検討を深める

必要がある。なお、上記の利活用の形態を前提とすると、例えば、当該訴訟

記録中の証拠関係の内容を把握した上で、当該事件の判決書の記載を分析検

討して評価することには相当の時間を要することとなり、合理性に乏しいと

も考えられる。 

(5) 実装に向けた展望 

本研究会の議論の過程では、事実認定の過程も抽象的な論理の組立てとし
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て言語化できるはずであるから、判決書を含む訴訟記録のデータセットがあ

れば、事実認定機能を実装する可能性は十分に考えられるのではないか、と

いった意見があった。 

他方で、法的分析機能の機能向上と同様に、かつていわゆるエキスパート

システムの開発において、裁判官の判断過程の分析が試みられたが十分な成

果を挙げることができなかったところ、その後の状況の変化を見ても、上記

分析が可能になっているとまではいえないのではないかといった意見も出さ

れた。なお、事実認定機能につき、控訴審判決において、第一審判決の事実

認定と異なる見解が採用された事案を分析することも有用ではないかとの意

見もあったが、他方で、控訴審判決の事実認定が正解であると評価する根拠

はないのではないかとの意見もあった。 

また、事実認定機能の実装には、前記(1)のとおり、判決書を含む訴訟記

録のデータセットが必要となると考えられるところ、訴訟記録には個人情報

を含む機微な情報が多数含まれ、現在は訴訟記録の複写をすることができる

者を訴訟当事者及び利害関係を疎明した第三者に限定している（民事訴訟法

９１条の２ほか参照）趣旨も踏まえ、これらのデータを利活用することの是

非や利用する場合の条件を検討する必要があるのではないか、との意見があ

った。 

さらに、前記(1)のとおり、事実認定機能を実装するためには、判決書を

含む訴訟記録のデータセットに加えて、当該訴訟記録における事実認定過程

を説明するアノテーションデータが別途必要となる可能性が高いと想定され

るところ、このようなアノテーションデータの付与には、現時点では、法律

実務家の関与が不可欠であると考えられるが、判決書に比べてその分量も格

段に多い訴訟記録を検討分析すること自体現実的といえるのかとの意見、法

的分析機能の機能向上に必要となるデータセットと比較しても、事実認定過

程を説明するアノテーションデータのいわゆる「正解」は、様々な評価軸が

あり得るところであり、一義的な結論を導けるのかとの意見、関与した法律

実務家の分析検討が信頼に値するものであることを担保することは困難では

ないかとの意見、裁判所が上記アノテーションデータの付与に関与すること

は、判決書を含む訴訟記録の評価分析を必然的に伴い、裁判官の職権行使へ

の影響の観点から、慎重な検討が必要ではないかとの意見があった。これに

対しては、データセットのいわゆる「正解」を決める必要はなく、複数の結

論が出力されることを許容してもよいのではないかとの意見もあった。その

ほか、大量の正確なデータセットを準備するだけではなく、ＡＩモデルの継

続的な学習等に莫大な計算資源とコストを要するとも考えられるから、社会
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から期待される機能の質との関係で費用対効果を慎重に検討する必要がある

との意見も出された。 

以上を踏まえると、事実認定機能は、その実装に向けて種々の課題があり、

法的分析機能の実装の見通しと比較しても、未だ実装を具体的に検討する段

階にないと言わざるを得ない。もっとも、事実認定機能の実装についての上

記議論も検討仮説の域を出るものではないから、現時点において、裁判所を

含む公的部門において開発・整備に向けた検討に着手するよう求めるのは現

実的ではないとしても、例えば、民間や学術研究機関において、法律実務家

の観点から判決書作成等の業務過程を分解して言語化していくプロセスと、

情報処理の観点から判決書作成等の業務を自動化するために必要なデータが

どこにあり、どのように加工すればそのような業務を自動化することができ

るのかを言語化していくプロセスを融合させた分析検討等の研究開発が行わ

れていくことが期待される。なお、裁判所が長期的にみて事実認定機能を導

入する可能性は否定できないから、裁判所は、その中立性・公平性にも配慮

しつつ、民間における研究開発の動向を注視し、将来的な関与の可能性を否

定すべきではないとの意見もあった。 

５  事実認定補助場面 

(1) 利活用の可能性等 

事実認定補助場面でのＡＩ利活用は、裁判所、弁護士・司法書士のいずれ

にとっても、より充実した争点整理の実現に資する可能性はあると考えられ、

また、裁判所の判断理由や当事者の主張の説得力を高めることにも寄与する

可能性はあり、ひいては適正な裁判の実現に資する可能性はあるとも考えら

れる。 

もっとも、事実認定補助場面でのＡＩ利活用は、民事訴訟においては相当

の長期にわたる事実関係や錯綜する事実関係が問題となる場合もあることを

踏まえると、プロンプトを始めとする入力に相応の工夫を要すると想定され、

これに対応する出力の精度も現時点では未知数であるから、有用性も含めた

実現可能性についてなお検証を要すると考えられる。 

(2) 利活用に伴うリスク・課題等及びこれらへの対応策 

ア 間接事実の要約整理の場面については、裁判官業務に関する想定ユース

ケースである争点整理場面での利活用と類似するものと想定できるから、上

記想定ユースケースで挙げられた自動化バイアス等のリスクへの対応策や最

高裁検証結果で対応策として挙げられた①裁判官がＡＩの出力の正確性を確

認し、必要な補正を行うことを前提として利用するものであり、出力に対す

る批判的な検証が不可欠であること、②必要に応じてＡＩの出力と当事者の
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主張・立証との間に齟齬がないかを確認するなど、当事者との認識共有も重

要となることがいずれも妥当するものと考えられる。 

イ 他方で、事実認定推論過程の説明場面については、想定ユースケースよ

りも裁判官の判断過程により近い場面での利活用とも考えられることからす

ると、ＡＩの出力についての批判的な検討を経た利用を担保することが必須

であり、より慎重な検証・検討が必要であるとも考えられる。 

ウ 裁判所においては、以上のような観点を踏まえ、事実認定補助場面での

ＡＩ利活用について、有用性も含めた実現可能性やリスク・課題等の検証を

含め、検討を進めていくことが期待される。 

第５  その他の利活用場面  

１  ＡＤＲにおける利活用の可能性 

ＡＤＲ（ここでは、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成

１６年法律第１５１号。以下「ＡＤＲ法」という。）における和解の仲介を

行う裁判外紛争解決手続をいう。）において、紛争解決事業者の選任した手

続実施者が、当事者の言い分を整理したり、提案の参考程度にＡＩを利用し

たりするといったＡＩの利用をする場合、ＡＤＲの特徴である手続の柔軟性

や、どのＡＤＲを選択するのかについて申立人に選択権があることなどに鑑

みると、当事者が消費者であるか否かなどの当事者の属性も考慮して、ＡＩ

利用に関する説明の有無、程度を検討する必要があるものと考えられる。例

えば、消費者である紛争当事者に対しては、当事者に対する手続保障の観点

や、手続の透明性確保の観点から、ＡＤＲの紛争解決事業者に求められる最

低限度の基準として、ＡＩを用いるサービスについて、その説明の方法や同

意を得るための手続に関するルールを設けるといったことなどが考えられる。 

また、低廉な費用を前提として、紛争解決事業者が選任した手続実施者が

当事者に対してＡＩによって作成された判断代替的な提案を示し、当事者が

それを受け入れるか否かを判断するというサービスは、低廉かつ迅速な紛争

解決を促進する上で有効なアプローチと考えられるのではないか、との意見

があった。 

ＡＤＲ法は、認証を受けた紛争解決事業者において、和解の仲介を行うの

にふさわしい者を手続実施者として選任することとしており（ＡＤＲ法６条

２号）、その手続実施者がＡＩによって作成された判断代替的な提案をする

場合、当該手続実施者は、ＡＩが誤り得ることも踏まえて、当事者に対する

手続保障として、手続実施者が利用するＡＩを用いた提案サービスの内容を

十分に説明する必要があるように思われる（ＡＤＲ法１４条３号による標準

的な手続の進行に関する説明参照）。ＡＤＲは、当事者において応諾義務が



   

 

50 

 

あるものではないから、当事者は、紛争解決事業者が説明した標準的な手続

の進行に同意しない場合には、上記事業者のＡＤＲ手続を利用することはな

く、これに同意した場合にのみ、手続が進行することになる。そうすると、

ＡＤＲの紛争解決事業者が、上記のような提案サービスの内容を当事者に説

明することにしておけば、そのような提案サービスに同意しない当事者は、

当該ＡＤＲを利用しないこととなり、結果として、上記のような提案サービ

スに同意した当事者のみが当該ＡＤＲを利用するということになる。ＡＩに

よる判断代替的な提案についての説明を受けた当事者が同手続を利用する場

合には、当事者は紛争解決事業者におけるこのようなＡＩの利用方法に同意

したと評価されることになるものと思われる。 

２  ＡＩエージェントによる訴訟代理人業務の代替 

将来的には、法廷に自然人が所在する必要性がなくなり、ＡＩエージェン

ト（特定の目標を達成するために、環境を感知し自律的に行動するＡＩシス

テムのことをいう。）を利活用してアバターが出頭し、事前に学習した主張

を述べるといったことも想定されるとの指摘があった。 

まず前提として、ＡＩエージェントを裁判手続で利用する場合には、誰が

ＡＩエージェントの開発運用を行うのか、ＡＩエージェントへの権限委任や

効果帰属といった私法上の問題をどのように考えるか、法律実務家以外の者

がＡＩエージェントをコントロールすることを許容するか、ＡＩエージェン

トが誤った行動をした場合の責任の所在をどのように考えるか、特定のＡＩ

エージェントが市場支配力を有して寡占化した場合、当該ＡＩエージェント

の判断どおりに行動することが合理的であるということになりかねず、結果

的に法の支配の主導権がＡＩに移転してしまうのではないか、といった意見

や問題提起があった。 

この点、主として法的素養を有しない当事者本人が訴訟の提起や（一定水

準の）訴訟遂行を可能にするような訴訟代理人業務を代替するＡＩエージェ

ントを利用する潜在的な需要があると想定することはできそうである。もっ

とも、ＡＩエージェントを裁判手続で利用するには、想定基本機能を有する

ＡＩシステムを前提とすることが必須とならざるを得ないと考えられるとこ

ろ、想定基本機能においてはＡＩの出力やその根拠となった裁判例や文献を

確認し、評価することが不可欠であることからすると、現時点では、法的素

養がない者を利用者として想定することは相当ではないようにも考えられる。 

他方で、このようなＡＩエージェントが将来的に実装される可能性を想定

した上で、その利活用に伴うリスク・課題等（例えば、法的素養を有しない

当事者本人がこのようなＡＩエージェントを利用して、訴訟代理人を立てる
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ことなく訴訟を提起した場合に当該ＡＩエージェントを適切にコントロール

できないことによって生じる責任の所在）を分析検討し、法規制の要否も含

めてその対応策等を検討しておく必要があるのではないかという問題提起が

あった。 

以上のような意見を踏まえ、ＡＩエージェントの裁判手続における利用に

ついては、ＡＩエージェントの技術が急速に発展している状況も踏まえつつ、

その実現可能性やリスク・課題等及びこれへの対応策等も含めて検討分析が

続けられることが望ましいと考えられる。 

３  裁判官の判断傾向分析 

民事裁判情報データベースの情報をＡＩで利活用して裁判官の判断傾向を

分析することにより、事件係属中においても、主張立証状況や裁判官の判断

傾向を踏まえて勝率予測を判定するサービスが提供されることも想定される

との指摘もあった。 

この点、このようなサービスの実現可能性としては、民事裁判情報データ

ベースが始動しても、判決で引用されている証拠の内容は明らかではないこ

とから、現時点では高度な予測分析はまず不可能であるとの意見があったが、

当事者等から提供される証拠に関する情報を活用するなどすれば予測精度が

向上する可能性も否定できないなど民事裁判情報データベース以外の視点か

らも検討する必要があるとの意見もあった。 

また、このようなサービスについては、弁護士・司法書士等が客観的なデ

ータに基づき当事者へ和解を促し、訴訟コストを削減できる、裁判所内部に

おいて裁判官の自己評価支援ツールとして用いるといったメリットとともに、

フォーラムショッピングに利用されるデメリットもあるとの指摘があったが、

フォーラムショッピングに利用される場面として具体的にどの程度想定され

るのか明らかではないとの意見もあった。さらに、裁判官の判断傾向に基づ

く勝率予測は、対象となる裁判官の属性と切り離して評価することは困難で

あり、実質的にはソーシャル・スコアリングと変わりなく、こうした評価が

裁判官の判断の独立性を脅かすおそれがあるとの意見もあった。 

以上のような意見を踏まえ、ＡＩを利活用した裁判官の判断傾向の分析に

ついては、その実現可能性やフォーラムショッピングに利用される弊害等の

リスク・課題及びこれへの対応策等も含めて検討分析が続けられることが望

ましいと考えられる。 

４  本人訴訟における当事者によるＡＩの利活用等 

社会経済活動全般においてＡＩの実装が急速に進展することに伴い、当事

者本人がＡＩを利活用して裁判所に提出する書面を作成するなどして訴訟活
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動を遂行する訴訟が増えてくるものと想定される。この点、裁判所において

は、従前から口頭弁論期日等において、当事者の主張を法的観点から明確化

することに一定の労力を要していたところ、今後、当事者本人がＡＩを利活

用することによって、外形的に法的な意味を有するかのような主張等が出力

されると、当事者本人がこのようなＡＩの出力を信じてそのまま書面に記載

して裁判所に提出することが増加し、その結果、裁判所が主張整理等に更な

る労力等を要することになるのではないかといった懸念も示された。 

このような懸念に対しては、裁判所もＡＩを利活用して下審査を行うこと

で対応してはどうか、他の機関においてＡＩを利活用して当事者本人の適切

な支援をすることが考えられるのではないかといった意見もあった。一方で、

当事者本人のＡＩの利活用によって一定の範囲では法的観点が明示されるこ

ともあり得ることからすると、裁判所における本人訴訟への対応としては、

その質的な変化はあるものの、必ずしも負担増加につながるとまではいえな

いのではないか、裁判所がＡＩを利活用して一定のスクリーニングをしたと

しても、当事者の裁判を受ける権利の観点からスクリーニングの結果を争う

機会を与える必要もあり、争いが連鎖し得ることから、費用対効果の観点か

ら慎重に検討する必要があるのではないか、といった意見もあった。 

５  その他の可能性 

法律相談において利活用できるチャットボットにつき、裁判所はその中立

性・公平性を維持する観点から整備することが困難であるとしても、法テラ

ス等において整備することは考えられるのではないかとの意見があった。上

記意見のほかにも、一般的なＡＩシステムを利用した法律相談やＡＩ等を用

いた契約書等関連業務支援サービスなど、ＡＩを活用した法律業務が考えら

れる。この点、令和８年２月内閣府に設置された規制改革推進会議において、

企業の競争力強化及びイノベーション創出を図る観点から、ＡＩリーガルテ

ックを活用したサービスを提供可能とするために必要な検討会を設置し、結

論を得次第速やかに措置する旨の中間答申が行われたことから、同答申に基

づいて設置される検討会における議論を見守っていくこととされた。 

第６  ＡＩを利用して作成された証拠への対応  

１  前提 

ＡＩが著しく進展し、その社会実装が急速に進んでいることに伴い、ＡＩ

利活用に伴う社会的リスクである偽・誤情報の流通・拡散が社会問題となっ

てきており、早晩民事訴訟の場面でも同様の問題に直面することは想像に難

くないところである。 
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ＡＩを利用して作成された資料のうち、①偽造等 22がされたもの（契約書

の署名欄を偽造する、公印等をＡＩで再現した偽造公文書を作成する、特定

の人物が作成したかのような文書・音声・映像を生成する、契約書の内容や

ドライブレコーダーの映像を改ざんするなど）については、証拠として提出

することが不当であることは明らかであると考えられる。 

これに加えて、②エンハンス（ここでは、ＡＩにより画像や動画の画質、

解像度、鮮明さを向上させる、ノイズを除去することなどをいう。）された

証拠なども考えられるところ、エンハンスは、原資料の内容等を分かりやす

くするというメリットがあり得る（現在も原資料の一部を拡大したものが証

拠として提出されるようなことは行われている。）。一方で、例えば、不法行

為者が被告か否かが争いとなる事案において、その立証のため、極めて不鮮

明な防犯カメラ画像を「エンハンス」するような場合など、エンハンスの程

度等によっては原資料との同一性が問題とされるような事態も考えられ、何

らかの対応が必要となることも想定される。このように、ＡＩを利用して作

成された証拠への対応の要否等は一律に定まるものではないと考えられる。 

この点、ＡＩを利用して作成された証拠に関する諸外国の検討状況等の概

要は、別添４のとおりであり、既存の専門家証言の証拠採否ルールと同様に

詳細に定める例、一定の証拠の生成を禁止又は許可制とし、使用について開

示義務を定める例などがみられる。証拠提出の段階では詳細なルールを設け

ず職業裁判官が自由心証主義のもとで証拠の信用性を判断する我が国と、法

律専門家ではない陪審員の誤導等を防ぐ観点から証拠提出の段階で詳細なル

ールを設けている一部の諸外国とでは前提とする法体系が異なることには留

意が必要であると考えられるが、この点についても、上記のような法体系の

差異は、ＡＩ利活用に伴う社会的リスクである偽・誤情報の流通・拡散が社

会問題となってきていることを前提として形成されたものではないことも考

慮すべきであるとの指摘もあった。 

以上のような問題意識等を踏まえつつ、以下では、①証拠提出の前提とし

て、訴訟代理人は、現在の実務においてどのような対応等をしており、今後、

どのような対応等をすることが考えられるのか、②このような訴訟代理人の

対応等を前提としつつ、証拠提出に当たって、何らかのルールを設けるべき

か、③提出された証拠がＡＩによる偽造等でないことについて、何らかの判

断枠組み等を設けるべきか、などについて検討することとする。 

 
22 偽造には、一般に、作成名義を偽る有形偽造、内容を偽る無形偽造があり、また、

真正に成立した文書を権限のない者が書き換える変造があり得るが、差し当たり、こ

れらをまとめて「偽造等」という。 
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２  証拠提出の前提となる訴訟代理人の対応等 

現在の実務においても、訴訟代理人は、依頼者等から、偽造等がされた資

料やエンハンスされた資料の提供を受けることなど（依頼者等において偽造

等がされたものと知らなかった場合を含む。）はあり得るところであり、訴

訟代理人においては、依頼者等からの聞き取り等を通じて、当該資料自体が

不自然なものではないか、他の関連事実、関連資料から不自然なものではな

いかなどを十分に吟味、検討した上で、証拠提出を行っている。 

このように、訴訟代理人は、証拠提出の前提として一定の対応等を行って

いるところではあるが、それには限界があるほか、明らかな偽造等でなけれ

ば依頼者等を信頼せざるを得ない側面もあるという指摘もあった。なお、エ

ンハンスされた資料を証拠提出する場合には、裁判所や第三者との関係で誠

実な業務遂行義務の一環としてＡＩを利用してエンハンスした事実を明らか

にすることが適切であると考えられる。 

今後、ＡＩを利用して作成された資料がそれとは明らかにされないまま証

拠として提出されるおそれが高まっていくとも考えられるところ、そのよう

な状況を踏まえると、訴訟代理人においては、証拠収集の場面における資料

の吟味、検討に際して、偽造等の危険性のチェックの在り方を含め最低限の

水準等の整理が必要となってくるのではないか、悪意がない場合であっても、

ＡＩによる加工の程度によっては、偽造・変造又は不適切なエンハンスと評

価され、その結果、訴訟上どのような不利益につながり得るのかについて、

依頼者に対し丁寧に説明することがより一層重要になるのではないか、とい

った指摘もあった。このような指摘も踏まえ、訴訟代理人となる弁護士・司

法書士はもとより、これらの関係機関においては、引き続き、課題や対応策

の検討を深めていくことが期待される。 

３  偽造等がされた証拠 

(1) 証拠提出ルール 

偽造等がされた証拠の提出が許されないこと自体は明らかであると考えら

れるところ、今後、ＡＩを利用して偽造等がされた資料が真正な証拠として

提出されるおそれが高まっていくとも考えられることに照らし、確認的にで

あっても、そのような証拠の提出を禁じる旨の規律を設けるべきでないかと

の指摘もあった。 

もっとも、文書等の信頼を害する行為については、文書偽造等の罪として

処罰の対象となる場合があることや、近年における情報通信技術の進展等に

対応するため、電磁的記録をもって作成される文書の信頼を害する行為等に

ついて処罰規定が整備される（令和７年法律第３９号による刑法の改正）な
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ど、懸念される点は刑事罰によって担保されているとも考えられ、更に上記

のような手続的規律を設ける必要があるのか、ＡＩを利用して偽造等がされ

たものが証拠として提出された場合には、これを判別することが外形上困難

である可能性が高いことに照らすと、仮にそのような手続的規律を設けたと

してもその実効性が高まるのか、民事訴訟手続以外の裁判手続との整合性を

どのように考えるのかという点において、なお慎重な検討を要すると考えら

れる。 

(2) ＡＩによる偽造等がされた証拠についての判断枠組み等 

ア  問題の所在 

民事訴訟においては、「文書は、その成立が真正であることを証明しなけ

ればならない。」（民事訴訟法２２８条１項）ものとされている。 

この点、提出された証拠がＡＩを利用して偽造等がされたものであった場

合には、これを判別することが外形上困難である可能性が高いことを踏まえ

ると、証拠提出に関するルールのみならず、ＡＩによる偽造等ではないこと、

すなわち当該証拠の成立の真正等を証明するための判断の枠組みや方法（例

えば、一定の技術的フローを経てＡＩによる偽造等ではない旨の判定がされ

た場合には、成立の真正を認めるものとすること等）を検討することが必要

であるとも考えられる。また、提出された証拠が真正に成立したものである

こと等（ＡＩによる偽造等ではないこと）は、まずは当事者において主張・

立証がされることになるが、その立証のためには、相当額のフォレンジック

費用等を要する場合もあり、費用負担の観点から実質的に立証を断念せざる

を得ない場合もあるのではないか、本人訴訟を中心として裁判所の後見的な

関与が必要となってくる可能性も念頭に置く必要があるのではないか、との

懸念も示された。 

イ  現在の実務上の取扱い等 

現在の実務では、裁判所においては、提出された証拠について偽造等がさ

れている旨の主張がされた場合であっても、直ちに鑑定等を行うものではな

く、まずは、動かし難い事実や証拠上認められる間接事実等の周辺事情から、

当該証拠の成立の真正や要証事実を認定することが多く、最終的に鑑定等に

至らないことも多いように思われる。 

これは、鑑定等をすれば直ちに偽造等か否かを判断することができるとは

限らないこと、証拠が偽造等によって作成されたものであったとしても、動

かし難い事実等からすれば、当該証拠が不自然として採用することはできな

い旨を判断することができることが少なくないように思われること、最終的

に認定がされるべきなのは、当該証拠の成立等（偽造等か否か）ではなく、
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要証事実の存否であり、この認定・判断自体に専門的知見等を要するもので

はないこと、当該証拠の実質的証拠力（要証事実の証明に役立つ程度）が低

く、当該証拠にかかわらず、要証事実の存否を判断することができることも

少なくないようにも考えられること、などが影響しているものと思われる。 

このような現在の実務上の取扱いについては、ＡＩによる偽造等の場合に

も基本的には妥当するものと考えられる一方で、ＡＩによる偽造等か否かを

めぐって手続が長期化したり、判断が容易でなくなる事例が増えたりするよ

うなことは、想像に難くない。この点については、民事訴訟には、契約取引

型と不法行為型などの事案があるところ、前者では当事者間に継続的な関係

ややり取りが存在するため周辺事情や間接事実から動かし難い事実を認定し

やすいが、後者では当事者の関係性がないことも多い上、現場の映像や録音

という客観的証拠に依存する傾向が強いため、ＡＩによる偽造等か否かが審

理判断に重大な影響を及ぼし得るのではないかとの指摘もあった。 

ウ  現時点において考えられる対応策 

以上のような現在の実務上の取扱い等を踏まえると、提出された証拠がＡ

Ｉを利用して偽造等がされたものであった場合には、これを判別することが

外形上困難である可能性が高いからといって、直ちに、裁判所における判断

（要証事実の認定）が極めて困難となるとまではいえず、また、ＡＩによる

偽造等である旨の主張がされるだけで、フォレンジック費用等を要すること

となり、費用負担の観点から実質的に立証を断念せざるを得ないといった事

態が生じるとまではいえないように思われる。 

また、ＡＩに関する技術が日々進展していること、ＡＩによる偽造等でな

いと判定するための技術的フローが確立されているとはいえないことなどに

照らすと、現時点で、ＡＩによる偽造等がされた証拠の判断枠組みを設ける

ことは時期尚早であるように考えられる。 

以上を踏まえると、まずは、法律実務家において、偽造証拠等が問題とな

る事案類型等に応じた具体的検討やそれを踏まえた対応等が期待される（た

だし、その判断手法等の公表が悪用され得るリスクがあることにも留意が必

要であろう。）。 

４  エンハンスされた証拠 

エンハンスについては、前記１のとおり、偽造等とは異なり、これを用い

ることで原資料の内容を分かりやすくする等の点で有用な場面もあり得るよ

うに考えられ、意図しないうちにエンハンスされていた証拠も含めてエンハ

ンスされた証拠の提出を一律に禁止することは相当ではないように思われる。

一方で、エンハンスも程度等によっては、証拠評価を誤らせるなどの危険性
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もあることから、意図的にエンハンスしたような場合については何らかの対

応が必要であることも想定される。もっとも、エンハンスの程度を客観的に

区別した上で証拠提出を禁じるようなルールを的確に定めることは困難であ

るように考えられる。 

そうすると、まずは、当事者がエンハンスした証拠を提出するに際しては、

エンハンスした旨を明示することで、裁判所及び相手方当事者が証拠評価を

誤る危険性を低減させることが考えられる。具体的には、裁判所において、

証拠の申出をした当事者に対し、当該証拠についてＡＩの利用の有無及び範

囲等を明らかにするよう求めるような取扱いをすることが考えられる。 

そのような取扱いについては、現行制度においても、訴訟指揮権の行使

（民事訴訟法１４８条）による対応のほか、民事訴訟においては、書証の申

出をするときは、文書の記載から明らかな場合を除き、文書の標目、作成者

及び立証趣旨を明らかにした証拠説明書を提出しなければならないこととさ

れている（民事訴訟規則１３７条）ところ、ＡＩを用いて原資料を加工して

作成した証拠についても、証拠説明書において、加工前の資料の作成者と異

なっている場合にはその旨を記載し、ＡＩにより加工したことの目的を立証

趣旨として明らかにしたりするといった対応が考えられる（なお、エンハン

スをしたにもかかわらず、その申告をしなかった場合には、エンハンスの程

度、申告をしなかった理由、明示的な釈明があったかどうかなどの一切の事

情を踏まえ、そのことを弁論の全趣旨として考慮されることもあり得るよう

に考えられる。）。 

以上を踏まえると、まずは、法律実務家において、証拠説明書の活用など

も含め、証拠の申出に際して、当該証拠についてＡＩの利用の有無及び範囲

等を明らかにすることを励行するプラクティスを確立するなどの対応が期待

される。また、上記のようなプラクティスを検討するに際しては、ＡＩを利

用した証拠それ自体を直ちに否定的に評価するのではなく、証拠評価との関

係で問題となり得るＡＩ利用を類型的に整理していくことが重要であるとの

意見があった。 

５  今後の取組の方向性 

以上のとおり、証拠提出の前提となる訴訟代理人の対応等、更には偽造等

やエンハンスがされた証拠について、現時点で考えられる対応策等について

検討を進めてきたところであるが、ＡＩを利用した偽造証拠等が提出され、

それによって判断が歪められるような事例が多数発生することとなれば、司

法に対する信頼を失いかねないことから、裁判所は強い危機感を持つべきで

はないかとの指摘もされたところである。 
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このような意見も踏まえ、今後とも、裁判所及び弁護士・司法書士におい

ては、ＡＩを利用した偽造証拠等の取扱いの実情を的確に把握し、証拠提出

ルールの在り方やＡＩによる偽造等がされた証拠についての判断枠組みにつ

いて不断の検討を続け、必要に応じて立法に向けた検討を行っていくことが

期待される。また、上記の検討に当たっては、デジタル・データの内容の真

正性を保障する技術の開発・利用についての法律実務家以外の知見も重要で

はないかとの意見もあった。 

さらに、具体的な紛争において終局的な解決を行うという司法としての性

格上、受動的な対応となってしまうことにやむを得ない側面はあるものの、

法律実務家や学術研究者においては、民事訴訟手続においてＡＩによる偽造

等への受動的な対応策を検討するのみならず、翻って民事訴訟手続における

ＡＩによる偽造等の影響を最小化するという観点から、デジタル・データの

内容の真正性を保障する技術仕様の在り方やこれらの技術の利活用の方策に

ついて、社会全体に情報発信していく必要もあるのではないか、といった問

題提起もされた。 

第７  ＡＩ時代における司法の在り方とその課題  

これまで想定ユースケース及び想定基本機能を中心として民事司法分野に

おけるＡＩの利活用の可能性とこれに伴う諸課題を検討してきたが、民事司

法分野におけるＡＩの利活用が司法やこれを支える法律実務家の役割に大き

な影響を与えることは不可避であると考えられる。また、ＡＩの利活用の進

展に伴い、学生、司法修習生、経験の浅い法律実務家に対する教育・研修の

機会の減少や専門的な職能の基礎となる法的分析力や批判的思考力が育ちに

くくなる可能性が指摘されるところである。 

そこで、本研究会においても、これまでの検討を振り返って、ＡＩ時代に

おける民事司法の在り方とその課題として、民事司法分野におけるＡＩの利

活用が司法やこれを支える法律実務家の役割にどのような影響を与えるか、

またその影響をどのように受け止めるべきか、について検討を行うとともに、

今後の法律実務家等に対する教育・研修の在り方についても検討を行った。 

１  民事司法分野におけるＡＩの利活用が司法やこれを支える法律実務家の

役割に与える影響 

(1) 民事司法分野におけるＡＩの利活用の意義 

国民が民事司法に期待するものは端的に何かと言えば、それは国民が利用

者として容易に司法へアクセスすることができ、多様なニーズに応じて充
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実・迅速かつ実効的な司法救済を得られるということである 23が、本研究会

でのこれまでの議論の中では、民事司法分野におけるＡＩの利活用によって、

このような国民の期待により一層応えていくべきであることにもとより異論

はなかった。すなわち、適正・迅速かつ実効的な司法救済という視点から、

例えば、想定ユースケースである争点整理場面でのＡＩの利活用は、民事裁

判を充実・迅速化することに資することが期待され、司法へのアクセスとい

う視点からは、例えば、手続案内用チャットボットの設置は、司法アクセス

の更なる拡充に資することが期待される。また、国民の期待に応える民事司

法の人的基盤である法律実務家の業務におけるＡＩの利活用は、例えば、リ

ーガルリサーチサービスの利活用により、法律実務家がその中核的事務に注

力することを容易にするとともに、弁護士・司法書士業務における法的分析

機能の利活用により、依頼者のニーズに適合した戦略的・戦術的な事務処理

の質を向上させることが期待される。 

そして、これらの場面でのＡＩの利活用は、民事司法の標準化・均質化・

安定化に資する 24とともに、裁判所や法律実務家という限られた社会的資源

のより最適な形での再配分を促すものと考えられる。このように民事司法分

野におけるＡＩの利活用は、民事司法の機能をより強化し、もって民事司法

に対する国民の期待により一層応えるものとして、積極的な意義があると考

えられる。 

この点に関し、民事訴訟の新受事件数は近年減少傾向にあり、また新規弁

護士登録のない地方の弁護士会が複数存在すること等を踏まえると、司法ア

クセスの維持・拡充策を真剣に検討すべきであり、その一方策として民事司

法分野におけるＡＩの利活用に目を向けるべきであるとの意見があった。 

(2) ＡＩによる司法作用代替の可能性 

ア 前記(1)のとおり、民事司法分野におけるＡＩの利活用は、民事司法の

機能をより強化し、もって民事司法に対する国民の期待により一層応える

ものとして、積極的な意義があると考えられるが、他方で、これまで検討

してきたとおり、想定ユースケースや想定基本機能につき、ＡＩの利活用

には大小問わず様々なリスク・課題等が存在することから、これらの影響

度合いに応じた適切な対策を講じていくこと（リスクベースでのアプロー

 
23 司法制度改革審議会意見書１４頁参照 
24 「信頼できるＡＩツールの使用は、司法制度における「ノイズ」を減少させ得る。

ノイズとは、故ノーベル賞受賞者 Daniel Kahneman および共同研究者 Olivier Sibony

ならびに Cass R. Sunstein により定義されたように、本来同一であるべき判断におけ

る望ましくない変動性を指す。」（ UNESCO・裁判所におけるＡＩシステムの使用に関す

るガイドライン「序論」より抜粋（仮訳））との見解もある。 

https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000396582
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000396582
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チ）が必要であることも異論はなかったところである。そして、一般に、

ＡＩの利活用の態様として、「補助」（人の意思決定等に対してＡＩが補助

（支援）をすること）と「代替」（人に代わってＡＩが意思決定等を行うこ

と）に大別した議論がなされることがあるが、本研究会における検討の中

では、裁判官は、想定ユースケースのみならず想定基本機能の利活用の場

面においても、その出力をその根拠となった資料と共に確認した上で利活

用することが必要であるとされ、裁判官による判断を代替することは想定

していない。 

もっとも、ＡＩは、その技術的進展が急速であり、ＡＩ技術における更な

るブレークスルーもあり得るところ、重要な事柄の判断をＡＩに委ねること

やＡＩの回答をもとに重要な意思決定を行うことは、若い世代には受け入れ

られやすいかもしれない、そのような社会の意識の変化は、民事司法制度の

望ましい在り方にも影響を及ぼすことにもなるのではないかとの意見があっ

たことも踏まえ、あえて思考実験として、ＡＩに司法の作用を代替させると

いった方向性があり得るのかについて検討を試みることとした。 

この点、日本国憲法は、裁判所における裁判を受ける権利を保障する（３

２条）とともに、三権分立の原則の下に、「第６章 司法」において、裁判官

の職権行使の独立と身分保障について周到な規定を設けており、その制定当

時、人間以外の者が裁判を行うことが想定されていなかったことは明らかで

ある。 

もっとも、司法は、具体的な事件・争訟を契機に、法の正しい解釈・適用

を通じて、当該事件・争訟を適切に解決して、違法行為の是正や被害を受け

た者の権利救済を行う役割を担い、これを通じて法の維持・形成を図ること

が期待されているところ、憲法は、その前文において、あらゆる国家の行為

は、国民の厳粛な信託によるものであるとする国民主権の原理を宣言してお

り、具体的な事件・争訟につき、法と事実に基づいて公正な裁判を行うため

には、法的分析能力や事実認定能力といった高度な法的専門性を要すること

から、裁判の基本的な担い手として、法律専門職である裁判官を想定し、司

法権の行使を信託したものと考えられる。 

そして、憲法は、「すべて国民は、個人として尊重される」ことを定めて

いるところ（１３条）、国家権力の一部である司法も、具体的な事件・争訟

において、個人の人格を適正に配慮して、適正な手続の下、当事者と裁判官

が同じ場で人間として対話することによって紛争を解決する点に重要な価値
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があるというべきである 25。このような観点からは、ＡＩではなく、人間で

ある裁判官が国民と向き合いながら裁判を行うことが求められ、ＡＩに司法

の作用を代替させることを指向することは相当ではないと考えることについ

て異論はなかった。 

以上の検討と同様の観点から、事実認定や法の解釈適用は、それぞれの時

代の信義や正義、公平といった抽象的規範に立脚した評価的側面を排除でき

ず、裁判官は、現実社会で活動する紛争当事者を目の当たりにしつつ、その

社会的背景や個別事情を考慮して判断を下すものであり、判決書は、体裁上

は画一的であっても、その内実には対立当事者双方の現実の権利に対する責

任と人間的な配慮、つまり当事者に向けた個別のメッセージが内包されてお

り、だからこそ当事者は判決に納得する、訴訟事件を始めとする法的紛争は

個別性が極めて強く、裁判官は紛争の実態に鑑み、判決では紛争の抜本的な

解決たり得ないと判断した際には、当事者双方の個別事情を踏まえて和解を

勧め、事案の特性に応じた説得や調整を行っており、その内容は時に法創造

をも含むものであり、ＡＩによって対応できるものではないとの意見、基準

や方針を定めるのは人間・社会であり、ＡＩの出力が基準や方針に則ったも

のか否かは人間が常に確認する必要があるとの意見、最終的な責任主体とし

て人間の裁判官が関与する意義は、今後も容易には失われないとの意見があ

った。 

なお、ＡＩは、そのアルゴリズムによって自動的に一定値を出力するもの

であるから、法規範の定立・個別の事案の確定（事実認定）・法の解釈適用

（あてはめ）が連続・一体的なものとなり、その区別が消失することになる

と考えられることから 26、上記の司法の役割それ自体についてのパラダイム

シフトが生じるとともに、ひいては一般的抽象的規範を中心とする法規範の

定立を主要な役割とする「立法」の在り方、更には憲法が定める国家の統治

機構全般に影響を与えることになるのではないかとの意見があった。 

イ 前記アの検討においては、以下のような議論があった。 

 
25 「法の下ではいかなる者も平等・対等であるという法の支配の理念は、すべての国

民を平等・対等の地位に置き、公平な第三者が適正な手続を経て公正かつ透明な法的

ルール・原理に基づいて判断を示すという司法の在り方において最も顕著に現れてい

ると言える。それは、ただ一人の声であっても、真摯に語られる正義の言葉には、真

剣に耳が傾けられなければならず、そのことは、我々国民一人ひとりにとって、かけ

がえのない人生を懸命に生きる一個の人間としての尊厳と誇りに関わる問題であると

いう、憲法の最も基礎的原理である個人の尊重原理に直接つらなるものである。」（司

法制度改革審議会意見書５頁より抜粋）との考え方と軌を一にするものといえよう。  
26 「デジタル技術を活用した行政に関する法的課題の調査研究報告書」（令和６年３

月）においても行政処分について同種の指摘がされている。  

https://www.soumu.go.jp/main_content/000984030.pdf
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(ｱ) 既存情報を前提として統計的出力を生成するＡＩは、たとえ論理的推論

を通じた最適化出力をなし得る応用技術が加わってもなお司法作用を代替し

得るものではなく、過去に蓄積されてきた少数派への構造的権利侵害を是正

するどころか、増幅・固定化させる結果（差別の再生産）を招く可能性があ

る、もし仮に、法曹に類似した評価的な出力をなし得るＡＩが出現したとし

ても、その出力は同ＡＩを設計・開発した者の価値判断を反映した出力調整

の結果にすぎず、法曹教育と職業倫理上の制約等を通じて適切性の担保され

た法曹の判断とは一線を画するものと捉えるべきであるとの意見 27があった。 

これに対しては、人間の考えこそが過去の経験の積み重ねであり、ＡＩへ

の入力によって対応することは可能であるとの意見や、むしろ過去に蓄積さ

れてきた少数派への構造的権利侵害を是正する方向性でＡＩを利活用してい

くということも考えられるのではないかとの意見もあった。 

もっとも、これらの意見は、いずれも裁判官がＡＩを利活用するに際して

は、ＡＩの出力に裁判官が判断すべき事項の全てを委ねるのではなく、裁判

官がその意思をもって自律的にＡＩの出力に何を期待するのかを検討して、

それに沿った指示を行い、さらにその出力内容を確認することが必要である

ことを前提とするものという点において、大きな相違はないとの意見もあっ

た。 

(ｲ) また、司法は単なる結論導出手続ではなく、「誰が判断したのか」「なぜ

その判断に至ったのか」という説明責任や、結論に至るまでの手続の透明性

に基づく当事者の納得可能性を含む制度であるとの意見や、確率的数理モデ

ルであるＡＩは出力を完全に統制できないブラックボックスであるとの意見

があった。この意見の背景には、裁判は、その判断を正当化する理由を示す

ことが求められるとともに、その判断までの手続についても透明性が求めら

れてきたのに対し、ＡＩによる判断は、途中の過程を可視化することが困難

である（ブラックボックス化、判断に関する説明の不足）との考え方がある

 
27 「ＡＩツールは、的確な法的推論、人間の判断、又は個別具体的な法的助言の代替

となることはない。例えば、大規模言語モデル（ＬＬＭ）によるＡＩチャットボット

は、その学習データにおいて検出された言語形式の集まりを、『これらがどのように

結合するかについての確率的情報に従うものの、意味を参照することなく』つなぎ合

わせることによってテキストを生成する。これらＡＩツールは、的確な法的推論の代

替となることはない。なぜなら、それらは法的問題についての根拠も文脈的理解も有

しないからである。」（前掲注 24〔UNESCO・裁判所におけるＡＩシステムの使用に関す

るガイドライン〕「結論」より抜粋（仮訳））との見解も同旨であると考えられる。こ

の見解に対しては、「意味」や「文脈的理解」の用法が適切とはいえないのではない

か、人間も「意味」を理解しているといえるのか議論があるところであり、またＡＩ

は文脈を取り込んでいくということも可能になりつつあるとの意見があった。  
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ものと考えられる。 

これに対しては、ブラックボックスについては、人間の判断もブラックボ

ックスであるともいえるし、確率的モデルであることと出力の揺らぎ（ラン

ダム性）は別問題であり、後者についてはこれを低減させていくことも可能

であると考えられるとの意見もあった。 

(3) 民事司法分野におけるＡＩの利活用が法律実務家の役割に与える影響 

前記(2)アのとおり、法と事実に基づいて公正な裁判を行うためには、法

的分析能力や事実認定能力といった高度な法的専門性を要することから、裁

判の基本的な担い手として、法律専門職である裁判官が想定されるが、訴訟

手続で重要な役割を果たしている訴訟代理人となる弁護士・司法書士につい

ても、裁判官と同様に高度な法的専門性を要することは明らかである。そし

て、前記(1)のとおり、これらの法律実務家の業務におけるＡＩの利活用が

進展することで、民事司法の標準化・均質化・安定化につなげ、もって法律

実務家に求められる高度な法的専門性を維持・向上させることが期待されて

いる。 

また、ＡＩの技術的進展によっても法律実務家の果たしてきた役割・意義

が容易には失われないとしても、そのことは何ら課題がないことを意味する

ものではない。すなわち、高度の法的専門性の維持・向上を検討するに当た

って、法律実務家によって実現される高度の法的専門性は、時に国民の理解

を困難にし、その感覚から乖離したものにもなりかねない側面を持つことや

過去に蓄積されたバイアスがその背後に潜んでいる可能性があることにも留

意しなければならないであろう。今後、このような高度の法的専門性の国民

からの乖離や無意識のバイアスといった法律実務家の潜在的な課題に真摯に

向き合いながらＡＩの利活用を進めることにより、民事司法の機能をより強

化し、もって民事司法に対する国民の期待により一層応えていくことも重要

になってくるのではないかと考えられる。 

さらに、法律実務家がその業務においてＡＩの利活用を進めるに際しては、

その求められる役割を自覚的に議論し、ＡＩの利活用において求められるヒ

ューマン・イン・ザ・ループの内実を確保していくことが重要であり、その

上で、ＡＩの利活用を契機に法律実務家がそれぞれの役割の在り方等につい

ても意識的に議論をすることが求められる（前記第３の４(1)イ、同５参照）。 

２  今後の法律実務家等に対する教育・研修の在り方 

(1) ＡＩ時代に求められる能力等 

ＡＩ時代の法律実務家等においては、ＡＩの出力が法的・倫理的に妥当で

あるかを批判的に検証する能力が求められることに異論はなく、このような
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能力は、基礎的な法知識や法的分析能力が前提となるものと考えられる。特

に、ＡＩの技術的進展に伴って、現在以上にもっともらしい出力がされるよ

うになり、ＡＩの出力を過信するおそれが高まることに照らせば、ＡＩの出

力を批判的に検証する能力は、今後一層重要になってくると考えられる。 

また、ＡＩ時代において法律実務家等に必要な能力については、これまで

ОＪＴの一環として経験の浅い法律実務家が担当してきた比較的単純な業務

は、ＡＩの利活用により処理することが効率的であると考えられるようにな

りつつあることから、そのような業務を通じて培われてきた高度の法的専門

性を維持・向上させることが難しくなる可能性があるとの指摘も踏まえ、引

き続き専門家の間で議論した上で、教育・研修の在り方を検討していく必要

があるとの意見があった。 

(2) 教育・研修の在り方 

ア  法曹養成 

ＡＩ時代において法律実務家に求められる能力を踏まえ、法学部、法科大

学院、司法修習の各段階における教育・研修の在り方について、議論を行っ

た。 

学生を対象とする法学部・法科大学院における教育、司法修習生を対象と

する司法修習の各段階において、法律実務家等によるＡＩの利用を前提とし

たカリキュラム等の見直しや、各段階相互の連携という視点が重要であるが、

現状では、ＡＩ時代において法律実務家に求められる能力を十分に涵養する

ことはできないのではないかという点について異論はなかった。 

その上で、ＡＩやこれを用いたリーガルテックに関し、ＡＩの本質的機能

やその出力の信頼性及び危険性等の基本的なリテラシーを適切に習得するこ

とができるような教育・研修が必要であるとの意見があった。特に、大学に

おいて、法律しか勉強しないという姿勢ではなく、ＡＩリテラシーも含め、

幅広いリベラルアーツを学んだ上で、ＡＩの限界について俯瞰的に見ること

ができる能力を育成することが重要ではないかとの意見があった。 

この点、ＡＩが飛躍的な進展を遂げ、ＡＩを活用したリーガルテックサー

ビスが普及していく中で、学生、司法修習生、経験の浅い法律実務家が安易

にＡＩに依存するようになると、教育や研修の機会が減少し、専門的な職能

の基礎となる法的分析能力や批判的思考力が育ちにくくなる可能性があると

の指摘もあった。 

これに対しては、ＡＩの出力を鵜呑みにせず、その妥当性を批判的に検証

する能力はこれまで以上に重要となることから、ＡＩに頼らない高度の専門

的な法律知識や、これを前提とした法的思考力・批判的思考力を涵養するた
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めの教育は、今後の法曹養成の中核であり続けるべきであるとの指摘があっ

た。 

また、ＡＩを含めて何も参照できない状態での能力を判定する方式の試験

（closed-book exam）によって受験生の能力を測ることは引き続き重要にな

るのではないかとの意見もあった。 

さらに、ＡＩ時代において法律実務家が果たすべき役割や専門職としての

責任について、引き続き教育・研修の中で十分に涵養していくべきであると

の意見があったほか、ＡＩによって代替できることと、人間にしかできない

こと・人間が担うべきことは何かを考え続ける姿勢が重要であるとの指摘も

あった。そして、教育・研修内容の検討に伴い、司法試験・司法書士試験の

在り方や、司法修習生考試の在り方についても検討が必要になるとの指摘が

あり、米国の司法試験（NextGen Bar Exam）においても、本年より記憶重視

の試験から実務で求められる批判的な思考能力を測る試験への変更があると

の紹介があった。他方で、試験において能力を測ることも重要であるが、法

律実務家は、従前からＯＪＴを通じて日々能力を鍛錬してきたところである

から、むしろ、法律実務家になった後のＯＪＴを通じた研さんがより重要で

あるとの意見もあった。なお、これまで大学においては、実践的な教材を作

成することが困難であることから実践的な教育を実施することも困難であっ

たが、ＡＩを利活用すれば、具体的な相談事例教材を容易に作成することが

できる可能性があり、実務に出る前であっても、大学において実践的な教育

を実施することができる可能性を指摘する意見もあった。 

イ  裁判官の研修 

今後、裁判官についても法的分析能力や事実認定能力等の高度の法的専門

性を維持しつつ、ＡＩリテラシーの向上を図っていくことが不可欠であると

考えられる。もっとも、裁判官は、その職権行使の独立が担保されているこ

とに鑑み、その能力の維持向上に向けた自主的な研さんが期待され、その研

さんを支援する観点から研修が行われているという特殊性にも配慮した取組

が必要であると考えられる。 

すなわち、裁判官は、従来から、自らが担当する事件の審理や部に所属す

る裁判官との合議等の中でその能力を伸張させることを基本としつつ、先輩

裁判官が後輩裁判官に対して様々な場面を通じて審理運営のノウハウを伝承

してきたところであるが、今後も裁判官に求められる高度の法的専門性を維

持するという観点から、このような取組を継続し、更に強化していくことが

望まれる。また、裁判官によるＡＩの利活用については、ＡＩの利活用に関

する各種知見が裁判官に適時に提供されるとともに、アーリーアダプターと
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呼ばれる比較的早期に適応し、裁判官集団の中で影響力を発揮する者が現れ

て、ＡＩの利活用の成功例や失敗例が様々な場面で他の裁判官にも伝えられ、

議論がされることで、汎用性のあるＡＩの利活用の手法が確立され、裁判官

集団全体でＡＩの適正な利活用が進められていくことが期待される。 

もちろん、こうした取組は、裁判官によるＡＩの利活用そのものを目的と

するものではなく、ＡＩの利活用を通じて民事訴訟の審理運営や民事司法の

在り方についても活発な議論がされることにより、当事者・国民にとってよ

り良い社会が形成、維持されていくことにつなげていく必要があり、裁判所

は、このような議論がされる土壌の醸成に意を用いることが望ましい。例え

ば、前記第３の２(3)エのとおり、裁判所内部では各裁判官が使用している

プロンプトを任意に共有し合うことによって、ＡＩの出力の精度を上げてい

くことに活用できるのではないかといった意見に異論はなかったところであ

るが、若手を中心にＡＩに親和性がある裁判官が経験豊富な裁判官に対して

効果的なプロンプトを紹介する一方で、経験豊富な裁判官が経験の浅い裁判

官に主張整理の在り方といった基礎的な知見やノウハウを紹介するといった

形での好循環が生まれることを期待したい。 

ウ  弁護士・司法書士の研修 

今後、弁護士・司法書士についても、裁判官と同様に、法的分析能力や事

実認定能力等の高度の法的専門性を維持しつつ、ＡＩリテラシーの向上を図

っていくことが不可欠であると考えられるが、まず、経験の浅い弁護士・司

法書士については、前記(1)のとおり、その担当してきた比較的単純な業務

がＡＩの利活用により処理することが効率的であると考えられるようになり

つつあり、これらの業務を通じて培われてきた高度の法的専門性を維持・向

上させることができなくなる可能性があることを踏まえ、後進の育成の手法

を再検討する必要があるのではないか、との指摘があった。また、前記第３

の４(1)イのとおり、ＡＩの利活用は、訴訟代理人の役割にも影響を及ぼし

得るところであり、弁護士・司法書士は、訴訟代理人として求められる役割

を自覚して、ＡＩの利活用において求められるヒューマン・イン・ザ・ルー

プの内実を確保していくことが重要であると考えられるから、経験豊富な弁

護士・司法書士についても、いわゆるリスキリングを含めたＡＩリテラシー

の涵養等が重要となってくるのではないか、との指摘があった。 

さらに、弁護士・司法書士は、裁判官と異なり、市場による競争にさらさ

れているとはいえるものの、市場競争に委ねるだけでなく、弁護士会や司法

書士会という職能団体として、個々の弁護士・司法書士に対し、ＡＩ時代に

おいて求められる弁護士・司法書士の能力を踏まえた研修の在り方等を自律
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的・継続的に検討していく必要があるのではないかという指摘があった。 

第８  おわりに  

１ 本研究会におけるこれまでの議論を踏まえ、改めて以下の点を指摘して

おきたい。 

(1) 民事司法分野におけるＡＩの利活用は、それ自体を目的とするのではな

く、ＡＩという新たなテクノロジーの進展を民事紛争のより適切な解決、更

には紛争発生の予防につなげていくことで、我が国の社会経済の発展を促し、

より良い社会を形成、維持することを目的とすべきことをまず強調しておき

たい。 

(2) 本研究会では、ＡＩの技術的進展やその社会への実装が法や裁判、更に

は裁判官、弁護士・司法書士を始めとする法律実務家の在り方に変革を迫る

と同時に、法や裁判の側からＡＩという技術の選択や統制を行っていくとい

う、法や裁判とＡＩという新たなテクノロジーがクロスオーバーする局面を

取り扱う必要に迫られたところである。 

そのため、本研究会においては、民事司法の機能を維持、向上し、これに

対する信頼を高めていくという観点から、法律実務家のほか、リーガルテッ

ク企業から実務の現状も聞きながら、具体的な民事訴訟実務の場面を想定し、

ＡＩの技術的進展の状況と照らし合わせて、民事司法分野においてＡＩがど

のように利活用され得るのかについて、これに伴うリスク・課題等も含めて

検討した。この検討の過程においては、本研究会に参加する法律実務家から、

民事訴訟を利用した法的紛争の解決までの流れの中で、法律実務家が法的分

析能力や事実認定能力を活用して職務を遂行している実情等について説明が

行われ、情報処理的視点と法的視点・法律実務家的視点の双方から疑問点や

問題意識が示される中で、これまで法律実務家及び学術研究者がいわば当然

であるかのように認識していた法や裁判、更には法律実務家の価値や役割の

言語化を迫られることとなった。そして、このような技術的側面と法的・実

務的側面を架橋した双方向での議論は、ＡＩに司法の作用を代替させること

ができるのか、ＡＩではなく、人が裁判を行う意義は何か、といった基本的

かつ根源的な論点についての議論を深めることにもつながるものであった。

また、この議論の中では、法律実務家及び学術研究者にとって自己弁護的な

ものとなってはならず、当事者・国民にとってどのように受け止められるの

かを意識すべきである、民事司法分野におけるＡＩの利活用が民事訴訟の充

実化・迅速化、司法アクセスの維持・拡充など、当事者・国民にとって便益

につながっているかにまで遡った検討が必要である、といった指摘も繰り返

しなされたところである。 
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今後、民事司法分野におけるＡＩの利活用の検討が進められる中でも、法

律実務家及び学術研究者は、改めて、法や裁判、法律実務家の価値や役割を

見つめ直し、その内実を当事者・国民にも分かりやすい形で明らかにするこ

とにより、民事司法分野におけるＡＩの利活用の在り方のみならず、民事司

法の存在意義についても広く国民の理解を得て、民事司法に対する信頼を高

めていくことが求められる。 

(3) 本取りまとめは、短期的な課題のみならず、中長期的な課題も含んでい

るところ、本研究会では、まずは幅広い観点から議論を開始するとともに、

ＡＩの技術的進展が急速であることを考慮して、網羅的に十分な議論を行う

ことよりも、一定の期間内において論点を整理した上で議論の取りまとめを

行って、その結果を公表することを目指したところである。現に本研究会が

発足した令和７年１１月時点と本取りまとめを公表した令和８年８月時点を

比較しただけでも、ＡＩの技術的進展には目を見張るものがあった 28ように、

本取りまとめで指摘した課題が課題とはいえなくなったり、他方で予期しな

かったような新たな課題が生じたりすることも想定されるところである。 

そこで、法律実務家及び学術研究者においては、本研究会で指摘した課題

のうち、教育や研修に関する課題も含め、短期的な課題については、速やか

に具体的な検討が開始されるとともに、中長期的な課題についても、その問

題意識を共有した上で、本取りまとめに対する批判も含めて議論が始まって

いくことで、不断かつ柔軟に見直しがされることが望まれる。 

２ 最後に、本取りまとめが、法律実務家及び学術研究者のみならず、広く

国民一般の中で、民事司法分野におけるＡＩの利活用のみならず、民事司法

の在り方についての批判も含めた議論の端緒となることによって、我が国に

おいてより良い社会が形成、維持される一助となれば幸いである。 

  

 
28 Claude Mythos Preview を始めとするフロンティアＡＩモデルによる脆弱性の発

見・修正等のサイバーセキュリティ性能の急速な向上やこのようなＡＩモデルへのア

クセス権が制限される事態が生じたことはその一例である。  
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別添１  

令和８年６月２６日現在  

「ＡＩ時代における民事司法を考える研究会」委員名簿  

（五十音順）  

 

座   長       宍戸 常寿   東京大学教授  

委   員       石田 京子   早稲田大学教授  

内海 博俊   東京大学教授  

狩野 芳伸   静岡大学教授  

加毛  明   東京大学教授  

湯淺 墾道   明治大学教授  

関係省庁等  

法務省        甲元 雅之    大臣官房司法法制部参事官  

太田 章子   民事局参事官  

最高裁判所      長田 雅之   事務総局デジタル総合政策室  

総括参事官  

石渡  圭   事務総局デジタル総合政策室  

参事官  

日本弁護士連合会   篠島 正幸   第二東京弁護士会  

日本司法書士会連合会 隂山 克典   広島司法書士会  

オブザーバ  

デジタル庁  
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別添２  

「ＡＩ時代における民事司法を考える研究会」開催状況  

 

第１回研究会  令和７年１１月７日  

第２回研究会  令和７年１１月２１日  

第３回研究会  令和７年１２月１２日  

第４回研究会  令和７年１２月２６日  

第５回研究会  令和８年１月２１日  

第６回研究会  令和８年１月２９日  

第７回研究会  令和８年３月４日  

第８回研究会  令和８年４月２日  

第９回研究会  令和８年４月２４日  

第１０回研究会 令和８年５月１４日  

第１１回研究会 令和８年６月５日  

第１２回研究会 令和８年６月２６日  

 

第１回分科会  令和８年２月２６日  

第２回分科会  令和８年３月３１日  
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別添３－１  

用語  意味  

AI 「AI システム（以下に定義）」自体又は機械学習をする

ソフトウェア若しくはプログラムを含む抽象的な概念。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.9） 

生成 AI 文章、画像、プログラム等を生成できる AI モデルに基

づく AI の総称。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.10） 

AI システム 活用の過程を通じて様々なレベルの自律性をもって動

作し学習する機能を有するソフトウェアを要素として含

むシステム（機械、ロボット、クラウドシステム等）。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.9） 

生成 AI システ

ム 

生成 AI を構成要素とする AI システム。 

（「AI 事業者ガイドライン」P.9、P.10 に基づき作成） 

AI モデル AI システムに含まれ、学習データを用いた機械学習に

よって得られる、入力データに応じた予測結果を生成す

るモデル。 

（「AI 事業者ガイドライン」P.10 に基づき作成） 

生成 AI モデル 文章、画像、プログラム等を生成できる AI モデル。 

（「AI 事業者ガイドライン」P.10 に基づき作成） 

大規模言語モ

デル（LLM） 

文章や単語の出現確率を深層学習モデルとして扱う言

語モデルを、非常に大量の訓練データを用いて構築した

もの。 

（出典：AI プロダクト品質保証コンソーシアム「AI プロ

ダクト品質保証ガイドライン 2025.04 版」P.10-1） 

AI ガバナンス AI の利活用によって生じるリスクをステークホルダー

にとって受容可能な水準で管理しつつ、そこからもたら

される正のインパクト（便益）を最大化することを目的

とする、ステークホルダーによる技術的、組織的、及び

社会的システムの設計並びに運用。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.10） 

学習 学習とは、データを用いて AI モデルのパラメータを決

定または改善するプロセスである。場合によって、 AI モ

デルの汎化性能を形成し、パラメータを最適化する事前

学習と、必要に応じた継続的なパラメータ調整を行う事
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後学習の二つのプロセスから構成される。学習には、教

師あり学習、教師なし学習、強化学習などの手法が含ま

れる。学習で用いるデータは、AI モデルの構築・評価に

利用する訓練データ、検証データ、テストデータに分け

られる。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.10） 

生成 AI システ

ム特有のリス

クケース 

生成 AI システムの特有のリスクが顕在化した状態又は

その可能性を有する兆候や事象が認められる状態のう

ち、重大な影響を及ぼし得るもの。 

（詳細は、政府ガイドライン「6.7 生成 AI システム特有

のリスクケースへの対応」参照） 
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別添３－２  

用語 意味 

AI エージェン

ト 

特定の目標を達成するために、環境を感知し自律的

に行動する AI システム。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.11） 

AI リテラシー AI がもたらすリスクの社会的受容可能な水準は変

わり得ることを認識し、便益の最大化とリスクの抑制

を図れるよう、知識・能力を身に付けるとともに、倫

理観を保持すること。  

（出典：「AI 指針」P.4） 

RAG(Retrieval 

Augmented 

Generation） 

事前学習されたパラメトリックメモリと非パラメト

リックメモリ(すなわち検索ベースのメモリ)を組み合

わせた言語生成モデル。例えば、企業において、社内

文書やデータベース等を検索し生成 AI の回答の精度

を高めることに使われている。 

（「AI のセキュリティ確保のための技術的対策に係る

ガイドライン」P.23 に基づき作成）  

アノテーショ

ンデータ 

データセットの背景となる状況や文脈についての情

報。 

エンハンス AIにより画像や動画の画質、解像度、鮮明さを向上

させる、ノイズを除去することなど。 

オンプレミス 従来型の構築手法で、アプリケーションごとに個別

の動作環境（データセンタ、ハードウェア、サーバー

等）を準備し、自らコントロールするもの。 

（出典：「政府情報システムにおけるクラウドサービ

スの適切な利用に係る基本方針」P.4） 

クラウドサー

ビス（クラウ

ド） 

事業者等によって定義されたインタフェースを用い

た、拡張性、柔軟性を持つ物理的又は仮想的なリソー

スにネットワーク経由でアクセスするモデルを通じて

提供され、利用者によって自由にリソースの設定・管

理等が可能なサービス。IaaS、PaaS、SaaSなどの形態

がある。 

（「政府情報システムにおけるクラウドサービスの適

切な利用に係る基本方針」P.3 に基づき作成） 

事後学習 事前学習済みの AI モデルに対して、特定の用途に
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適応させるために行われる追加の学習プロセスのこ

と。特定の専門知識の補完や、人間の意図・価値観に

沿った応答を制御するアライメントを含み、実務環境

の変化やニーズに応じて継続的に実施される。主な手

法として、ファインチューニングや、データの追加に

よる再学習などがある。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.10） 

システム監査 プロジェクトの目標を達成するため、その整備又は

管理を行う情報システムに存するリスクとその対応状

況を客観的に評価し、問題点の指摘及び改善案の提示

を行うもの。 

（「デジタル・ガバナンス社会推進標準ガイドライ

ン」P.29 に基づき作成） 

事前学習 AIモデルの汎化性能を形成し、パラメータを最適化

すること。 

（「AI 事業者ガイドライン」P.10 に基づき作成） 

自動化バイア

ス 

人間の判断や意思決定において、自動化されたシス

テムや技術への過度の信頼や依存が生じる現象。 

（出典：「AI 事業者ガイドライン」P.15） 

ソブリン AI 一般的に、AIの開発・学習・運用に必要となるデー

タ、計算資源・インフラ、モデル、人材などを可及的

に自国内で調達・管理し、国外への依存を抑制しよう

とする政策・方針のこと。 

ハルシネーシ

ョン 

生成 AI が事実と異なることをもっともらしく回答

すること。 

（「AI 事業者ガイドライン別添」P.19 に基づき作成） 

ヒューマン・

イン・ザ・ル

ープ(Human in 

the loop) 

人がＡＩのタスク実行の流れに直接関与する仕組

み。 

（出典：「人工知能基本計画」P.18） 

プロンプティ

ング 

大規模言語モデル（LLM）を始めとする AI におい

て、同モデルの特定の機能の発生を促進するような入

力を行うこと。 

プロンプトイ

ンジェクショ

AI モデルに直接又は AI モデルが参照する情報源か

ら間接的に、敵対的な指示を入力することで、各種情
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ン攻撃(Prompt 

Injection 

Attack) 

報漏洩やセーフガード回避、システム侵害を引き起こ

す攻撃。 

（「 AI システムに対する既知の攻撃と影響  Known 

Attacks and Their Impacts on AI Systems - Japan 

AISI」（第 2 版）P.19 に基づき作成） 

プロンプト窃

盗攻撃(Prompt 

Stealing 

Attack) 

AIモデルが生成した画像などの出力から、元となっ

たプロンプトを推測することで、プロンプトエンジニ

アリングのノウハウとなる入力情報の漏洩を引き起こ

す攻撃。 

（「 AI システムに対する既知の攻撃と影響  Known 

Attacks and Their Impacts on AI Systems - Japan 

AISI」(第 2 版)P.18 に基づき作成） 

ベンダーロッ

クイン 

ソフトウェアの機能改修やバージョンアップ、ハー

ドウェアのメンテナンス等、情報システムを使い続け

るために必要な作業を、それを導入した事業者以外が

実施することができないために、特定のベンダーを利

用し続けなくてはならない状態のこと。 

（出典：「官公庁における情報システム調達に関する

実態調査について」P.1） 
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別添４  

諸外国の検討状況と実例（まとめ・仮訳）  

【ＥＵ】  

・欧州委員会「信頼できるＡＩのための倫理ガイドライン」  

2019.4 にＡＩに関するハイレベル専門家グループ（AI HLEG）が、ＥＵ

域内外のＡＩ開発・利用における倫理的基準として広く参照されることを目

的として策定したもの。法的拘束力をもたないものの、その後のＥＵのＡＩ

政策の基礎となる倫理的枠組として位置付けられ、後記ＥＵのＡＩ規則の策

定にも影響を与えた。倫理原則として、①人間の自立性の尊重、②危害の防

止、③公平性、④説明可能性を挙げており、要求条件として、①人間の活動

と監視、②堅固性と安全性、③プライバシーとデータガバナンス、④透明性、

⑤多様性・非差別・公平性、⑥社会・環境の幸福、⑦アカウンタビリティを

挙げている。  

 

• ＥＵ「ＡＩ規則」  

2021.4 に欧州委員会が提案し、欧州議会と欧州理事会が採択・公布した

もの。ＡＩの安全性・透明性・人権保護を目的とする包括的な規制であり、

ＥＵ加盟国全てに直接適用される拘束力のある法令。司法分野におけるＡＩ

システム、特に①司法機関が事実や法の調査・解釈を行い、具体的な事実に

法の適用を支援するもの、②代替的な紛争解決機関（ＡＤＲ）が上記目的で

使用するＡＩシステムで、その結果が当事者に法的効果をもたらすものにつ

いては高リスクと分類し、裁判官の意思決定権や司法の独立性を支援するこ

とはできるものの、これに取って代わるべきではなく、最終的な意思決定は

人間によって行われる必要がある。ただし、司法の実質的な運営に影響を与

えない補助的な行政活動に使用されるもの、例えば①判決文や文書の匿名

化・仮名化、②職員間のコミュニケーション、③一般的な事務作業について

は高リスク分類には当たらないとしている。  

証拠法上のルールは存在しないものの、①ＡＩシステム提供者の義務とし

て、ＡＩシステムの出力は機械判読可能な形式で人工的に生成・改変された

ものであることを検出可能にしなければならない（Article 50.2）、②ディー

プフェイクを生成するＡＩシステム運用者の義務として、コンテンツが人工

的に生成・改変されたものであることを開示しなければならない（Article 

50.4）ことなどを定めている。  

  

• 司法のデジタル化＠2030 に関する政策文書  

https://www.europarl.europa.eu/cmsdata/196377/AI%20HLEG_Ethics%20Guidelines%20for%20Trustworthy%20AI.pdf
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2024/1689/oj/eng
https://commission.europa.eu/document/download/95918716-ce7d-401b-b6d5-e23effae5b36_en?filename=JUST_template_comingsoon_standard_4.pdf
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2025.11 に欧州委員会が、2030 年までの司法のデジタル化を加速するこ

とを目的として採択した政策文書。2030 年までに全ての主要公共サービス

をオンライン化することを目標とする欧州の「デジタル化 10 年」の一環と

して、司法分野における戦略を具体化したもの。２項では、コスト削減と導

入障壁の低減を図ることを目的として、ＡＩツールを含む司法分野で利用可

能なＩＴツールのセットを提供するＩＴツールボックスを 2026 年末までに

作成し、その活用を促進することを示している。３項では、ＥＵの「ＡＩ規

則」において高リスクに分類されている司法分野の事実調査・法解釈を支援

するＡＩシステムについて、2026.2 に一般的なガイダンスを発表予定であ

るとし、加盟国におけるＡＩツールの導入支援やガイドライン策定の必要性

を検討することを示している。４項では、ＥＵ全体の法令・判例データを一

元化し、容易にアクセス・検索・再利用できる環境として欧州リーガルデー

タスペースを設けることとし、欧州法令識別子 (ELI)や欧州判例識別子

(ECLI)など標準識別子を導入し、司法分野を支援することを示している。

そのほか、１項ではベストプラクティスの共有、５項ではビデオ会議、６項

では資金調達、７項では民事商事分野における越境手続のデジタル化につい

て触れられている。  

  

• ＥＵ「eＩＤＡＳ」  

2014.7 に欧州議会と欧州理事会が採択・公布し、2024.4 に大きく改正さ

れた（eIDAS2.0）もの。ＡＩ生成物に関するルールではないものの、電子

データを裁判手続で証拠として提出する際に、電子形式であること等だけを

理由に排斥してはならない（非差別原則）とし、適格の電子署名・シール・

タイムスタンプ・通知について出所・完全性・時点・送受信の事実に関する

推定効を付与することなどを定めている。  

  

【欧州評議会】  

• 欧州評議会司法効率化委員会「司法分野におけるＡＩの倫理憲章」  

2018.12 に欧州評議会の下部機関である司法効率化委員会（CEPEJ）が、

司法分野におけるＡＩ利用に関する倫理原則を定めたもの。法的拘束力はも

たないものの、政策立案者・立法者・司法関係者がＡＩの導入に際して参照

すべき指針として位置付けられている。基本原則として、①基本的人権の尊

重、②非差別の原則、③質と安全性の確保、④透明性・公平性・中立性、⑤

ユーザーによる制御を挙げている。  

  

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2014/910/2024-10-18/eng
https://www.europarl.europa.eu/cmsdata/196205/COUNCIL%20OF%20EUROPE%20-%20European%20Ethical%20Charter%20on%20the%20use%20of%20AI%20in%20judicial%20systems.pdf
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• 欧州評議会司法効率化委員会「司法分野におけるＡＩの倫理憲章運用評価

ツール」  

2023.12 に CEPEJ が、上記ＡＩ倫理憲章の５つの基本原則に照らし、Ａ

Ｉシステムの司法利用が適切かどうかを評価するための枠組を示したもの。

司法分野におけるＡＩシステムの導入・設計・開発・実装・使用に際し、司

法関係者がリスクを評価し、対応策を講じるための実践的なガイドラインと

して位置付けられている。評価ツールで対応しているリスクとして、①再利

用データ・別目的で訓練されたＡＩモデル利用、②個人データ・営業秘密開

示、③裁判官プロファイリング・フォーラムショッピング、④誤解を招くＡ

Ｉ結果、⑤ＡＩ処理における基準の不明確さ・基準に対する不適切な重みづ

け、⑥裁判官へのアクセスをＡＩが代替する、⑦判決理由の不明確さ・不当

性、⑧一方当事者に対する不公正な優位、⑨基本的権利の侵害・基本的権利

間の不適切な衡量、⑩差別・差別の増幅、⑪生成ＡＩによる存在しない法規

の生成・利用、⑫説明不能なＡＩの利用を通じた裁判官の権限縮減・アカウ

ンタビリティ制限、⑬ＡＩの誤用、⑭ＡＩの強制的使用を挙げている。また、

適用される領域として、①文書検索・レビュー・大規模ディスカバリ、②自

動型オンライン紛争解決（ＯＤＲ）、③訴訟結果の予測、④意思決定支援、

⑤匿名化・仮名化、⑥電子提出、⑦トリアージ・配点・ワークフロー自動化、

⑧自然言語処理、⑨情報提供・支援サービスを挙げている。  

  

• 欧州評議会司法効率化委員会 AIAB「ＡＩ倫理憲章運用評価ツールの運用

状況報告書（第１回）」  

2025.2 に欧州評議会司法効率化委員会（CEPEJ）の専門諮問機関である

ＡＩ諮問委員会（AIAB）が、上記ＡＩ倫理憲章運用評価ツールの運用状況

を報告したもの。司法制度で導入されているＡＩシステムとして登録された

１２５件のツールを対象に、その情報を収集・検証・分析している。内訳は、

①文書検索・レビュー・大規模ディスカバリについて３２件、②オンライン

紛争解決（ＯＤＲ）について７件、③訴訟結果の予測について３件、④意思

決定支援について４１件、⑤匿名化・仮名化について１９件、⑥トリアー

ジ・配点・ワークフロー自動化について３８件、⑦録音・書き起こし・翻訳

について１３件、⑧情報提供・支援サービスについて１７件と整理している。  

  

【米国】  

• 米国ホワイトハウス科学技術政策局「ＡＩ権利章典の設計図」  

https://rm.coe.int/cepej-2023-16final-operationalisation-ai-ethical-charter-en/1680adcc9c
https://rm.coe.int/cepej-2023-16final-operationalisation-ai-ethical-charter-en/1680adcc9c
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://bidenwhitehouse.archives.gov/ostp/ai-bill-of-rights/
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2022.10 に米国ホワイトハウスの政策機関である科学技術政策局（OSTP）

が発表したもの。法的拘束力はないものの、ＡＩシステムの設計・運用にお

ける人権・自由・安全の保護を目的としたガイドラインとして位置付けられ

ている。基本原則として、①安全で効果的なシステム、②アルゴリズムによ

る差別の防止、③データプライバシーの保護、④通知と説明責任、⑤人間に

よる代替手段と介入の保障を挙げている。  

  

• 全米州裁判所センター「裁判所におけるＡＩ・生成ＡＩ利用の指針」  

 2024.8 に全米州裁判所センター（NCSC）が、裁判所におけるＡＩ利用に

関し、裁判官、裁判所職員、ＩＴ担当者、政策担当者などがＡＩを安全かつ

責任ある形で活用するために示した指針。法的拘束力はないものの、裁判所

におけるＡＩの導入・運用に関する倫理的・実務的ガイドラインとして位置

付けられている。基本原則として、①倫理、②バイアス評価、③機密性の確

保、④セキュリティ保護、⑤公共の信頼を挙げている。また、導入の指針と

して、①低リスク業務（文書要約、スケジューリングなど）からの段階的導

入、②人間中心の判断、③ＡＩ出力の記録と検証、④ガバナンス体制の構築、

⑤教育と能力開発などを示している。  

現行の証拠規則は十分であるかと問題提起した上で、①現在のところ、デ

ィープフェイクを検出するツールは、ディープフェイクを作成するツールほ

ど高度ではないことから、訴訟や陪審への影響を軽減するために、裁判官は

ＡＩに関連する証拠上の問題を特定し、可能であれば、審理前・陪審不在の

場で判断すべきである、②裁判所は、ディープフェイクが法的手続に及ぼす

潜在的な害に対処し、音声・映像・画像証拠の採否により厳格な規則を導入

するべきかを検討することが重要である、③自らを代理して訴訟に臨む当事

者が高い割合で存在する事件類型において、現在の対審構造が前提とする

「当事者が証拠の真正性に異議を唱える」ことに依拠するのは、現実的でな

い可能性があり、ディープフェイクが広く蔓延した場合、特に、裁判所がデ

ィープフェイクを識別することを可能にする信頼できる技術ツールが利用可

能となる場合にはなおさら、裁判所は証拠の真正性を誰が判断すべきかを再

検討する必要があるかもしれないと記載している。  

  

• トムソンロイター・全米州裁判所センター「裁判所における責任ある効果

的なＡＩ利用のための原則と実務」  

2025.2 にトムソンロイターと全米州裁判所センター（NCSC）が、利用指

針を土台として、より制度的・戦略的な視点からＡＩの導入と運用を支援す

https://www.ncsc.org/sites/default/files/media/document/AI-Courts-NCSC-AI-guidelines-for-courts.pdf
https://nationalcenterforstatecourts.app.box.com/s/b9f0iesp1k6au4ab3qwop4m71jazywjy
https://nationalcenterforstatecourts.app.box.com/s/b9f0iesp1k6au4ab3qwop4m71jazywjy
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るために発表したもの。ＡＩは補助的ツールであり、人間の判断を代替して

はならず、リスクに応じた人間の関与が必要であるとして、①生死・家族関

係・収監・健康・住宅に関する決定の自動化については許容不可、②判決案

の作成・法的判断におけるリスク予測については高リスク、意見書の起案・

リ サ ー チ は 中 程 度 リ ス ク で あ り 、 い ず れ も 人 間 の 関 与 と 判 断 が 必 要

（Human-in-the-loop）、③会議要約・裁判所提出書類からのデータ抽出は

低リスクであり、人間による監視で足りる（Human-on-the-loop）と整理し

ている。  

  

• 連邦証拠規則改正案「規則７０７（機械生成証拠）」  

証拠規則に関する司法会議諮問委員会は、機械生成証拠（ Machine-

Generated Evidence）に関する規則７０７を含む連邦証拠規則の改正案を

提示し、期間を 2025.8.15～2026.2.16 としてパブリックコメントを行った。

現行規定においてＡＩ生成物に関する特別の規定は存在しないところ、改正

案においては、機械の出力が専門家を伴わずに提出され、かつ、その出力が

人間の専門家からのものであれば専門家証言として扱われるであろう場合に

は、その証拠採否は専門家証言に関する規則７０２の要件（ａ専門家の科学

的、技術的又はその他の専門的な知識が、事実認定者による証拠の理解又は

争点事実の判断を助けるものであること、ｂその証言が十分な事実又はデー

タに基づいていること、ｃその証言が信頼性のある原則及び方法の産物であ

ること、ｄ専門家が当該原則及び方法を適切に反映させた意見を事案の事実

に信頼できる形で適用していること）に服することを定めている。  

  

【英国】  

• 英国裁判所「司法職向けＡＩ利用手引き」  

2025.4 に英国の裁判所・審判所司法機関が、2023.12 発出のＡＩ利用手引

きをアップデートし、裁判官、書記官などの司法職員がＡＩを利用する際に

従うべき指針を示したもの。指針として、①ＡＩとその用途の理解、②機密

性とプライバシーの保持、③責任と正確性の確保、④バイアスへの留意、⑤

セキュリティの保持、⑥使用責任を負うこと、⑦裁判所利用者がＡＩを使用

している可能性の認識を示している。また、有用である可能性のある作業と

して、①大量の文書の要約、②プレゼンテーション資料の作成補助、③メー

ル作成・会議の文字起こし・メモ作成など事務作業の支援を挙げている。他

方、推奨されない作業として、法律調査、法的分析を挙げている。  

  

https://www.regulations.gov/docket/USC-RULES-EV-2025-0034
https://www.judiciary.uk/wp-content/uploads/2025/04/Refreshed-AI-Guidance-published-version-website-version.pdf
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【カナダ】  

• カナダ司法評議会「裁判所におけるＡＩ利用ガイドライン」  

2024.9 にカナダ司法評議会が、裁判官がＡＩツールを利活用する際の原

則的な枠組みを示したもの。ＡＩ技術とそのリスクについて十分に認識した

上で、司法制度に与える影響を慎重に評価しながら、責任ある活用を促進す

るための指針として、①司法の独立性の保護、②司法の基本価値・倫理規範

（公平性、誠実性、透明性、平等、迅速性、確実性など）との整合、③法的

側面への配慮、④情報セキュリティと出力の安全性、⑤説明可能性の確保、

⑥ＡＩ導入の影響評価（司法の独立性、業務負荷、アクセスの公平性、評判

などへの影響）、⑦教育とユーザー支援の提供を示している。  

  

【オーストラリア】  

• ニューサウスウェールズ州最高裁判所「生成ＡＩ利用に関する通達・ガ

イドライン」  

宇賀克也「生成ＡＩの訴訟手続における利用に関する豪州ニューサウスウ

ェールズ州の通達・ガイドライン」ＮＢＬ１２９１号４頁（2025.6）  

2025.1 にニューサウスウェールズ州最高裁判所が、裁判所における生成

ＡＩ利用に関して運用ルールを拘束力のある裁判所通達として定めたもの。

禁止事項として、①非公開命令の対象情報・強制提出資料・公開禁止情報な

どについて原則として入力禁止（プライバシー保護・限定利用・学習データ

不使用などの条件を満たせば例外的に可能）、②宣誓供述書・証人陳述書・

人物評価書の生成を挙げている。他方、許容される例として、①補助的な文

書（年表・索引・証人リスト・主張書面要約）の作成、②弁論要旨や証人陳

述書の草案作成に向けた準備段階での利用などを挙げている。また、同ガイ

ドラインにおいて、①判決理由の作成、証拠の評価又は分析における生成Ａ

Ｉの使用禁止、②副次的な調査その他の目的で生成ＡＩを使用する場合の留

意点、③調査官等による生成ＡＩの使用についての申告、④訴訟当事者、代

理人による生成ＡＩの使用に係る申告、⑤裁判所に提出された記録における

生成ＡＩの使用に関する注意点等が定められている。  

生成ＡＩ利用について、①宣誓供述書、証人供述書、人物評価書、供述者

や証人の証言・意見を反映することを意図した資料又は証拠として提出され

る資料、反対尋問で使用される資料の内容を生成（ドラフトのための準備作

業を除く）する目的での使用禁止（SC GEN 23.10）、②証人の証言を文章化

する際に、改変・脚色・補強・弱体化・その他の表現変更の目的での使用禁

止（同 12）、③宣誓供述書・証人供述書・人物評価書の内容等にＡＩが使用

https://districtcourt.nsw.gov.au/documents/practice-notes/district-court-pn---general/Gen_AI_Practice_Note.pdf
https://districtcourt.nsw.gov.au/documents/practice-notes/district-court-pn---general/Gen_AI_Practice_Note.pdf
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されていない旨の開示記載義務（同 13）、④例外的に使用する場合に裁判所

の許可が必要（同 15）、⑤特に専門家意見書については、原則として、裁判

所の許可がない限り、その内容をドラフト・作成することはできない（同

20）ことなどを定めている。  

  

【シンガポール】  

• シンガポール最高裁判所「裁判所利用者の生成ＡＩ利用指針」  

2024.10 にシンガポール最高裁判所が、弁護士・当事者等の裁判所利用者

による生成ＡＩツールの利用に関する指針を示したもの。生成ＡＩの使用は

原則禁止しない（ツールとしての利用は許容）が、出力の責任は全て利用者

にあるとして、①正確性・関連性・著作権の確認、②証拠生成禁止、③説明

義務ありなど使用上の注意点を示している。違反した場合には、①費用負担

命令、②証拠の不採用、③懲戒処分、④法律に基づく措置が講じられる可能

性があるとしている。  

生成ＡＩ利用について、①裁判で依拠しようとする証拠の生成（作成、捏

造、脚色、強弱など。宣誓供述書や陳述書のドラフトは除く。）に使用して

はならない（指針 5(1)(c)）、②裁判所は裁判書類の作成に生成ＡＩツールを

使用したことの通知を求めることがあり、裁判所から求められた場合、裁判

書類のどの部分でＡＩ生成コンテンツを使用したか、生成ＡＩツールの出力

をどのように検証したかを説明しなければならない（同 (4)、 (8)）、③違反し

た場合には、裁判所は費用負担命令、証拠の不採用、懲戒処分などの措置を

とることがある（同 (9)）ことなどを定めている。  

  

【国連】  

• ＵＮＥＳＣＯ「裁判所及び裁判体におけるＡＩシステム利用に関するガ

イドライン」  

2025.12 に国連教育科学文化機関（UNESCO）が、ＡＩが法の支配・基

本的人権を尊重しつつ正義に資する形で利用されることを確保するために、

世界で初めての包括的な倫理的・運用上の枠組みとして提示したもの。司法

におけるＡＩ利用を導く普遍的原則を、①人権の保護、②比例性、③便益の

実現可能性、④安全性、⑤情報セキュリティ、⑥正確性及び信頼性、⑦説明

可能性、⑧監査可能性、⑨透明性、⑩認識及び理解に基づく利用、⑪責任、

⑫説明責任及び争訟可能性、⑬人間による監督及び意思決定、⑭人間中心か

つ参加型の設計、⑮マルチステークホルダーガバナンスであるとし、ＡＩ導

https://www.judiciary.gov.sg/docs/default-source/news-and-resources-docs/guide-on-the-use-of-generative-ai-tools-by-court-users.pdf?sfvrsn=3900c814_1
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000396582
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000396582
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入を検討する裁判官、裁判所管理者、政策立案者に対する実務的な指針を定

めている。  

 

〇諸外国の実例  

• ソリューションエクスプローラー（カナダ）  

薦田淳平「裁判所で使われる人工知能（ＡＩ）」判例タイムズ１５１３号１

６頁（2023.12）  

カナダのブリティッシュ・コロンビア州民事紛争解決審判所（CRT）の

ホームページで利用されているソフトウェア。特定の類型の民事事件（交通

事故、少額契約紛争、不動産賃貸契約紛争、社団内部規則に関する紛争）に

ついて、オンラインで情報を入力すると、法的な情報の提供、文書作成の支

援、交渉のためのテンプレート提供などが表示される。  

  

• シャオ・ファ（中国） 薦田・判タ１８頁  

中国の一部の裁判所庁舎のロビーに設置されている案内ロボット。裁判所

来庁者に対し、具体的な法律問題について、手続案内、法律用語の説明、裁

判の見通し、費用と時間の見積などの情報を提供される。  

  

• インテリダクトＡＩ（米国） 薦田・判タ１９頁  

米国の一部の裁判所の事務処理支援で導入されているＡＩツール。裁判所

に電子提出された書面を自動で分類して必要な情報を抽出し、書面審査や修

正指示が行われる。  

  

• ＳＵＰＡＣＥ（インド） 薦田・判タ１９頁  

インドの最高裁判所などでリサーチ支援に導入されているＡＩツール。事

件記録を読み取り、事実関係や争点を整理し、関連する判例・法令・文献を

調査要約して裁判官に提示される。  

  

• ソクラテス（ブラジル） 薦田・判タ１９頁  

ブラジルの一部の裁判所で業務支援に導入されているＡＩツール。事件記

録を読み取り、関連する判例・法令・文献を調査要約し、判決文の構成案も

提示される。  

  

• ＥＸＰＥＲＴＩＵＳ（メキシコ） 薦田・判タ２１頁  
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メキシコの家庭裁判所において子供の扶養料・養育料の支払請求の事件の

判断につき、経験の浅い裁判官に対してアドバイスするＡＩツール。各段階

での各種業務をどのように執り行うべきかを裁判官へ指導する機能、当事者

の主張を踏まえて証拠を評価する機能、当事者の経済状況を踏まえて妥当な

金額を計算する機能が提供される。  

  

• ＯＤＲ支援ツール（シンガポール）  

欧州評議会司法効率化委員会 AIAB「ＡＩ倫理憲章運用評価ツールの運用

状況報告書（第１回）」８頁  

シンガポールの少額請求裁判所（Small Claims Tribunals）において導入

されているオンライン紛争解決支援ツール。提出文書を読み取り、当事者に

対し、手続の進め方の案内、訴訟準備に必要な書類作成の支援、和解の可能

性の示唆などが提供される。  

  

• ＯＬＧＡ（ドイツ） AIAB 報告書（第１回）８頁  

ドイツのシュツットガルト控訴裁判所においてディーゼル排出訴訟の業務

支援に導入されているＡＩツール。大量の申立書が自動で分類され、訴訟文

書が整理される。  

  

• ＡＮＯＭ（スイス） AIAB 報告書（第１回）８頁  

スイスの連邦裁判所などにおいて導入されている匿名化ツール。判決文中

の訴訟当事者以外の情報（専門家の氏名、土地の区画番号など）を抽出し、

仮名に置き換えて、判決文の公開の際に匿名化する候補として提示される。  

  

• Textualisation（スペイン） AIAB 報告書（第１回）８頁  

スペインの裁判所において導入されている録音反訳の自動化ツール。法廷

録音システムと連携し、審理・尋問などにおける発言を自動で文字に起こし、

記録・検索・分析を可能にする。  

 

  

https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
https://rm.coe.int/cepej-aiab-2024-4rev5-en-first-aiab-report-2788-0938-9324-v-1/1680b49def
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別添５  

最高裁検証結果  
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検証結果の要旨  

 

１ 検証の方法等  

東京地裁及び大阪地裁において民事訴訟を担当する中堅裁判官６人が参加

し、模擬記録を用いて、争点整理の補助としての生成ＡＩの活用について、

検証を行った。  

具体的には、各参加者から事前に争点整理及びそれに付随する範囲の場面

の事務における生成ＡＩ利活用のアイデア（ユースケース）の提出を受けた

上で、１月２０日及び２１日に第１回ワークショップを、２月１７日に第２

回ワークショップをそれぞれ開催し、外部業者の協力を得ながら、３つの生

成ＡＩサービス（ChatGPT 5.2 Thinking、Gemini 3 Pro（思考モード）、

NotebookLM Pro）を用いて、争点整理の補助として利活用ができるかどう

か、利活用に当たりリスクはあるかなどについて検証を行った。  

  

２ ＡＩ活用が特に有効と考えられる場面  

① 主張整理表や時系列表等のたたき台作成  

② 大量の主張書面や証拠の要約等  

③ 引継ぎ時等における全体像の迅速把握  

④ 文字起こし、要約  

 

３ 課題・リスク等  

(1) 出力品質に関する課題 

① 抜け漏れの発生  

重要な事実や証拠の拾い漏れが一定程度存在し、ＡＩの出力のみに依拠し

た場合、重大な見落としにつながりかねないとの懸念が共有された。（検証

参加者からは「必ずしも重要な間接事実を全て拾えているわけではないと思

われる上、間接事実を裏付ける証拠も全て拾えているわけではない」「網羅

性に問題が大きいため、記録検討の手間はさほど軽減されない」との意見が

出された。）  

② 出力の揺れ（再現性の低さ）  

同一のプロンプト・同一の入力データに対しても、実行のたびに出力結果

が異なるという問題が多くの検証参加者から指摘された。  

③ 期日ごとに情報が更新されていくことへの対応の弱さ  

新たな書面を追加した場合に、既存の整理結果が崩れる、あるいは精度が

大幅に低下するという問題が報告された。検証参加者からは「各期日で提出
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された書面を追加して、主張整理を更新していくと、前の期日までの整理に

引っ張られるのか、主張整理の正確性が大幅に低下した」「訴状と答弁書の

みを対象とした際には、ある程度正確に争点を把握できていたが、その後、

準備書面を追加すると、争点の把握として不適切な部分が出てきた」との具

体的な報告がなされた。  

④ 法的理解の不十分さ  

規範的要件の位置づけの誤り、特殊な抗弁構造の理解困難、攻撃防御方法

の体系的整理における不正確さ等が複数のユースケースで報告された。この

課題は、主張分析・争点整理支援のユースケース全体に通底するものであり、

生成ＡＩの法的推論能力の限界を示唆している。検証参加者からも「要件事

実の理解が不明確／不十分」「要件事実を正しく理解させるために誘導や指

示が必要」との意見が共通して出された。  

(2) 実務上のリスク  

ア 誤導・バイアスの危険  

「注意すれば使用可能」との評価が大勢であったが、一部のユースケース

では具体的な誤導リスクが指摘されている。生成ＡＩの出力が「もっともら

しい誤り」を含む場合、裁判官の先入観を助長するリスクがあり、常に批判

的な検証が不可欠である。検証参加者からも上記誤導リスクからすると「証

拠との不整合指摘に利用するのはリスクが高い」との見方も示された。  

イ 過信のリスク（検証姿勢の弛緩）  

ＡＩの出力がきれいに整理された形式で提示されるため、内容の正確性に

対する信頼が過度に高まる危険性がある。検証参加者からも「便利なもので

あればこそ、それしか見なくなってしまうおそれがある」との懸念が表明さ

れた。  

ウ 倫理面のリスク  

ＡＩの整理結果を参照する過程で、裁判官自身の主体的な検討が不十分な

まま、ＡＩの出力に沿った方向で判断の枠組みが形成されるおそれがある。  

エ 運用上の課題（スキル格差・能力維持）  

ＡＩの利用スキルの個人差により、裁判官間で生成ＡＩ活用の効果に差が

生じ得るとの指摘や、定型的な整理作業をＡＩに委ねることで、裁判官自身

の記録検討能力や法的分析能力が長期的に低下するリスクが指摘された。検

証参加者からも「対外的な受け止めや裁判官の能力の低下の問題等も含めて

慎重さも必要」との意見が出されている。  

(3) 情報セキュリティ面のリスク  

本検証は模擬データを用いて実施されたため、実際の訴訟記録に含まれる
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要機密情報の取扱いに関するリスクは直接的には検証されていない。もっと

も、今後の本格検証及び実運用に向けては、情報セキュリティ上の課題につ

いて、慎重な検討が必要である。  

  

４ 対応策等  

① 裁判官が出力結果の確認を行い、最終判断と責任は裁判官が負うこと  

ＡＩの特性として抜け漏れ等が生じることから、生成ＡＩの出力は、裁判

官による検討を経ずにそのまま依拠するものではなく、裁判官が出力の正確

性を確認し、必要な補正を行うことを前提として利用するものであり、出力

に対する裁判官の批判的な検証が不可欠である（ヒューマン・イン・ザ・ル

ープ）。検証参加者からも「人による記録検討に基づく検証が必須」との認

識が共有された。  

② 必要に応じて当事者とも認識共有を行うこと  

ＡＩの特性として抜け漏れ等が生じることから、出力結果と当事者の主

張・立証との間に齟齬がないかどうかにつき、必要に応じて当事者と認識共

有をすることも重要と思われる。  

③ 法的枠組み（訴訟物、攻撃防御方法の構造、争点等）の設定は裁判官が

行うこと  

現状では生成ＡＩは要件事実論に基づく自律的な法的整理が困難である上、

法的枠組みの整理は裁判官が行うべき事柄であると考えられるため、裁判官

が法的枠組みを指定した上で、ＡＩにその枠内での整理作業を委ねるという

役割分担が必要となる場合がある。  

 

５ 本格検証に向けた課題  

(1) 実環境に近いデータを用いた検証  

本検証は模擬データ（学修用記録）を用いたものであり、比較的シンプル

かつ整理された記録が対象であった。複雑困難な事件や当事者の主張が整理

されていない事件において実用に耐え得るかどうかは不明であり、確定記録

等の実際の訴訟記録を用いた検証が不可欠である。  

(2) 情報セキュリティ等の整理  

実際の訴訟記録を用いた検証及び運用に向けては、適切な利用環境の整理

が不可欠である。訴訟記録には当事者のプライバシーに関わる情報や営業秘

密等が含まれ得ることから、十分なセキュリティ措置が確保された環境での

実施が前提となり、適切な利用環境を設計する必要がある。  


